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序 章 本研究の課題と構成 

 

1．問題意識と研究目的 

 

1.1 1990 年代以降の営業プロセス改革論と現場のギャップ 

営業問題を考えることは、マーケティング研究にとって重要な意味を持つ。企業1におけ

るマーケティング活動の主要な部分でありながら、学術的な関心が寄せられることが少な

く、つい最近まで充分な研究の蓄積がなされていなかった。よって営業問題は、営業の視

点から企業のマーケティングの体系を捉え直すという理論的な重要な意味を含んでいると

いえる2。 

日本の営業研究3は、1990 年代半ばから 2000 年初期にかけて神戸大学の田村正紀、石井

淳蔵、高嶋克義などのマーケティング・流通研究者によって積極的に取り組まれた。彼ら

は、一部の天才に依存する従来の「個人型営業」から、IT を活用した合理化・効率化によ

る「組織型営業」への転換を目指した。組織型営業とは、営業担当者が持つ知識やノウハ

ウを共有化し、現場のコミュニケーションを活性化したり、能力のバラつきをなくしたり、

部門間の連携を強化することで顧客との組織間関係を構築することを目的としている 4。そ

のための仕組みとしてデータベース営業、プロセス管理、チーム営業を取り入れながら、

営業活動のプロセス・イノベーション、つまり営業活動のスタイルを抜本的に改革するこ

とが協調されている5。これらは今日における我が国の営業研究の基礎を築いたと言っても

過言ではないだろう。 

しかしながら、彼らが提唱した営業プロセス改革が全ての企業で成果をあげたわけでは

なく6、そうでない企業も多数存在する。成果をあげている企業では、データベースによっ

て顧客管理や営業活動の進捗管理、部門間連携というものが現場で有効に機能しているが、

一方で企業が営業担当者の統制強化のみに使われるといった誤った認識や、営業担当者へ

の十分な説明もないままにシステムが導入されたことで機能不全に陥り仕組みそのものが

形骸化してしまっているケースが散見される。 

欧米における SFA（営業支援システム）の失敗率は約 60％以上を超えているという 7。

その主な要因が、ツール主導で SFA の導入が検討されてきたことにある。本来、営業改

革の手法である SFA が単なるソフトウェアに代表されるツールとして位置づけられ、特に

経営者層にはツールを導入すれば即理想的な営業活動が自動的に展開されるかのような意

識が強い8。 

                                                   
1 本研究では、営業活動の主体について個人と対比して使用する場合は「組織」と表現し、営業活動を

はじめ製造や開発など企業活動全般を示す場合は「企業」と表現するものとする。 
2 高嶋[2002]pp.2-4. 
3 「営業」という用語については、本研究では日米間における研究の歴史的背景や機能面での違いがあ

ることから、米国研究においては「セールスフォース（販売部門）」、「セールスマン（販売員）」とし、

日本の研究に関しては「営業部門」、「営業担当者」として使い分ける。尚、「営業」と「販売」の機能

の違いについては第 2 章 1 項にて説明を述べる。 
4 高嶋[2002]はしがき. 
5 高嶋[2002]はしがき. 
6 高嶋[2005]pp.3-4. 
7 Petersen[1997]p.21. 
8 前川[1999]p.49. 
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日本においても 1990 年代の情報化の流れは、「開発する人と利用する人の争い」とも言

われ9、当初 IT への純粋な技術としての機能に焦点が注がれていたこともあり、現場の営

業部門よりも情報システム部門が主導権を握っている場合が多かった 10。結果、顧客に最

も近い営業担当者が改革の対象から取り残され、実際の営業活動において有効な仕組みと

いえるかは疑問である11。 

 

1.2 重要性が増す企業の価値創造 

こうしたことを背景に、近年大きな変化がみられる。これはビジネス市場12における「価

値共創（co-creation of value）」の概念の登場である。価値共創の特徴として、従来のアメ

リカ学派によるマーケティング理論では、製造業における生産物の「交換価値」に焦点を

あてているのに対し、顧客との相互作用プロセスを通じて価値が共創されていく「利用価

値」に焦点をあてている13。 

また価値共創は、顧客と共に価値を創り出すことでありこれは 2 つの文脈で論じられて

いる。第 1 にサービス・ドミナント・ロジック（service-dominant logic）と呼ばれる概念で

あり、経済交換が「モノ」中心から企業のもつ専門化されたナレッジやスキルといった「サ

ービス」を中心とするものへとシフトすることを提唱するものである。こうした試みは、

顧客価値を「企業が製品・サービスを通じて提供するもの」という考え方から「企業と顧

客が共に創り出すもの」へ転換することを促すものである。価値共創においては、顧客価

値を売買が成立したときに顧客が受け取る交換価値ではなく使用価値にフォーカスしてい

る14。 

第 2 に「オープン・イノベーション（open innovation）」に代表される顧客参加型の共同

開発による価値創造という概念である。これはビジネスにおいて既存のバリューチェーン

の考え方が変化し、企業間の連携や、最終消費者をも巻き込むビジネス・システムを提唱

するものである 15。なかでも戦略型オープン・イノベーションは、主体者（事業をやりた

い企業）が明確な目的を持ち、そのために必要な資産や技術を持つ組織を見つけ出して協

業する形が一般的になってきた 16。 

ドラッカーは『ネクスト・ソサエティ』において、もはやいかなる産業・企業にも独自

の技術というものがあり得なくなったと論じている 17。近年企業ではイノベーションの創

造において過去の成功パターンが通用しなくなりつつあるといわれている。そこで、企業

が更なるイノベーティブなコンセプトを体系的・組織的に創造するためには、外部に目を

                                                   
9 財前[2002]pp.2-3. 
10 Petersen[1997]pp.1-3. 
11 前川[1999]p.28. 
12 Kotler,Keller[2012]p.210.コトラー、ケラーによればビジネス市場とは製品やサービスを他の製品やサ

ービスの生産に使うために購入する全ての組織から成り立つ市場と定義している。こうした組織は、

他の顧客に自分の製品やサービスを販売し、賃貸し、供給する。ビジネス市場を形成している主要産

業には、農業、林業、漁業、鉱業、製造業、建設業、運輸業、通信業、公益事業、銀行業、金融業、

保険業、流通業、サービス業がある。 
13 グルンルース[2015]序章. 
14 池田,山崎[2014]p.227. 
15 南[2014]pp.49-50. 
16 星野[2015]p.41. 
17 Drucker[2002]pp.63-77. 
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向け市場や顧客との直接接点を持つ営業の果たす役割がますます重要となりつつあるとい

える。 

 

1.3 変化する営業担当者の役割 

 2012 年、石井は『営業をマネジメントする』でドラッカーの『マネジメント』について

触れ「営業プロセス・マネジメント」を営業革新の第 3 の道として掲げたのは大変興味深

い。これはドラッカーのマネジメントを基礎としながら、営業における評価の客観性を追

求すると同時に個人の独創性を活かすことの重要性を示唆している18。 

ドラッカーは『マネジメント』において「マーケティングの理想は販売を不要にするこ

と」であるといったが 19、今日ビジネス市場において営業活動は、単なる販売ではなく、

様々な知識をつかって価値を生み出すイノベーションの中核的役割を担うようになってき

た。営業という仕事は幅広く、顧客からの情報収集や製品開発、価値提供、事後サービス、

また顧客との関係構築から維持に関わる企業全般の活動に関わっている 20。昨今のように

顧客ニーズが多様化し変化が激しく取引規模が大口になるほど、売り手には高い顧客適応

力が求められる。そのためには個々の顧客の異なるニーズに対して企業の全業務過程を営

業活動によって顧客適応させることが重要となりつつある 21。また、営業活動は状況依存

的で動態的であるため、マニュアル化することは困難であり、他人が容易に模倣できるも

のではない 22。仕事の成果についても顧客に如何にどれだけ売ったかではなく、如何なる

価値を創造したのかが問われ始めている。 

近年では、情報技術の発達によって従来有効とされてきた顧客に寄り添い顧客の声に耳

を傾けるだけの御用聞き営業の時代は終わりつつあり、多くの企業ではビッグデータや情

報システムの構築によって営業部門を介さなくても顧客の声がストレートに企業にあがっ

てくるようになった 23。このような時代に重要となるのが、顧客に未知の解決策や想定外

の解決策を提供することである。かつて「ソリューション」であったものは知れ渡り、何

をどのように入手すればいいか、競争優位性の視点を第三者に委ねる必要がなくなってき

ているのである 24。そうした中で、顧客のイノベーションを実現するためには技術ではな

く、新たな競争力の源泉として営業担当者が持つ知識やアイデアによって生み出されるビ

ジネス上の付加価値に大きな注目が注がれるようになっている。 

 

1.4 本研究の目的 

価値創造と知識労働のマネジメントの重要性に関して、理論的指針となるドラッカーは、

1969 年『断絶の時代』で知識社会の到来について触れ、はじめて知識労働者という言葉を

つくった25。また 1973 年『マネジメント』では、企業の目的はイノベーションとマーケテ

                                                   
18 石井[2012]p.201. 
19 Drucker[1974]pp.64-65. 
20 高嶋、南[2006]p.113. 
21 田村[1999]pp.68-70.田村は営業活動とは企業を代表し顧客対応することであるとし、これをホロン

として行動すると表現している。 
22 田村[1999]pp.115-116. 
23 斎藤[2014]参照. 
24 斎藤[2014]参照. 
25 Drucker[1969]pp.321-377. 
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ィングによる顧客の創造であると説いた上で 26、知識労働者の特性を理解した「人と仕事

のマネジメント」を行なうことが重要であると論じている27。 

知識労働者のマネジメントは、肉体労働とは異なり自らの専門的知識や経験を通じて答

えを導き出すため、その領域に他者が踏み込んだり、プロセスを定型化することは難しい。

なぜならば、知識労働の主たる部分は思考のプロセスであり、それを明確な要素に分解し

て捉えることが困難だからである 28。また、明確な要素に分解できたとしても、プロセス

通り進めても成果に結びつくとは限らない。営業という仕事も、過程を通じて何を生み出

すかが明確な製造プロセスとは異なり、市場や顧客といった不確実性のなかで試行錯誤し

ながら成果をあげなければならない。そのためには、営業担当者は既存のフレームワーク

ではなく、自ら課題設定しその解決の方法を導き出さなければならない。つまり知識労働

では過程よりも何を生み出すのかが重要となるため、単に合理化・効率化だけで解決され

る問題ではない。いまや営業にとって重要なのは、営業活動を通じ顧客に如何なる価値を

提供するのか、いわば“質”に関する問題といえるだろう。 

ドラッカーは、知識労働の生産性に関する問題こそ 21 世紀の先進国にとって最大の問

題であると指摘したように 29、企業においても研究分野においても創造的な人材をどのよ

うに育成し、活用してゆくのかという問題は大きなテーマとなっている。田村、石井、高

嶋が提唱したデータベース営業、プロセス管理、チーム営業等の営業改革が現場にうまく

伝わらず、時として機能不全に陥ってしまうことのある要因のひとつに、仕組みそのもの

の問題というよりも、仕組みがどのように活用されるべきかといった知識労働に関する問

題があるのではないだろうか。これらの仕組みを有効に機能させるためには、営業担当者

がどのような知識労働によって成果を上げているのかを明らかにする必要があるだろう。 

しかしながら、これまで営業を知識労働という文脈で捉えた研究は極めて少ない。田村、

石井、高嶋にとって知識労働や顧客創造という概念は当然のものとして捉え、敢えて議論

されていない。これは 90 年代のバブル崩壊、急速なグローバル化や情報化といった市場の

流れを受け、喫緊の課題が営業の IT 化を目的とした仕組みづくりに重点が置かれていたた

めだと考えられる。だが、こうした競争力の最大化を目的としたとき、数量的・実証的な

理論、数理モデルの構築が容易になる一方で30、個人能力の分野が標準的な範囲から外れ

るため、ある種簡単にマネジメント出来る世界に現象を限定しようとする動きが働く。ま

た、実践段階において企業側による仕組みへの誤った認識や仕組みさえ導入すれば良いと

いった考えによって、営業改革の逆機能ばかりが注目されてしまうのである。このような

ギャップについて近年高嶋は『営業改革のビジョン』で、制度や運用面、人事評価など様々

な視点から導入に向けた議論を展開しているが、成果というより広い視点で捉えるならば、

仕組みを有効に機能させる知識労働としての営業とは何かといった根本的な議論が必要と

なるだろう。 

したがって本研究は、1990 年代を中心とした日本の営業研究を包括している高嶋の「営

                                                   
26 Drucker[1974]pp.61-64. 
27 菊澤[2015]参照. 知識労働の特性と「人と仕事のマネジメント」に関しては、1954 年『現代の経営』

においても論じられている。  
28 Davenport[2005]pp.46-60. 
29 Drucker[1969]pp.321-377. 
30 菊澤[2015]参照. 
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業プロセス・イノベーション」を再考することで、彼らが当たり前だと考え、そこまで強

調してこなかった知識労働としての営業に焦点をあてている。その中で営業担当者による

価値創造の発想力とそれを管理するための自由と責任によるマネジメントの仕組みが組織

の営業における質を決定づける重要な要素であることを明らかにすると共に、顧客創造へ

の新たなマネジメントを考える上での理論的示唆を得ることを目的としている。 

文献レビューでは、1920 年代以降における米国のマーケティング理論によるセリング研

究から営業とセリングの違いを明らかにすると共に、1990 年代の日本の営業研究の概観か

ら高嶋が提唱した「営業プロセス・イノベーション」の意義と課題を考察する。さらに知

識労働に関する直接的な議論ではないものの関係性の強いとされる近年米国で展開されて

いるセールスマンの創造性に関する議論についても考察を行なう。その上でドラッカー理

論に基づいた顧客創造の理論的フレームワークを提示する。また事例研究では、3 つの生

産財企業による成功事例から営業担当者、営業管理者、顧客に対してインタビュー調査を

実施し、営業における知識労働者の育成と、組織型営業による実際の顧客創造について検

討を行なうことで、従来の「セリング」、「チャネル」を越えた「顧客創造」を目的とした

営業への指針を提示することを目的とする。 

尚、本研究は高嶋の「営業プロセス・イノベーション」の意義について積極的に認めつ

つも、その基礎にドラッカーの理論を位置づけることで、はじめて仕組みが有効に機能し

成果につながることを明らかにするものである。よって「営業プロセス・イノベーション」

を否定したり、それに代替するようなものではなく、高嶋の議論においては必ずしも明示

的ではなかった知識労働という新たな視点を加えることで高嶋の営業プロセス・イノベー

ション論をさらに発展させることを目指している。顧客との接合点である営業部門が知識

労働によってデータベース営業、プロセス管理、チーム営業を有効に活用することで顧客

創造に貢献することが明らかになれば、企業にとって営業部門や営業担当者の役割が大き

く変わるだけでなく、顧客との関わりにおいて新たな価値創造への可能性と企業成長の原

動力となってくることが期待出来るだろう。このように営業を知識労働の観点から捉え直

すことは、コモディティ化と顧客ニーズの多様化によって競争が激化する中で、営業担当

者の創造性を引き出すことで顧客の価値創造を実現し、営業改革のもつ潜在能力を顕在化

させるよい契機となる。この点こそ本研究の特徴をなすものである。 

 

 

2．本研究の研究課題とアプローチ 

 

2.1 研究のフレームワーク 

 本研究は、仮説探索的要素が強いため、ここでは先行研究をベースとして、営業活動に

よる価値創造の問題意識を構造化した研究フレームワークを示すこととする。 

本研究は大きく 3 つの領域から成る（図序-1 参照）。まず第 1 に 1920 年代以降における

米国のセールスフォース・マネジメントを中心とした個人の販売に関する議論である。営

業研究の起源は、1900 年初頭から米国で始まった人的販売論と販売管理論にある。その後

マーケティング理論によってセールスフォース・マネジメントとして発展していった。こ
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こでは営業ではなく販売、つまり“価値の伝達役”としてどれだけ商品を不特定多数の顧

客に効率的に多く売るかが重視されていた。主に一般消費財を対象としたセールスマンの

販売技術の向上や販売員の管理、販売部門の組織設計などが議論されている。この時代の

特徴として、トップダウンによって仕事が割り当てられ、仕事の目的が販売に特化してい

ることから、如何に効率よく製品の価値を多くの顧客に伝えるかが問われ、仕事の成果は

常に個々の販売成績であった。 

第 2 に 1990 年代後半を中心とした日本における営業研究の展開である。ここでは、日

本の営業の特殊性に着目し、従来の個人型営業が抱える過剰な顧客志向や現場志向を抑制

すると共に、IT を営業に取り入れデータベースによる情報の可視化、営業活動のプロセス

管理、部門間連携によるチーム営業などが活発に議論されている。この時代の特徴として

は、従来現場中心であった営業を組織中心へと転換している点であり、よって組織は個々

の営業担当者が持つ多くの情報を集め、共有させることを最も重視した。これによって、

営業部門に属する個人による販売の問題から営業部門以外の他部門を含めた組織的な関係

性の問題へと拡張されてきた。だが仕組みは構築されたが、実際にそれらが有効に機能し、

営業担当者の創造性が向上するのかという問題が残されていた。 

第 3 に本研究で取り組むべき「知識労働としての営業による顧客価値の創造」である。

近年米国ではセールスマンの創造性に関する研究が展開されている。ここでは社会心理学

の視点からセールスマンの創造性の役割や重要性、またセールスマンの創造性に影響を与

えているものが何なのかについて議論されている。しかしながら、あくまでもセールスマ

ン個人の創造性に焦点が当てられており、それを組織が如何に育成し、マネジメントして

ゆくかについては殆ど触れられていない。 

 

図 序-1 本研究のフレームワーク 

 

  出所：著者作成. 
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そこで本研究は、これらの議論を踏まえ知識労働者のマネジメントを主要な課題として

いるドラッカーを参考にし、「知識労働としての営業による顧客価値の創造」をテーマとし

ている。ドラッカー理論を取り上げる意義は、学術的に「知識の応用」、「人間主義的管理」、

「顧客との価値共創」について個々の問題として取り上げている研究者は多く存在してい

るが、“事業”という総合的な観点から体系的な問題として捉えているドラッカーに着目し、

ドラッカーの視点から顧客創造に向けた新たな営業の在り方について考察を行うものであ

る。尚、ここでは単に営業担当者が顧客価値を創造しているかどうかを考察するのではな

く、従来のデータベース営業、プロセス管理、チーム営業という仕組みをより有効に機能

させるための基礎として「知識の応用」、「人間主義的管理」、「顧客との価値共創」が重要

な役割をもっていることを明らかにする。図の序-1 では、以上で述べたことが整理され示

されている。 

 

2.2 本研究の課題 

次に、本研究は、前項であげた 3 つ目の領域である知識労働としての営業による顧客創

造に対して、次の 3 つの課題をあげ分析を行なっている。まず知識労働者としての営業担

当者を方向付けるための「組織による顧客志向の実践」、また市場の変化を自らの機会とす

る「イノベーション機会の発見」、そして実際に営業活動によって新たな価値を創造する「マ

ーケティングによる顧客創造」である。以下、それぞれの視点における着目ポイントを明

記する。図序-2 では分析の視点を示している。 

 

課題①：「組織による顧客志向の実践」 

組織はどのように営業担当者の顧客志向を実践しているのか？ 

 

課題②：「イノベーション機会の発見」 

組織は市場や顧客の潜在的な変化やニーズをどのように捉えているのか？ 

 

課題③：「マーケティングによる顧客創造」 

組織は営業活動を通じて如何なる顧客価値を創造しているのか？ 

 

 

課題① 組織による顧客志向の実践についての分析視点 

知識社会において営業と知識労働との関係性を明らかにするには、営業という仕事のミ

ッションを価値創造として再定義すると同時に、企業における営業担当者の位置づけやマ

ネジメントの在り方を変革させる必要がある。そこで組織が如何にして営業担当者の顧客

志向を実践しているのかを明らかにすることは、営業の価値創造において重要な視点であ

るといえる。したがって組織が顧客価値を創造する上で、知識労働者としての営業担当者

に如何なる貢献や成果を求め、どのように顧客志向を実践しているのか明らかにする。 
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課題② イノベーション機会の発見についての分析視点 

 営業活動が知識労働であるならば、営業担当者が如何にして市場の変化に気付き、自ら

の機会に転換できるかが大きな分岐点となってくる。営業担当者が目先の商談の成功だけ

を求め営業活動することは、目標数値を達成する上で効率的であっても顧客のイノベーシ

ョンを実現することにはならないのではないか。そのためには顕在化した事象だけを受け

止めるのではなく、そこから本質を捉え自ら課題設定することが求められる。したがって

営業担当者が近視眼に陥ることなく潜在的な変化に気付くことは、組織にとって新たな市

場を創造する上で重要な視点であるといえる。 

 

課題③ マーケティングによる顧客創造についての分析視点 

ドラッカーによれば、事業の目的とは顧客の創造であり、どれだけの価値を顧客に提供

したかが重要な課題となってくる 31。また生産性の尺度とは付加価値の大きさで決まる。

これは営業活動においても同様である。単なる販売ではなく顧客の課題に対して営業担当

者自らがコーディネーターとなり様々なビジネスモデルや新たな価値を創造することで顧

客の新規開拓を図っている。したがって、組織が営業活動を通じ如何なる顧客価値を創造

しているのかを考察することは本研究で重要な視点であるといえる。 

 

図 序-2 分析の視点 

 

出所：著者作成.   

 

 

2.3 調査概要 

先に掲げた 3 つの課題に対する解を導出するための調査目的、調査内容について述べる。

具体的には「組織による顧客志向の実践」、「イノベーション機会の発見」、「マーケティン

グによる顧客創造」の課題に沿って調査を行う。以下では、先ず、調査を行う目的に触れ、

そして、どのような調査手法を選択し、どのような調査対象を選定したかについて詳しく

述べていく。 

 

                                                   
31 Drucker[1954]p.37. 
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2.3.1 調査目的 

 本調査の目的は、組織が如何に知識労働者としての営業組織を育成・マネジメントして

いるのか、組織が営業活動によって如何にイノベーションとマーケティングを実現してい

るのか、それらを促進するための組織的マネジメントが如何なるものなのかを探索的に明

らかにすることにある。今回掲げた 3 つの課題は、営業担当者単独によるものではなく組

織内の複雑な状況が前提にあり、複数の要因が絡み合う関係性が想定され、それらの全容

を把握し、可視化しなければならない。本調査では、これらの課題を明らかにするため、

ケース・スタディを採用した。調査の方法や対象については以下で明記する。 

 

2.3.2 調査方法（ケース・スタディ） 

 前項で示した様に、複雑な状況に迫るという条件を満たすためには、単に説明変数と被

説明変数を特定するだけでなく、「なぜ」そうなるのか、「どのように」因果関係が成り立

つのかについて深く考察する必要がある。このような条件を満たす調査方法としては、ケ

ース・スタディが挙げられる。ケース・スタディはひとつあるいは少数の調査対象に対し

て定性・定量の両方を含む様々な情報の収集方法を用いて、調査対象の全体像を詳細に掴

むことの出来る方法といえる。ケース・スタディの目的として、まず探索目的のケース・

スタディは新たな発見をするために何が起こっているのかを追求するものであり、研究対

象への理解を明確化するものである。一方、描写目的のケース・スタディは研究対象を精

緻に描写するためのものであり、因果関係の説明目的のケース・スタディは変数同士の因

果関係を明らかにするためのものである 32。このことからも、本研究の目的との整合性も

図ることの出来る調査手法としてケース・スタディを採用した。ケース・スタディにあた

っては、主としてヒアリング調査を基本として、有価証券報告書や公式ホームページ、先

行研究等の 2 次資料も利用した。尚、本調査では 3 つのケース・スタディを実施すること

にした。具体的には上記で取り上げた「本研究の課題」に基づきインタビューを実施した。 

 

2.3.3 調査対象とインタビュー概要 

本研究は、調査目的に鑑み複数のケース・スタディを選択した。調査対象についてはビ

ジネス市場で代表的とされる生産財企業を選定し、専門技術と付加的サービスによる総合

的価値の視点、自社の事業ドメインの拡張性の視点から事例研究を行なう。尚、顧客の新

規開拓に焦点をあてるため、特定顧客や系列に依存しない独立系大手企業による営業の成

功事例を対象とした。 

 

2.3.4 事例研究の対象条件 

 本研究では、生産財企業の内、主に建設や情報システムといったインフラに関連する 3

社を取り上げる。これらの業種は、従来生産財企業とされてきた製造業とは大きく異なっ

ている。それらは、1 回あたりの顧客との取引期間は短いものの、案件毎によって生産場

所（周辺環境）、工期、仕様、必要とされる技術、取引企業（下請け等）、コストなどが異

なるため、常に高い顧客適応力が求められる。またこれらの業種では、古くから技術営業、

                                                   
32 Yin[1994]参照. 
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現場営業、連携営業、工程管理といった取組みがなされており、以前から一定の組織型営

業がなされてきた。よって本研究でこれらの業種を対象とすることで、参考とすべき組織

型営業のあり方について分析を行なうものである。対象企業とその選定理由については以

下の通りである。 

 

2.3.5 対象企業 

事 例① 株式会社サンテック（電気設備工事） 

選定理由：建設業という職人的な古い業界体質の中で、営業に新たにサービス概念の導

入と独自の営業人材開発システムによって、従来のゼネコン一括発注ではな

いプロジェクト型の建設支援サービスと工場の生産設備における施工から

メンテナンスにいたる一貫した総合エンジニアリングサービスを確立した。 

 

事 例② 大東建託株式会社（賃貸住宅メーカー） 

選定理由：建売りが一般的であった賃貸住宅業界において、オーナーの土地活用と経営

リスクに焦点をあてたコンサルティングサービスのシステム化によって、専

門家との連携や保証サービス、一括管理代行などを融合した 35 年一括借上

賃貸経営受託システムを確立し新たな市場を創造している。 

 

事 例③ 京セラコミュニケーションシステム株式会社（情報サービス） 

選定理由：技術志向が強い情報サービス産業において、独自のアメーバ経営システムと

サービスサイエンスの導入によって、データセンター移設サービスと仮想化

インテグレーション、サービスデスク（客先でのシステムサポート）の融合

した IT インフラの再構築ビジネスにおいて新たな市場を創造している。 

 

 

企業選定では、技術志向の強い電気設備工事、賃貸住宅メーカー、情報サービスの 3 つ

の業種の中から一般的な営業事例を研究対象とし、客観性の観点から業界の中で比較的上

位に位置する大手企業を研究対象としている。また、本研究で注目すべきは、知識労働と

しての営業の観点から、価格戦略・技術開発・製品依存型の成功事例ではなく、サービス

という概念に着目し、専門技術とサービスの組合せといったビジネスの融合によって新た

な価値を創造している営業の成功事例を取り上げた。 

ビジネス市場の営業を対象とした理由は、消費財取引に比べて顧客の事業活動との関連

性が強く、営業活動が顧客の企業価値を左右する重要な役割を担っているためである。中

でもインフラ財の営業は、製造業のように 1 回あたりの取引期間が長く、安定した組織間

関係の中で展開される営業とは大きく異なる。インフラ財の営業は、機会主義的な営業形

態ではあるものの商談規模は数千万円から数億円以上と極めて大きい。また顧客の業務や

生産との関連性が強く、営業段階において高度な専門知識と高い課題解決の能力が求めら

れる。これらからインフラ設備の営業が如何にして顧客の価値を創造しているのかに着目

するものである。 
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インタビューでは、主に企業の役員または営業部長、その商談を担当した営業担当者、

また顧客にアプローチし進めた。それぞれに話を聞いた理由として、営業担当者の個人的

主観に偏らないよう、インタビュー対象者自身の意見を客観的に確認するためである。ま

た、研究対象が顧客と企業の“接合点”であり企業において生命線ともいうべき重要なテ

ーマであるため、現場の営業担当者だけでなく総合的な観点から全体を掴むために複数人

にヒアリングを行なった。 

 

 

3．論文構成 

 

「第 1 章 マーケティング理論におけるセールスフォース・マネジメント」 

 マーケティング研究における人的販売論と販売管理論の理論的蓄積を整理し、歴史的な

考察を行う。歴史的考察とは、人的販売論と販売管理論が展開された社会、文化、産業、

技術あるいは教育といった幅広い歴史的な背景からその理論的基礎を明らかにすることを

意味する。さらにコトラーによるセールスフォース・マネジメントの課題整理からセール

スフォースの位置づけ、組織設計と管理について考察を行い意義と課題を明らかにする。 

 

「第 2 章 日本における営業研究の系譜」 

 日本の流通研究者による営業研究を紹介し論点を整理すると共に、高嶋による営業改革

論「営業プロセス・イノベーション」の意義と課題を明らかにする。従来の個人型営業か

ら情報通信技術を活用した組織型営業へのパラダイムシフトについての歴史的背景と有効

性を述べた後、顧客創造の観点から営業のプロフェッショナル性について考察し、営業改

革で提唱された「データベース営業」、「プロセス管理」、「チーム営業」に関する意義と課

題を明らかにする。 

 

「第 3 章 米国におけるセールスマンの創造性研究の展開」 

 近年、米国のセールスマン研究において注目されているセールスマンの創造性に関する

議論を整理する共に、創造性研究の意義と課題を明らかにする。主に社会心理学の視点か

らセールスマンの創造性に関する概念定義、創造的成果とその尺度について考察すると共

に、セールスマンの創造性を如何に発揮させる上で、大きな影響を与えるとされる心の知

能指数（EI）および市場志向（MO）との関係性について考察する。 

 

「第 4 章 営業による顧客創造についてのドラッカー的アプローチ」 

ドラッカーの顧客創造の視点から営業による知識労働の理論的フレームワークを提示

し、「組織による顧客志向の実践」、「イノベーション機会の発見」、「マーケティングによる

顧客創造」について考察を行う。さらにこれ迄概観してきた米国のセールスフォース・マ

ネジメント、日本の営業研究、米国のセールスマンの創造性研究について総括を行い、残

された課題を示し、今後の営業革新の実現に向けた手掛かりを提供する。さらに事例研究
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に向けたリサーチ・クエスチョンとして知識労働者の育成・マネジメントに関する課題設

定を行なう。 

 

「第 5 章 サンテックの営業人材開発システムによる顧客創造」 

 株式会社サンテック（旧山陽電気工事株式会社）における独自の営業人材開発システム

と顧客創造の事例を提供する。1990 年代バブル崩壊によって厳しい業況が続いた建設業界

にあって、従来の官庁依存型、ゼネコン依存による下請け体質から脱却し、自動車部品業

界における環境重視や車両の軽量化という市場の変化に着目し、自動車部品メーカー攻略

に向けた総合設備サービスによる顧客創造戦略の成功事例を取りあげる。 

 

「第 6 章 大東建託のコンサルティングサービスのシステム化による顧客創造」 

 大東建託株式会社におけるコンサルティングサービスのシステム化と土地活用による顧

客創造の事例を提供する。日本の農家における高齢化と後継者不足に着目し、賃貸住宅の

建て売り営業から賃貸事業に関する経営ノウハウという付加価値を付与することで、土地

活用に関するコンサルティング営業への転換と家賃保証制度と一括した修繕管理などによ

る「35 年一括借上賃貸経営受託システム」など顧客の賃貸住宅事業の総合サービスによる

成功事例を取り上げる。 

 

「第 7 章 京セラコミュニケーションシステムのアメーバ経営による顧客創造」 

 京セラグループのアメーバ経営（小集団活動）によるマネジメントと情報システム分野

における顧客創造の事例を提供する。京セラの社内ベンチャーとして設立された京セラコ

ミュニケーションシステム株式会社（元京セラ㈱ 経営情報システム事業部）は市場と顧客

とのギャップ（サーバーの高性能化と、顧客データセンターの経年劣化等）に着目し、デ

ータセンターの移設需要に対してデータセンター移設と仮想化インテグレーション、サー

ビスデスクの融合による顧客創造戦略の成功事例を取りあげる。 

 

「終 章 ビジネス市場における営業改革に向けて」 

 ケースから得た知見として「組織による顧客志向の実践」、「イノベーション機会の発見」、

「マーケティングによる顧客創造」についての論点整理を行うと共に、本研究の目的であ

る知識労働者を育成・マネジメントする仕組みが、データベース営業、プロセス管理、チ

ーム営業を有効活用しながら顧客創造を実現していることを明らかにする。さらに本研究

の到達点への理論的インプリケーションと実践的インプリケーションから示し、今後の課

題を提起し結論とする。尚、図序-3 では論文構成の全体像について示している。 
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図 序－3 論文構成 

 

出所：著者作成.    
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第1章 マーケティング理論におけるセールスフォース・マネジメント 

 

 本章では、米国におけるマーケティング研究における人的販売論と販売管理論の理論的

蓄積を整理し、歴史的な考察を行う。またコトラーによるセールスフォース・マネジメン

トの課題整理からセールスフォースの位置づけ、組織設計と管理について考察を行い意義

と課題を明らかにする。 

 それに加えて、セールスフォース・マネジメントから派生し 1970 年頃から展開されてき

た生産財マーケティング及び関係性マーケティングに関する概要とその課題点について考

察を行なう。これらの諸研究を検討することは、本研究の基礎であり、次章において検討

する現代日本の営業研究の特徴と位置づけを明らかにするために必要であると考えられる。 

 

 

1．人的販売論の成立と限界 

 

1.1 人的販売論の誕生 

 1850 年代、米国で登場し始めたセールスマンは、組織に属さない「巡回商人」の発展形

態として米国全土を巡回し、小売店への売り込みや注文取りに努めた旅商人であった。こ

れらセールスマンは、管理者の目を離れて遠く店外で活動するため、企業としてその管理

の問題が発生したのである1。 

周知の通り企業が製品を販売するという活動において、マーケティング研究では、「人

的販売」と「機構的販売」という 2 つの側面からアプローチされている。「人的販売」とは、

顧客との主たるコミュニケーションを販売員を介して行なう販売行為であり、ここでは商

品の提示と情報提供による説得活動、需要喚起活動が行なわれる。「機構的販売」とは広告

媒体や通信技術、あるいは機械装置などによって顧客とコミュニケーションを図り、販売

を行うことである。したがって、人的販売論は、人的コミュニケーションを中心とする販

売方法についての理論的体系といえる 2。 

 人的販売論成立の基盤は、1800 年代後半、米国における企業の生産力の増大に基づく販

売拡張の要請と、恐慌の激化による販売問題の深刻化にある。最初の世界恐慌は 1857 年に

襲来した。この恐慌は販売への関心を刺激した。その後の鉄道網の普及や西部のゴールド・

ラッシュは、企業の生産力の増大に伴う販売問題、特に販売市場の西部への地域的拡張を

刺激した。1860 年、1868 年の不況を受けながらも産業資本の生産力は急速に増大した。製

造業者は、数的にも規模的にも拡大し、企業合併は生産力を一層増加させた。その結果、

増大した生産物を販売するために次第に高圧販売(high pressure selling)が促進された。特に

1873 年の恐慌は、販売問題に拍車をかけ、急速な販売量の増大は当時の大商人にとっても

死活問題になってきたといわれる。このような生産力の増大に基づく販売拡張の要請と、

恐慌の激化に基づく販売問題の深刻化との矛盾は、当時の製造業者や商業組織にセールス

マンの量的増大と、その質的強化を必然化していったのである 3。 

                                                   
1 Maxwell[1913]p.210. 
2 粟島[2004]p.8. 
3 橋本[1975]p.138. 
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 セールスマンシップ4の研究や著作は既に 1900 年代から 1910 年代に生成した。イスタブ

ルック（P. L. Estabrook）やヒルシャー（D. Hirsher）らによって初期的研究が成された。1910

年代には、マックスウェル（W. Maxwell）やダグラス（A.W. Douglas）、ブリスコ（N. A. Brisco）、

アトキンソン（W. W. Atkinson）らによって人的販売論が成立した5。初期の人的販売論に

払われた関心は、殆どが外回りの販売活動に関するものであったが、1920 年以降、小売店

内部の販売活動に関する思想が現れ始めた。ダグラスは、セールスマンを「商品の販売人」

と規定し、最も初期的概念規定を示した。ダグラスによれば、セールスマンの能力は現場

で得た技術であり科学とは区別されるべきものであるとし、それらは組織によるセールス

マンの管理と指導から成ると論じている6。また当時、顧客に値切られた場合の値切り対抗

策がセールスマンの中心課題であった 7。 

初期において注目されたのは、セールスマンの経験的な勘であり、成功はセールスマン

の主観的な勘によって顧客の心理的法則を巧みに利用することであると考えられた 8。ホイ

ト（C. W. Hoyt）はこれを古い型のセールスマン（old kind of salesman）と表現している9。

つまりセールスマンシップは、性格や生まれながらによる能力によるものであり分析や解

釈の出来るものではない。よって販売活動は経験主義によって指導されるものであり、何

がセールスマンに仕事の成功をもたらすかは語ることが出来ないと考えられた。 

しかし、アトキンソンら経営心理学者によって心理学の知見をセールスマンの販売技術

に導入しようという試みが注目されるようになった。これによってセールスマンシップは、

従来の主観的性格ではなく、客観的性格を持つようになると共に、秘伝の個人的伝授では

なく科学と技術による社会的学習が可能となった 10。これにより 1920 年代以降、セールス

マンシップは教育されうるという、生まれながらの能力に対する対立的確信に基づいて11、

科学的管理法の導入による販売技術の合理化が試みられるようになり、セールスマンの販

売技術そのものも標準化されていった。 

標準化は、第 1 に販売会話の標準化を通じて進められた 12。販売会話（sales talk、selling 

talk）は、従来個々人の経験や勘に頼っていた。いわば「個人の創意と工夫」に依存して

いた。しかし、相手の心理法則に従って、一定の効果をあげるための説得の論理を導き出

し、それを会話の中で客観化し、一般化、標準化することが必要だったのである。これは、

販売会話における無駄の排除（elimination of waste）を意味し、また標準化であると同時に

機械化（mechanization）を意味している。 

                                                   
4 橋本[1983]p.151.橋本は、セールスマンシップとはセールスマンとして要求される知識、技術、精神

的態度のことであると規定している。また「人々を説得する能力（ability）」であるという説や、また

「人々に影響を与える力能（power）または能力」、「販売員の技法（art）」、「消費者の満足を増大する

技術」等の説がある。 
5 橋本[1975]pp.140-141. 
6 Douglas[1919]p.4.ダグラス(A.W.Douglas)は全米商業会議所統計委員会長を務めた実務家である。 
7 橋本[1975]p.141. 
8 橋本[1983]p.84. 
9 Hoyt[1913]p.3. 
10 橋本[1983]p.150. 
11 Bartles[1976]pp.72-73. 
12 販売会話の標準化については、1893 年パターソン（John H. Patterson）がナショナル金銭登録機会社（The 

National Cash Resister Co.）の経営で展開したことが挙げられる。詳細については以下参照。Crowther 

[1923]. 
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次いで、販売標準（standard of sales）即ち販売目標額の設定に応用された。標準の設定

とは、本来「1 日の作業量を設定すること」を示し、生産過程における課業管理（ task 

management）として登場したが、販売活動においても、達成されるべき一定の販売量を設

定することから始められた。 

1930 年代になるとセールスマンの得意先巡回行動を中心に、科学的管理法の動作研究の

方法が導入されることによって合理化することも試みられるようになった 13。このような

標準化と客観化によって、セールスマンの組織的・社会的な訓練の可能性が生じ、販売員

訓練が初めて可能となったのである。 

 

1.2 人的販売論の意義と課題 

人的販売論の貢献は、単なる販売経験だけではセールスマンが如何に行動しまた活動す

べきか理論づけるには不充分とされるなかで、セールスマンの販売作業(sales work)の分析

14としてスクリプト15理論を応用した認知的アプローチが用いられたことにある。スクリプ

トを研究することで、知識表象という間接的なかたちではあるが、販売員行動を記述し、

分析の俎上にのせることが可能となったのである16。 

このことは、販売員教育やマネジメントに関して、より精度の高い明確な目標を販売員

に与えることを意味しており、販売員の役割行動の研究や間接管理問題の解決という点で

高く評価される。今日において、特に小売業の販売員研修や実際の管理の多くは、こうし

た人的販売論を基礎としたものである。初歩的レベルの販売員の教育やその管理法 17とし

て、人的販売論の果たした役割は大きかったといえる。また、管理の主体的方向づけが成

されたことによって、販売という職業に対して社会的意義を明確にした功績も大きい 18。

さらに、企業における販売員の執行的作業の技法の問題からその作業を指揮監督し訓練す

る管理技術へと発展する糸口となったのである。 

 人的販売論の発展過程における特徴は、独立型セールスマンから従属型セールスマンへ

の変化がみられる。独立型セールスマンとは、セールスマンの帰属する本部から、経済的

にも販売技術的にも相対的独立性のあるセールスマンを意味する 19。例えば米国のセール

スマンの原型とされる巡回商人としてのペドラー（peddler）やドラマー（drummer）、地方

                                                   
13 橋本[1983]pp.84-92. 
14 セールスマンの販売作業は、「セールスマンシップ」として把握され、販売管理論の発展より少し早

く、あるいは販売管理論と並行して発展してきた。しかし、橋本によると販売作業は工場の生産現場

における生産作業とはかなり違った性格を持っているため、動作研究や時間研究のような科学的管理

法の適用が充分に効果を発揮したか否かについて問題が残ると指摘している。 
15 スクリプトとは、特定の状況でどのような行動が相応しいか、特定の行動をどのような順番で行なえ

ばよいか、といったことに関する知識である。営業においていえば、商談の際に何をどのような順番

で行なえばよいかということに関する知識といえる。 
16 細井[1995]p.228. 
17 細井によれば、営業のトレーニングの目的は、経験の浅い営業人に比較的短時間で、より経験を積ん

だ有能な営業人の技術を教えることにある。しかし、直接的な経験を通じた学習、例えば OJT(On the Job 

Training)は時間や資源、経験出来る販売状況などの点で限定されたものとなりがちである。したがっ

て、直接的な経験による学習に頼っていては、営業人は不完全でバイアスのかかった経験しか積むこ

とが出来ない可能性がある。このような直接経験の限定的な性格を克服しうるという点に、トレーニ

ングの利点があると指摘する。 
18 粟島[2004]p.14. 
19 橋本[1983]p.152. 
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巡回セールスマン（ travelling salesman または commercial traveler）などである20。彼らの

販売技術は、自分自身のために自身で創意工夫しそれによって獲得した顧客は自分の顧客

としていた。彼らは自ら大いに工夫し甘言するので「ほら吹き族」と呼ばれていた。 

しかし企業の関心が生産過程のみならず流通過程における販売の合理化へと移るにつ

れ従属型セールスマンが登場し始めた。従属型セールスマンは新しい型のセールスマンで

あり、経済的には本部の全面援助を受け、販売技術は、本部によって統一・標準化された

ものを画一的に教育指導されていた。よって彼らが獲得した顧客は彼らの顧客ではなく企

業の顧客であった。要するに彼らは完全に企業の一部として活動していたのである 21。 

 このように「古い型のセールスマン」が「新しい型のセールスマン」へと移行するにつ

れて、セールスマンを監督する必要性が増大した 22。しかしながら人的販売論は、管理の

問題ではなく、企業に管理される販売労働者が如何に販売するのかという作業技術の問題

であった。したがって、増大したセールスマン達を如何にマネジメントすべきかという管

理技術としての企業要請に応えるものとは言いがたい。つまり、独立型セールスマンから

従属型セールスマンに変化したにも関わらず、企業が主体的あるいはセールスマンに対す

る組織的なマネジメントを発揮する理論的枠組みを充分に提供していないといえる。また、

人的販売論は売り手中心主義によるセリングのための顧客理解に傾注し、長期的な顧客と

のコミュニケーションの重要性を指摘するには至っていない。したがって、より複雑で高

度な顧客欲求やセールスマンに対するモチベーションに対して、充分な成果を期待できな

いのものであった23。 

 

 

2．販売管理論の展開 

 

2.1 販売管理論の誕生 

販売管理論は、人的販売論の発展を追うようなかたちで 1910 年代から登場し始め、1920

年代になって人的販売論と分離独立して本格的な展開をみせ始めた24。企業は、資本主義

の発展に伴う商品の価値実現の困難化により、販売員を単なる価値実現の事務担当者即ち

注文取り(order taker)から販売の積極的推進者(promoter)に転換するために管理を必要と

した25。 

従来の人的販売論の焦点は、心理学を導入した第 1 線の販売員の販売技術（販売会話を

中心に）と業務執行にあった。販売管理は、流通過程における販売作業の合理化を目的と

し、販売員の業務執行を監督指導する販売員管理として登場し始めた26。つまり、販売管

理への発展は、執行的なもの(operative)から管理的なもの(administrative)への発展でもあ

                                                   
20 小原[1991]p.163.ペドラー、ドラマーらの史的展開過程・役割等については Johnson[1957]参照 . 
21 橋本[1975]p.152. 
22 Bartles[1976]pp.80-82. 
23 粟島[2004]p.10. 
24 橋本[1983]p.51. 
25 橋本[1975]参照. 
26 Show[1915]pp.41-63. 
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った27。自主独立型セールスマンによる企業従属型セールスマンへの発展過程において、

セールスマン管理が必要とされるようになった背景にはセールスマン特有の条件がある。

第 1 に、販売労働者の性格の問題がある。セールスマンの労働とは、生産過程で労働する

賃労働者と違って、作業が経営作業場の外にあるため、企業の指揮監督が不充分であるこ

と、同じ理由から時間的に監督が不充分であるという問題が生じる。 

第 2 に、セールスマンの販売方法、販売技術の問題がある。それは、生産技術を中心と

する労働者と違って、機械に依存することなく、極めて自由で複雑であるという特徴を持

つ。通常、生産過程では機械化が進むと肉体労働者の労働は次第に単純化してくる。しか

し、流通過程では市場競争の激化の中で販売の労働は次第に複雑化してくるのである。し

たがって、販売賃労働者独自の売り込むための技術教育と訓練が必要になってくる。 

また、かつての独立型セールスマンは、相手を押し負かしたり(outtalk)、こわい顔をし

て脅しつけたり(blowbeat)、値段を「負けろ」、「負からぬ」と言い争ったり(haggling 

overprice)して、顧客の信頼を失っていた。近代的セールスマンには、このような不信感を

取り除き、合理的な販売技術を確立することが問題となってきたのである。さらに 10 年毎

に周期的に襲ってくる不況は、かつての高圧販売(pressure selling)に打撃と反省を与えた。

不況を契機とする市場問題の激化は、販売会話、販売方法、販売補助用具を中心とするセ

ールスマン教育の必要を意識させていったのである。 

第 3 に、販売員の勤労意欲と定着率の問題がある。独立型セールスマンは「口八丁の才

能」さえあれば、経験も資本も必要としなかったので、富とチャンスに憧れた農民は好ん

でペドラーになった。そして利己心に基づいて勤勉に、時には危険を冒して迄働いた。し

かし、近代的従属型セールスマンにはこのような勤労意欲は失われがちになった。販売員

が売上高をあげると、かつては全て自分の収入になったが、専門セールスマン 28になると

多くは歩合給なので、全てが自分の収入になるわけではなかった。一時的に、大きな売上

げをあげても、長期的に高水準の販売成績を維持することは難しかった。したがって、大

抵のセールスマンは簡単に脱落して、他の職業へと転職していった。セールスマンの定着

は当時から極めて低かったのである。このような企業にとってのセールスマン不足が、次

第にセールスマンの募集や選考の問題を提起していったのである 29。 

1910 年代前半迄は、セールスマンシップと販売管理が同一著作において並行的に論じら

れていた時期でもあった。換言すれば、セールスマンシップ論の胎内において販売管理論

が胎生されてきた時代であった 30。販売管理論成立において代表的なものが 1913 年、ホイ

ト(C. W. Hoyt)によるセールスマネジャー(sales manager)31の任務をはじめとした管理者論

の展開である。ホイトの特徴は、テイラー(Frederick W. Taylor)の科学的管理法を販売管理

                                                   
27 橋本[1975]p.227. 
28 専門セールスマンとは、新製品や需要開拓の必要性の高い商品を中心に単なる注文取りとしての価値

実現の事務的担当者ではなく、製造業者の価値実現の積極的推進者として存在する。製造業者から手

数料または歩合をもらっては、直接消費者への個別訪問販売を行なう。専門セールスマンが、製造業

者のセールスマンとして登場したという問題については、Maxwell、Frederick 等多数の学者によって

も指摘されている。 
29 橋本[1983]pp.79-81. 
30 橋本[1975]p.228. 
31 アメリカ・マーケティング協会(A.M.A.)の定義によるとセールスマネジャーとは、「販売員の諸活動

を計画し、指揮し、統制する執行者」である。 
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論に適用しようと試みたことである。ホイトはセールスマンの動作（販売会話）の標準化

と機能主義の導入を行なうと共に、セールスマネジャーのセールスマンと会社の接点とし

ての任務を明確にした。セールスマネジャーは会議の開催、コンテストによるセールスマ

ンの格付け、及びセールスマンの採用、選考、監督を行なうべきであると考えた 32。 

この 1910 年代からの科学的管理法導入期の研究の特徴は何であったか。ショー(A. W. 

Shaw)の意図した目的は、流通活動における「無駄の排除」であり、それによる能率向上

であった。ホイトは科学的管理法(scientific sales management)を使うことによって、全ての

製造業者の適切な販売費(cost-to-sell)比率の低下と、仕事量の増大を目的としていた 33。ウ

ォーカー(A. W. Walker)も、能率向上の目的はセールスマン 1人あたりの販売コスト(cost of 

selling)の減少と、売上高の向上であると論じている 34。 

販売管理論における管理主体は、セールスマネジャーであり、当初はセールスについて

の相談役またはセールス・カウンセラー(sales counselor)の性格が強かったが、市場競争が

激化すると販売技術の問題が真剣に議論されるようになってきた 35。1920 年代には、ヘス

(Herbert W. Hess)36やラッセル(F. A. Russell)37によってセールスマンの募集、選考、訓練、

統制、販売割当、販売会話のテクニックなどの技法が活発に議論されている。また販売活

動が広範なマーケティング活動の構成部門として認識されるようになったことで、販売管

理もまた広範な繋がりを得た点は注目すべきである。 

フレデリック(J. George Frederick)は、従来のセールスマン管理の主要問題のみならず、

販売管理論の問題領域を拡大し、企業的マーケティング論 38の重要な論点を提示したので

ある。フレデリックは、セールスマネジャーを全体的なマーケティング活動との関連にお

いて、そのトップの地位にあるものとして捉え、市場に対する製品計画、製品の差別化（標

準化と多角化）、マーケティング方針（生産と販売の同調）、価格決定、テスト・マーケテ

ィングの必要性など、後のマーケティング・マネジメントについての先駆者ともいえる理

論を提示した39。 

 このように販売管理は、次第に概念の外延が拡大してくる。その拡大過程において登場

してくる概念が「セールス・アドミニストレーション(sales administration)」である。セー

ルス・アドミニストレーションとは、「セールスフォースの仕事を直接的に取り扱う活動だ

けでなく、製品計画、市場調査、流通方法の計画、販売促進、広告及び販売統制のような

アドミニストレティブな活動を直接に取扱う活動を含む」 40ものとされた。したがって、

セールスマネジャーの役割は、従来の「販売員、販売部門または販売の管理」という狭義

の販売管理から、最高経営者と共に製品の種類・品質、促進と商標管理、価格設定、マー

                                                   
32 ホイトによるテイラーの科学的管理法の適用については、Bartels[1976]p.121、橋本[1975]p.228 等に

よっても指摘されている。A.W. Shaw をはじめ若干のマーケティング論学者は科学的管理法をマーケ

ティングに適応することを試みた。 
33 Hoyt[1913]p.24. 
34 Walker[1913]p.399. 
35 橋本[1983]p.106. 
36 Hess[1923]参照. 
37 Russell[1922]参照. 
38 橋本[1975]参照. 
39 Frederick[1919]参照. 
40 Johnson[1957]p.30. 
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ケティング経路及びマーケティング・ミックスの一般的調整に関する政策の体系化に参加

した概念へと次第に拡大し、計画、統制というマネジメント・サイクルの側面が重視され

るようになった41。 

 

2.2 販売管理論の意義と課題 

販売管理の概念は、20 世紀に発展したものであり、セールスマンシップの概念拡大に続

き、またそれに並行するものであった。中でも顕著なのがセールスマネジャーの責任であ

り、マーケティング知識の増加によって販売管理は単なるセールス管理以上のものを含む

ものと認識されるようになった。 

当初セールスマネジャーは、職長あるいは現場監督の地位に類するものと考えられてい

た。しかし、次第に販売促進の指揮者、さらには流通マネジャーとして捉えられるように

なった。そして最終的には、最高経営管理者の 1 人として認識されるまでになった 42。 

こうしたセールスマネジャーに対する認識の変化に伴い、その責任もまた「人的販売だ

けではなく、広告と全体的な販売促進的業務の発展に対する責任」へ、さらに「販売促進

だけでなく、経路・価格・市場政策などの決定に対する責任」へ、最終的に「全体的な企

業運営における流通機能と諸機能の調整。主要な機能諸部門のために市場動向を発信する

責任」へと拡大していった。 

企業の販売管理活動とは、買い手市場、需要と供給の多様化、市場不透明性及び寡占的

供給構造という特質をもつ現代市場のなかで、企業に充分な利潤を保証するような販売を

容易にするための活動であった。20 世紀初頭以来、企業の生産能力が急速に増大したのに

対し、需要は生産力の増大ほど拡大せず、供給過剰という事態に直面し、企業はやむを得

ず販売力の増強を余儀なくされた。販売管理活動の展開は、企業の利潤獲得という動機に

基づいて行なわれ、生産と消費の懸隔に架橋するという機能の強調は、そのような企業行

動の社会経済的な反映であったといえる。よって販売管理論はこうした企業の販売管理活

動を科学的に研究しようとするものであり、利潤を追求する企業（売り手）の立場に立っ

た経営的研究であったといえる 43。 

 

 

3．コトラーによるセールスフォース・マネジメントの体系 

 

3.1 マーケティング・コンセプトの発展 

1936 年に販売中心のマーケティングから消費者の視点と製品開発を中心としたマーケ

ティングへと変化する必要性を提唱したのは、ベン・ナッシュ（Ben Nash）であった。彼

は、販売開始の前に消費者のより良い生活に適合する製品を開発する必要があると述べ、

この見方を新しい視点（ the new point of view）であるとし今後の方向を予見した。そして、

広告やマーケティング担当者は、販売計画に先立って、より一層、製品開発を考慮すべき

であると述べている。しかし、このマーケティングの新しい視点は、第 2 次世界大戦後に

                                                   
41 Bartles[1976]pp.84-86. 
42 Bartles[1976]pp.86-88. 
43 坂部[1975]pp.27-29. 
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なってようやく注目されてくるのである 44。 

1940～1950 年頃には、販売を中心とした初期マーケティング・アプローチに対する反省

や第 2 次世界大戦後の市場環境の変化などから、1950 年代になると個別企業的・経営管理

者的な視点の新しいマーケティングが求められるようになった。即ちマクロ視点ではない、

ミクロ視点のマーケティングであり、販売や流通のマーケティングではなく、製品計画や

顧客市場を含むマーケティングである。これは明らかにマーケティングが、生産が終わっ

た時点から始まるのではなく、生産が開始される前に始まっているのである。かつてのマ

ーケティングは生産されたものを販売するものであったのが、生産が開始する前に始まり、

生産過程を指示し販売活動を統合するマーケティングとなった。このように販売がマーケ

ティングの一領域として扱われるようになり、またマーケティングは顧客志向、市場調査、

製品等の新しい要素を新しい視点から組み込んだだけではなく企業経営に関わる他の機能

領域（生産、財務等）と統合され、企業全体を導くものとなっていったのである45。 

また 1950 年代に入ると、米国企業において、企業経営の理念としてマーケティング・

コンセプト(the marketing Concept)が登場し、多数の企業に定着するようになった46。1952

年に G.E.社長のコーディナー(Ralph J. Cordiner)が年次報告においてマーケティング・コン

セプトの重要性について述べたことが多くの企業への影響を与えることとなった 47。その

なかでマーケティング・サービス部門は、生産サイクルの終わりよりも、むしろ最初にお

くべきと指摘し、マーケティングは研究、調査を通じて、技術者、デザイナー、生産部門

の人に対して、消費者は製品に対して何を望み、どの価格であるならば喜んで支払うのか、

製品は、いつ、何処で求められるのかを決める。またマーケティングは製品の流通とサー

ビスと同様、製品計画、生産計画、在庫統制に関しても権威を持つものとして提言されて

いる48。 

ケイスは、これを「マーケティング革命」と呼び、従来の生産されたものを販売するマ

ーケティングから、生産が開始する前に始まり、生産過程を指示し販売活動を統合するマ

ーケティングとなったと論じている 49。コトラーによれば、マーケティング・コンセプト

によってビジネスは製品志向の「市場に出して売る」方針から、顧客志向の「感じ取って

応じる」方針に移行したと論じている。自社の製品に相応しい顧客を見つけるのではなく、

自社の顧客に相応しい製品を見付けるのが仕事であるという。マーケティング・コンセプ

トとは、選択した標的市場に対して競合他社よりも効果的に顧客価値を生み出し、供給し、

コミュニケーションすることが企業目標を達成するための鍵となるという考え方であると

論じている50。 

 このようにマーケティング・コンセプトの登場によって、豊かさを背景としながら顧客

ニーズを適切に捉え、それに対して適切なマーケティング・ミックスを行なう統合型マー

ケティングが主流となった。時代を経て、2000 年代に入るとマーケティングは情報化を背

                                                   
44 佐藤[1988]pp.37-38. 
45 佐藤[1988]pp.39-41. 
46 猿渡[1999]p.22. 
47 King[1965]p.78. 
48 Nickels[1978]p.51. 
49 Keith[1960]pp.35-38. 
50 Kotler,Keller[2012]p.16. 
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景としてより広い概念として捉えられる様になり、組織を取り巻く様々な市場環境要因に

対して企業は非常に高い関心をもつ様になった。企業や顧客、事業パートナーが相互に作

用し合い、ダイナミックで包括的な概念へと発展した。価値の創造を目的とし主要な利害

関係者（ステークホルダー）間で長期的で Win-Win の関係構築を目指す「ホリスティック・

マーケティング・コンセプト」が登場した。ホリスティック・マーケティングは、リレー

ションシップ・マーケティング、統合型マーケティング、インターナル・マーケティング、

社会的責任マーケティングという 4 つの要素から構成され、企業全体のマーケティングの

プログラム、プロセス、活動それぞれの幅と総合依存性を認識した上で、マーケティング

のプログラム、プロセス、活動を開発、設計し実行することを目的としている 51。 

 

3.2 統合型マーケティング・コミュニケーションと人的販売の位置づけ 

統合型マーケティング戦略の一環として、マーケティング・コミュニケーションの領域

で統合型マーケティング・コミュニケーション（IMC）という考え方が 1990 年代から米国

で広がった。IMC は、広告だけではなく、販売促進、DM、インターネット等のメディア

戦略、さらに店舗や販売スタッフ等を含め、統合した価値観やメッセージを伝えてブラン

ド・エクイティを構築してゆく。 

表 1-1 は、統合型マーケティングで重要な要素となる 4 つの P と 4 つの C について示し

ている。コトラー、ケラーによれば、マッカーシーがマーケティング・ツールを売り手側

からみた製品（product）、価格（price）、流通（place）、プロモーション（promotion）の 4

つの P に分類したのに対し、ロバート・ラウターボーンは買い手の側に立った顧客ベネフ

ィットの 4 つの C に対応すると示唆している 52。この内、人的販売はプロモーション

(promotion)の中のコミュニケーション・ミックスの 1 つとして位置づけられ、広告、販売

促進、イベントと経験、パブリック・リレーション、ダイレクト・マーケティングと同等

なものとして人的販売が存在している（図 1-1 参照）。企業はこれらの様々なコミュニケー

ション・ミックスを活用し流通チャネルや標的顧客に到達する。マーケティング・コミュ

ニケーションの役割とは、企業が自社の販売する製品やブランドについて消費者に（直接

ないし間接的に）情報を発信し、説得し、想起させようとする手段であり、人的販売につ

いては見込み客との接触であり、プレゼンテーション、質問への返答、注文獲得を目的と

しており、主なコミュニケーション手段としては、実演販売、即売会、インセンティブ・

プログラム、サンプル、見本市、トレードショーとなる 53。 また、マーケティングでは

販売員（セールスレップ）について仕事内容に応じて 6 つ（デリバリー、オーダーテイカ

ー、ミッショナリー、専門家、需要喚起者、問題解決者）に分類している。 

 

 

 

 

 

                                                   
51 Kotler,Keller[2012]p.16-18. 
52 Kotler,Keller[2012]p.19-20. 
53 Kotler,Keller[2012]pp.537-538. 
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表 1-1 4 つの P と 4 つの C 

 
出所：Kotler,Keller[2012]p.20. 

 

図 1-1 コミュニケーション・ミックス 

 

出所：Kotler,Keller[2012]p.19. 

 

 

3.3 セールスフォースの組織設計と管理 

3.3.1 セールスフォースの組織設計 

マーケティング論における人的販売に関する議論は、主に「セールスフォースの組織設

計」及び「セールスフォースの管理」が中心的問題とされている。まずセールスフォース

の組織設計についてであるが、図 1-2 のように「セールスフォースの目的」を定めること

が始められる54。図 1-2 は、セールスフォースの組織設計におけるプロセスを示している。 

 セールスフォースの戦略と組織では、製品単位の販売部門にするか、それともターゲッ

トとするエリア別、業種別、規模別の販売部門にするか等様々なタイプの中から戦略に沿

ったかたちの部門を設定し、目標とすべき顧客数が決まったらワークロード・アプローチ

（顧客規模、訪問頻度、販売員数等の決定）を用いてセールスフォースの規模を設定する55。 

 セールスフォースの報酬については、コトラーは優秀な販売員を引き付けるには、企業

が魅力的な報酬体系を備えなくてはならないと論じる。決定すべきは「固定額」、「変動額」、

「経費」、「給与外手当」の 4 要素である。完全給与制は販売員に安定した収入をもたらす。

販売員は販売活動以外の業務にも積極的となり、無理な顧客開拓はしなくなる。企業側か

らすれば管理が簡略化され、退職者も減少する。一方完全コミッション制は優秀な販売員

                                                   
54 Friedman,Furey[1999]p.24. 
55 Kotler,Keller[2012]pp.618-619. 
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を引き付け、士気を高め、監督の必要性も少ない上、販売コストをコントロールすること

が出来る。完全コミッション制のマイナス面は、リレーションシップ構築よりも売上げ獲

得に比重を置かれがちになることである56。 

 

図 1-2 セールスフォースの組織設計 

 

出所：Kotler,Keller[2012]p.616. 

 

3.3.2 セールスフォースの管理 

セールスフォースの管理では、販売員の募集と選定、トレーニング、監督、動機づけ、

評価について議論されている。図 1-3 ではセールスフォースの管理のプロセスを示してい

る。優秀な販売員の特性に関する研究では、これまで様々な研究がなされてきたが、売上

実績と経歴、経験の変数、現在の状況、ライフスタイル、態度、性格、スキルとの間に殆

ど関連性がみられなかった。なかでも効果が高かったのが複合テストによるものと、これ

から働くことになる環境をシュミレーションした状況のなかで候補者を評価するアセスメ

ント・センターであった57。 

トレーニングでは、従来の講義形式から e ラーニングに切り替えるなどして効率化とコ

スト削減を実現している58。また生産性については、如何に効率化を図るかが大きな焦点

とされ、見込み客訪問の基準や販売時間の効率的な利用について議論されている。なかで

もパソコンなどの情報通信技術の発達により販売員は市場や顧客に関する多くの情報を獲

得出来るようになっただけではなく、インターネット販売の普及により顧客とのリレーシ

ョンシップや販売にかかる人的リソースの削減や時間の有効活用が可能になった 59。動機

づけで有効なのは報酬の増大と昇進の機会、そして人間的成長への欲求が満たされること

であり、逆に他人からの賛辞や安定性にはあまり効果がないとされている。また割当によ

って販売員が商談の獲得ばかりに走り、顧客へのサービスを疎かにする結果を生むという

マイナス面がある。短期的には成果があがっても長い目で見た顧客満足が犠牲になる 60。 

販売員の評価で最も重要な情報源は販売報告である。他には個人的な観察、販売員自身

による報告、顧客からの手紙や苦情、顧客調査、他の販売員との会話などからも情報が得

られる。販売報告は将来的な「活動計画」と「完了した活動の記録」とに分けられる。活

動計画の良い例は、販売員が 1 週間から 1 ヶ月前に提出する作業計画、また年間の地域マ

ーケティング計画を立案させ、そのなかで新規顧客の開拓計画や既存顧客からの売上拡大

                                                   
56 Kotler,Keller[2012]pp.619-620. 
57 Albers[2002]pp.248-266. 
58 Kotler,Keller[2012]pp.620-621. 
59 Kotler,Keller[2012]pp.621-622. 
60 Kotler,Keller[2012]pp.623-624. 
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計画の概要を書かせるなどする場合もある。こうした報告書からセールスマネジャーは、

販売成果を評価するための重要な指標を抽出し、現在と過去の業績の比較を行なうのであ

る。また評価は、売上げだけではなく顧客からの評価であったり、自社、製品、顧客、競

合他社、地域、職務などに関する販売員の知識や、一般マナー、身なり、話し方、性格と

いった個人的特性も評価対象となる 61。 

 

図 1-3 セールスフォースの管理 

 

出所：Kotler,Keller[2012]p.620. 

 

 

3.4 セールスフォース・マネジメントの意義と課題 

マーケティングの登場によってセールスフォース・マネジメントの議論は、従来の販売

員管理を中心とした議論から企業全体におけるセールスフォースの戦略や組織のあり方に

まで拡張し議論されるようになった。また、従来販売管理論で展開されてきた個々の販売

員をどう管理してゆくのかという問題は、より経営的な問題として企業の販売戦略をどう

考え、そのために広告や販売促進、人的販売などの様々なリソースを如何に効率よく配分

し投入するかということが中心的問題となっていった。 

従来の販売管理論では、既に出来上がったものをどれだけ多く売るかが重視されてきた

ため、それが如何に顧客の役に立つのか、顧客満足にどのように貢献するのかといった志

向は薄く、販売活動は企業活動と分離独立した存在とされてきた。しかしマーケティング

の登場によって企業活動が「売り手志向」から「買い手志向」に転換したことにより顧客

ニーズを起点とした活動のなかで「価値の伝達役」として明確な役割を持つこととなった。 

米国のセールスフォース・マネジメントは、自らの領域を販売部門の管理に規定し、如

何に効率よく「商品を売る」かに専心してしまった。レビットは、こうした点を捉えてセ

リングは単に「商品を売る」という機能であり、顧客創造という視点を欠いていることを

厳しく批判した62。 

だが、現実には販売部門及びそこにおける販売員は「商品を売る」のみではなく、それ

に付随して顧客との相互コミュニケーションや組織内の部門間連携、組織間連携において

重要な役割を果たしている。ここにおいて、セールスフォース・マネジメントは本来、顧

客との関係性やビジネス全体を広い視点から捉え、顧客を起点とした活動や専門職として

の営業のあり方を論じるべきところを怠っていたという点で、課題を抱えていたといえる。 

また 1920 年以降、広告の出現によって「人的販売」の時代から「機構的販売」の時代

                                                   
61 Kotler,Keller[2012]pp.624-625. 
62 Levitt[1960]pp.45-56. 
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への移行が加速したことにより、従来の人的販売のみを研究対象とした販売管理論は、人

的販売以外の広告をはじめとした狭義の販売促進、さらにはチャネル、製品をも含めたマ

ーケティング政策へと重点と移し、後にセールスマンシップの衰退を招いた 63。 

 

 

4．生産財マーケティングと関係性マーケティングの展開 

 

4.1 生産財マーケティングと組織購買行動論 

1970 年代以前の生産財マーケティングは、主に消費財マーケティングを基にしながら、

生産財に特有な視点、例えば提供する財の特性や、マーケティング活動の対象となる顧客

の組織購買行動を考慮して消費財マーケティングを修正するというアプローチが主流であ

った64。 

生産財は、企業を含む組織購買者が、製造あるいは再販売という用途のために用いる財

を指す。表 1-2 では、主な生産財の分類について示している。このうち製品を再販売する

ことを目的として流通業者が扱う財を除き、主として企業の生産活動のために用いられる

財は生産財と呼ばれる。生産財については、企業が直接生産活動に用いる財、例えば資材

や部品、生産活動自体を構成する財、機械類などの資本財、さらに生産活動を維持するの

に用いられる財、つまり業務用品に分けることが出来る。本研究では全ての産業財を生産

財と総称し、特定の用途に沿って購買され、顧客企業の一連の生産活動に組み込まれてい

るものを指す65。 

その生産財取引の特徴は、顧客の事業によって組織購買行動が異なってくる点にあり、

主に「合目的性」、「継続性」、「相互依存性」、「組織性」の 4 つが挙げられる66。「合目的性」

とは企業や組織の生産目的や業務目的のために購買されるため、特定の目的に規定される

特徴がる。また「継続性」とは買い手の探索コストの削減であり、長期的な視点で投資を

安心して行えるなどの経済メリットから、過去に取引経験のある企業が取引相手として選

ばれ易いという特徴がある。また「相互依存性」とは製品の開発、生産、サービス活動な

どが、売り手企業の単独の意思決定によって決まるのではなく、顧客企業がこうした活動

の意思決定に関与するという特徴をもつ。「組織性」とは購買局面と販売局面の 2 つの組織

性がある。購買局面では、生産財の購買が個人の意思決定ではなく、組織における共同意

思決定として行われ、販売局面では、営業担当者のみが販売活動を行なうのではなく、開

発部門や生産部門、顧客サービス部門などの担当者が協力して、組織的に顧客企業にアプ

ローチするという特徴をもつ 67。 

また生産財取引と消費財取引との違いは基本的なプロセスにある。消費財取引では、売

り手が①不特定多数の消費者市場を分析し、②製品開発を行ない、③価格・流通チャネル

の設定、広告や販促活動を行なう。これらの各ステップは、通常、異なる職能部門や職能

                                                   
63 橋本[1983]p.123. 
64 ハット、スペイ、笠原訳[2004]訳者解説. 
65 南[2006]p.66. 
66 高嶋、南[2006]pp.5-9. 
67 高嶋、南[2006]pp.5-9. 
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担当者が別々の時期に行なっており、しかも相互に情報共有の重要性は認識されていても、

それぞれが専門的に作業を進めることが優先される。これに対して、生産財取引では顧客

の需要分析、製品開発、販売・販促活動という一連のプロセスがあり、それを中心として

遂行する担当部門もあるものの、それらが異なる担当者による別々の時期に行なわれるプ

ロセスにはなりにくい。例えば、営業担当者と開発担当者とが顧客企業において、販売す

るカスタマイズ品の仕様について打ち合わせを行なう場合、それは製品開発のプロセスを

行なっていることになるが、そのときの顧客企業との情報のやり取りは、顧客の需要情報

を収集し、分析していると同時に、顧客に販売するための営業活動にもなっているのであ

る。こうした様々なプロセスを包摂して、しかも、それを複数の職能部門担当者が協力し

て行なうところに生産財取引の特徴がある 68。 

 

表 1-2 生産財の分類 

 

出所：チェザレ[2000]p.113.   

 

 

 近年では、生産財取引においてサービスが差別化の鍵として注目されている。図 1-4 は

生産財取引における発展パターンを示している。市場が飽和状態になるにつれて顧客ニー

ズの焦点は製品に付帯するサービス、つまり販売後の定期点検や修理などのアフター・サ

ービスや、技術指導や情報提供などを中心としたコンサルティング・サービス、次の更新

販売に繋がるプレ・サービスまで、顧客満足度を維持し、高めることを目的としたカスタ

マー・サービスに対する関心が急速な勢いで高まっている。よって、企業活動は単に技術

や製品を提供することから、その先にあるサービスやソフトを提供することに広がってい

                                                   
68 高嶋、南[2006]pp.10-12. 
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る。なかでもコモディティ化など製品の差別化が難しい業界であればあるほど、サービス

を如何に差別化するかが勝敗を分けるようになるのである69。 

 

図 1-4 生産財取引における発展パターン 

 

出所：チェザレ[2000]p.113.   

 

 

4.2 関係性マーケティングと相互作用モデル 

生産財マーケティングの文脈で関係性マーケティングの概念が説明されたのは 1985 年

に Jackson が最初であると言われている 70。関係性マーケティングは、売り手と買い手と

の関係性だけでなく、取引を開始し維持するために主要な関係者（顧客、供給業者、流通

業者、その他のマーケティング・パートナー）と相互に満足のいく長期的な関係を築くこ

とを目的とし、マーケティング・ネットワークという企業独自の資産を構築することを目

指している。マーケティング・ネットワークは企業とそれを支えるステークホルダー（顧

客、従業員、供給業者、流通業者、小売業者、広告企業、大学の研究者、その他）で構成

されている。企業は、ステークホルダーとの間に相互に利益のあるビジネス関係を築くと

同時に、より優れたネットワークを築きあげた企業が勝者となることが出来るのである71。 

企業間関係や顧客との関係性に関する研究では、Arndt(1979)から始まり Anderson およ

び Weitz(1989)、Heide および John(1990)、Morgan および Hunt(1994)、IMP（Industrial 

Marketing and Purchasing）グループ、日本では嶋口(1994、1997)、関根(1996)、和田(1998)、

余田(2000)、久保田(2003)等によって研究されてきた72。 

 関係性マーケティングの基本的な特徴は、企業間の「長期的視点」と「機能横断的視点」

の 2 つがある。長期的視点とは、顧客との取引関係が長期的に維持されている状態を重視

するものであり、長期的な関係のものでは、売り手と買い手は、それまでの取引の経験や

                                                   
69 チェザレ[2000]p.168. 
70 Ramkumar,Saravanan[2007]参照. 
71 Anderson,Hakansson,Johanson[1994]pp.1-15. 
72 ハット、スペイ、笠原訳[2004]訳者解説. 
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実績を考慮すると共に、将来の取引への期待や予測を考慮して、現在の取引関係について

の意思決定をすることになる。もう 1 つが企業の様々な部門が色々なかたちで結びつく機

能横断的な結合という局面である。これは、単一の製品取引を越えて企業間の継続的な関

係のなかで複数の製品が継起的、あるいは同時に取引されたり、製品だけでなくアフター・

サービスなどのサービスの取引が付随するという状況も考えられる 73。 

なかでも売り手と買い手との 2 者関係を含む市場を 1 つのネットワークとして捉えよう

とするネットワーク・アプローチ 74においては IMP グループの果たした貢献が顕著である 75。

IMP の相互作用モデルは、企業間の取引における相互作用をエピソード（episodes）と関係

（relationship）の 2 次元で捉えている。エピソードとは個別の製品の販売・購買で完結す

る交換関係であり、それは①製品・サービスの交換、②情報交換、③貨幣交換、④社会的

交換の４つの要素から成る。関係とは、エピソードの反復によって形成され、交換のない

場合でも長期的に維持される相互作用様式であり、その性格は関係の精度か、接触様式、

適応化の三変数で捉えられる。このようにエピソードに含まれる 4 要素の継続的で包括的

な取引関係が交換の反復を通じて関係の性格が形成されるが、この形成過程には売り手、

買い手の双方の性格や環境などの要因が影響してくる 76。 

 また、高嶋はフォードらによる生産財市場におけるマーケティング行動による情報収集

パターンについて、限られた資源という制約のなかで、全ての関係性を強化することは出

来ず、関係構築に向けた資源配分の最適なデザインの問題が残されていると指摘している。

関係性マーケティング論は、顧客との長期的な対話をベースとするために、顧客のニーズ

に対応した企業行動を想定としたマーケティング論といえる。よって特定顧客との相互作

用が存在することが最初から想定されており、需要情報は顧客から直接的に、しかも頻繁

に収集されることになる。その場合、事前に市場情報を収集・分析・推測した上で計画を

立てて実施するプロセスではなく、営業担当者が中心となって顧客との対話を通じ行動を

逐次的に修正するプロセスが展開されることとなる。しかし関係性マーケティングでは、

個々の関係性ではなく、多数の顧客との関係性を全体として評価したり、多数の関係性に

よる競争力を比較したりする枠組みについて構築されていないと論じている77。 

 

 

おわりに 

 

これ迄米国における人的販売論、販売管理論、マーケティング論によるセールスフォー

ス・マネジメントへの発展の流れをみてきた。人的販売論では、販売員が如何に顧客に商

品を売るための話術や販売テクニック等が研究され、従来生まれつきの才能としてみられ

てきた販売員のスキルを育成可能なものとした。販売員の知識やノウハウに注目した認知

的アプローチの導入によって販売員の訪問回数など従来の量を追求したアプローチから販

                                                   
73 フォード、IMP グループ[2001]参照. 
74 南[2006]p.68. 
75 南[2006]p.69. 
76 高嶋[1988]pp.142-143. 
77 高嶋[2006]pp.30-38. 
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売のやり方に注目したスマートな販売方法が研究された 78。 

今日において、特に小売業における販売員研修や実際の管理の多くは、こうした販売管

理論を基礎としたものといえるだろう。初歩的レベルの販売員の教育や訓練、その管理方

法として販売管理論の果たした役割は確実なものであったといえる。管理の主体的方向づ

けがなされたことにより販売という職業に対して社会的意義を明確にした功績も大きい 79。 

販売管理論は、増大したセールスマンを如何に管理すべきかが問題の焦点となった。販

売管理は、販売技術の向上を促すための販売部門の管理であり、販売員の募集と選考、あ

るいは販売割当の配分や販売計画・販売予測・販売作業の効率化を領域として取り込んだ 80。 

さらにマーケティング研究が進むにつれ、顧客とのコミュニケーション手段の 1 つとし

て人的販売が位置づけられセールスフォース・マネジメントとして体系化されていった。

つまり目の前に商品があり販売員がマニュアルに沿って商品の価値を顧客に伝達すること

が重視された。転職が頻繁である米国社会において、企業は販売員の早期育成を重要な課

題とし、販売管理論は販売業務の効率化や合理性の追求に大きく貢献した。 

しかし、広告の発展や製品開発中心のマーケティング研究によって次第にセールスマン

シップが衰退すると共に販売管理論が主流となっていた。よってセールスフォース・マネ

ジメントの研究主体は販売部門管理者にあり、その研究領域は人的販売に限定されたもの

であった。つまり販売管理論がマーケティングに関するシステム全体の統合的管理論では

なく、マーケティング・マネジメント（マネジリアル・マーケティング論）の下位理論と

して販売部門の管理にその役割を限定されていた 81。 

コーエンによれば、後にコトラーは「マーケティングは単に広告と営業を扱う一つの機

能だという考えを受け入れることが出来なかった。またマーケティングが 4 つの P つまり

「product(製品・サービス)」、「price(価格)」、「place(流通)」、「promotion(販売促進)」だけ

を扱うという考えも受け入れられなかった。これらは皆、戦術的に重要な仕事だが、それ

はマーケティングの全てではない。」82、「全体像が何かといえば、マーケティングは「総

体的」にみなければならないということだ。成功を収めた企業はマーケティングをそうみ

ている。これらの企業ではマーケティングが原動力になっている。価値を創出し、伝え、

提供することを通じ、顧客を獲得し、維持し、増やしていくことこそが何よりも重要なミ

ッションだ。」83と論じている。 

マーケティング論で展開されたセールスフォース・マネジメントは、自らの領域を「販

売」のみに限定したため、その前後の販売員が顧客を開拓し、繋ぎ、増やしていくといっ

たプロセスに充分な研究上の関心を向けなかったという課題を抱えていた 84。言い換えれ

ば、各管理プロセスを定量化、標準化する範囲をセリングとしての販売という領域から拡

張することが出来なかったということである。 

また優秀な販売員の行動を全ての販売員に適応出来るかどうかについては疑問が残る。

                                                   
78 細井[1995]参照. 
79 粟島[2004]p.14. 
80 坂部[1975]参照. 
81 橋本[1983]p.73. 
82 Cohen[2012]pp.4-6. 
83 Cohen[2012]pp.4-6. 
84 坂部[1975]参照. 

http://www.amazon.co.jp/s/ref=dp_byline_sr_book_1?ie=UTF8&text=William+Cohen&search-alias=books-us&field-author=William+Cohen&sort=relevancerank
http://www.amazon.co.jp/s/ref=dp_byline_sr_book_1?ie=UTF8&text=William+Cohen&search-alias=books-us&field-author=William+Cohen&sort=relevancerank
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つまり販売プロセスは常に顧客の購買意思決定プロセスと背中合わせであり、顧客が何に

最も大きな影響を受けたかに規定され、その多くが組織的に形式化されないまま放置され

てきたのである。橋本はこの点に関して「誰にでも出来る仕事」として販売という労働が

単純労働化したことによって、販売労働者の労働価値が低下したと指摘している85。 

後に日本の営業研究に大きな影響を与えたのが生産財マーケティングや関係性マーケ

ティングであった。これまで消費財取引を中心に展開されてきた議論から B to B による生

産財取引が注目され、事業者による経済合理性の追求といった購買特性等が明らかにされ

た。その後、生産財取引において顧客との関係性が大きな影響を与えていることから、関

係性マーケティングが発展し、顧客との長期的で良好な組織関係を如何に維持形成してゆ

くかが大きな関心事になっていった。 

                                                   
85 橋本[1987]p.112. 
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第 2 章 日本における営業研究の系譜 

 

 本章では、米国のマーケティング研究による個人消費者や小売店舗を対象としたセール

スフォース・マネジメントの考察を踏まえ、日本の企業を対象としたチャネル研究者らに

よる営業研究の展開について概観することで、米国のセールスフォース・マネジメントと

は異なる日本の営業研究の特徴を明らかにする1。その中で従来の個人型営業から顧客との

組織間関係を重視した組織型営業への変遷を辿るために、日本の営業研究を包括する高嶋

の『営業プロセス・イノベーション』の意義と課題を考察する。そこで示された課題を如

何に克服するかということを起点として次章以降を展開する。そのため、本章において日

本の営業研究の特徴、意義、課題について考察することは大きな意味をもつ。 

 

 

1．営業の基本的概念 

 

我が国の営業研究の特徴は、流通研究者によって展開されてきた点にある。1990 年代の

バブル崩壊を契機として、日本経済の停滞した状況の中で企業の困難な状況を変えるとい

う社会的要請にこたえる形で、日本の営業研究は始まった2。ここで営業研究に取り組んだ

人達は元々、米国のセールスフォース・マネジメントを専門的に研究していた研究者では

なかった。彼らがそれまで研究してきたのは主として流通システム研究、マーケティング・

チャネル研究であった。つまり、主に流通あるいは製販における組織間関係を主に研究領

域としていた人たちによって、営業研究が進められていったのである3。 

 彼らは営業研究を進める際に“営業”という概念がパーソナル・セリングや販売管理と

は異なるものであることを明確に提示している。例えば、石井は「わが国の営業世界は、

私たちが学んできたアメリカのテキストブックに描かれたマーケティング世界とはずいぶ

ん異なっている。アメリカ流のマーケティング世界では、営業はパーソナル・セリング（直

訳的だが、人的販売と訳されることが多い）という分野に該当するのだろうか」4との問い

を投げかけ、最終的に「単なるセリングとは違うこの内容豊かな日本の営業世界」5と述べ

た。また、高嶋は「たいていのマーケティングの教科書に『営業』を説明する章さえもな

い。どの教科書でもパーソナル・セリングや販売管理についての記述はあるが、そこには

企業が抱える営業問題についての解答は、まず見当らない」6と述べた。このように彼らは

日本の“営業”を従来米国で展開されてきた人的販売論、販売管理論、セールスフォース・

マネジメントとは異なる特徴を持つものとして考え、展開していこうという考え方を持っ

ていたことを現わしている。  

                                                   
1 高嶋[1999]p.61. 
2 1990 年代以前に我が国においてセールスマンに関連する研究がなかったわけではない。代表的なもの

では橋本[1983]『販売管理論』等があげられるが、それらは主にマーケティング論のセールスフォー

ス・マネジメントについて紹介する内容のものであった。 
3 日本の流通チャネル論に関しては、森下二次也や風呂勉などの理論が基礎にあるが、ここでは森下理

論を扱うことが目的ではないので触れることはしない。 
4 石井[1995]p.2. 
5 石井[1995]p.318. 
6 高嶋[2002]はしがき. 
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「営業」という概念について、『新明解国語辞典』では「商業活動を行なうこと。法律

では利益を得るための事業を行なうこと」7と記されているが、実際に営業担当者が受注を

取るための活動を行なう意味としては捉えられていない。さらに日本では営業という言葉

は、米国企業でいうマーケティング、セールス、顧客サービスにわたる実施活動を包括し

た意味で使われており、日本企業における事業活動の独自の編成方式を反映している 8。 

営業は販売と極めて近似あるいは同義として使われることが多いが、販売には留まらな

い意味を含んでいる9。「販売」とは社外に向けた商品の売りさばきを目的とした人的活動

であるのに対し、「営業」とは売ることを最優先としつつも、社内の関係部署との調整やア

フターサービスといった顧客との取引全般の活動を包括している。図 2-1 では両者の活動

範囲の比較について示している。 

田村は、「営業活動は、特定顧客を対象とした、人的接触による取引の実施活動」と定

義している。つまり、営業活動は不特定多数の顧客から成る市場やその細分でなく、特定

の顧客に向かって行なわれる取引活動であると共に、営業活動はスタッフ的な計画策定活

動ではなく、顧客と営業担当者による人的接触を通じた実施活動であると論じている 10。

高嶋、南は、「顧客からの情報収集活動や事後的なサービス活動などの前後の過程を含んだ

顧客との関係構築・維持に関わる活動」として範囲を拡大して定義している。 

米国の考えでは、マーケティング概念の「販売促進（promotion）」活動として、企業と

市場とのコミュニケーションの一手段として扱われ、その役割はただ単に「売りさばく」

ことにあった。そこでは、営業担当者を如何に管理し動機づけを行なうか、またどのよう

な配置や顧客訪問ルートが効率的、効果的か、うまく販売させるには何を教えるべきか等

が課題とされてきた 11。その根底には、マーケティングがトップ・マネジメントや戦略ス

タッフがマーケティング計画を策定するという前提で理論化がなされ、営業活動はその計

画を忠実に遂行させることだけが関心事とされてきたことが挙げられる12。 

顧客との関係構築・維持の活動という点から、高嶋は営業活動を単に営業担当者だけの

仕事ではなく、営業担当者と連携し顧客に対応する開発や生産、サービス等の職能部門の

担当者を巻き込んだ活動として考えることが出来ると論じている 13。そして、これら営業

の特徴は販売色の強い消費財よりも産業財において顕著となっている。特に重化学工業や

建設業をはじめとした技術志向が強く、顧客との共同開発であったり、個々の顧客によっ

てカスタマイズが必要となってくるケースである。生産財取引では、顧客とのコミュニケ

ーションのなかから自社の需要を見つけ、顧客と共同で技術開発、製品開発を行なう等、

個々の顧客のニーズにあった製品やサービスを技術者等と連携しながら生み出していくこ

とが必要となるからである14。 

また営業は「顧客の獲得競争」であることを忘れてはならない。単に売り手と買い手の

                                                   
7 金田[2000]p136. 
8 田村[1999]p.46.  
9 恩蔵[1995]p.123. 
10 田村[1999]p.46. 
11 石井[2012]序論. 
12 高嶋[2002]序論. 
13 高嶋、南[2006]p.113. 
14 高嶋、南[2006]pp.113-114. 
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2 者間の問題でなく、複数の競合他社との営業競争に勝って初めて受注が可能となること

から競合他社を含めた 3 者間の問題といえる。つまり、買い手は複数の企業から提案や企

画などアプローチを受け、そのなかから最も優秀な提案を行なった企業を取引先として採

用することから、営業担当者は競合他社との差別化を念頭におきながら戦略的な活動を行

なわなければならない。 

 

図 2-1 「営業」と「販売」の関係 

 

出所：小林、南[2004]p129.    

 

 

 

2．90 年代以降の営業プロセス改革論に関する研究の深化 

 

2.1 営業環境の変化 

営業プロセス改革論の流れは、営業活動の多様性や曖昧さを少なくし、標準的且つ分析

的で、組織レベルでの営業体制に切り替えることとして捉えることが出来る 15。その背景

には、1980 年代から 1990 年代の国際化と情報化があった。つまり国際化によって、多く

の産業でグローバル市場が成立したが、そこは激しい国際競争の波に襲われる場でもある。

その一方で、情報技術の飛躍的発展は製造技術とロジスティクスに大きな革命を起こした。

SCM に注目が集まり、組織間に跨った生産から消費に至るプロセスの迅速化・効率化が急

速に進んでいった。 

こうした変化を背景に、日本ではバブル崩壊によって厳しい市場環境のもと販売問題が

浮上した。多くの産業で業界需要が長期的に低迷し、限られたパイを巡る競争は厳しさを

増すなかで、企業の営業環境が構造的に大きく変わり始めた 16。高嶋は、営業改革の要因

として具体的な 6 つの環境変化を挙げている17。 

 

① サービス需要の高度化 

    サービスが営業担当者個人が提供するものから組織が提供するものへと変化した。

製品のハイテク化や情報機器の市場拡大により製品単品だけでなくシステム化や

                                                   
15 田村[2002]p.54. 
16 田村[1999]p.15. 
17 高嶋[2005]p.59. 
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ソフトウェアの情報サービス、保守･点検・修理等のサービス需要が大きくなった。 

② 製品知識の高度化 

製品技術や品揃えについて高度な知識や情報処理能力が必要になると営業担当者

が自らの知識と経験に基づく販売スキルだけで販売することが難しくなる。技術

者やデータベースの助けを借りなければ顧客へ製品提案が出来なくなってきた。 

③ 情報技術の発達 

従来営業担当者が自社の開発担当者や生産担当者と顧客の製品を利用する担当者

との間のコミュニケーションを集約媒介してきた役割は、情報通信技術の発達に

よって担当者どうしで直に情報交換することによって代替されるようになった。 

④ コスト競争の激化 

バブル崩壊後、企業のコストダウン要求がますます強くなった。その理由として

需要低迷に伴う買い手との価格交渉の厳しさの増大、系列取引の見直しによって

競争がオープン化・国際化し価格競争に巻き込まれ易くなった。 

⑤ 過剰在庫の問題 

顧客需要が予測しにくく、しかも変化し易くなったために、過剰な在庫を抱える

と大きな損失を招く危険が高くなった。情報技術や物流技術の発達により多品種

の製品在庫を効率的に管理するようになった。 

⑥ 成長率の鈍化 

産業成長率の鈍化により既存顧客からの需要増加を見込めなくなれば、新たな取

引先を増やす努力が必要となる。従来の安定した取引関係を見直しオープンな市

場で製品を調達したり販売したりすることが新たな戦略課題となった18。 

 

 

2.2 個人型営業の限界 

営業プロセス改革論を考察するには、まず田村、石井、高嶋が営業をどのように捉え理

解していたのかを考える必要がある。石井、高嶋は、営業担当者の活動レベルに限定した

「個人型営業 19」について次のように説明している。個人型営業とは、①顧客対応の迅速

性、②顧客との人間関係による優位性、③営業責任の明確化、④営業担当者の営業ノウハ

ウの取得等のメリットはあるものの 20、一方で過剰な顧客志向と現場主義という問題が存

在しているという。 

過剰な顧客志向とは、営業担当者が顧客側の立場を代弁し過ぎるという弊害を意味して

おり、担当者レベルの過剰な顧客志向は、企業レベルで長期的な顧客志向を歪めてしまう

可能性があると高嶋は指摘している。つまり顧客の全体的な動向を捉えて、戦略的に顧客

に対応するという意味での企業レベルの顧客志向ではなく、営業担当者が担当する顧客と

の関係性を強調する傾向を表すということである。全体的で長期的な顧客志向は、マーケ

                                                   
18 高嶋[2002]pp.40-54. 
19 ここでいう個人型営業とは、顧客との関係維持の役割や責任が営業担当者にあり、顧客との交渉窓口

が営業担当者に 1 本化されていて、他の職能部門や事業部門の協力があるとしても、その営業担当者

が常に中心となって調整や手配をする場合をいう。 
20 高嶋[2002]pp.160-161. 
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ティング戦略で重視されるべきものとして語られるのに対して、営業担当者の顧客志向は

しばしば顧客側の立場を代弁し過ぎるという危険性を含んでいる 21。また過剰な現場主義 22

の強調は、営業現場の多様性を踏まえて考えると、個々の営業担当者が蓄積した顧客に関

する知識や営業スキルの伝達を妨げる可能性をはらんでいる。つまり情報が属人化・固有

化されるために、情報の共有化が進まないという問題が発生する 23。 

さらに高嶋は「優れたセールスマン」について、個人の才覚でしか動かないために組織

の協力を有効に仰ぐことや、社内で情報を共有することについての課題を残していると論

じる。また企業は、営業担当者の経験と勘と度胸に基づく判断に任せるのではなく、それ

をサポートする支援体制、コストを含めた営業効率、顧客ニーズを情報発信出来る環境整

備が必要であると主張する 24。また石井においては個人型営業を「属人営業」と表現し、

属人性が抱える問題点を次のように指摘している25。 

 

＜属人性に関する問題点＞ 

・新しい人への引き継ぎが難しい 

・営業担当者の能力を上げるための教育が困難（成績のばらつき） 

・営業担当者間で不公平があったり運不運が働く 

・営業の過程で何が起こっているか分からない 

・営業現場に対してマネジャーは判断出来る根拠を持たない 

・顧客の問題の解決と自社の売り込みとを両立させることが難しい 

 

また貴重な顧客情報が営業担当者の頭のなかと手帳にしまい込まれているケースが多

い。その営業担当者が退職になると、大慌てで引き継ぎし、無駄な給与を支払って、結局

肝心な情報が伝わらずに顧客を失うといった例もある。良く売る、業績の良い営業担当者

程「俺の客だ」と自負心を持っている。しかし、どんなに良く売る営業担当者であっても、

必ず企業の信用や実績、看板に支えられて営業活動をしている。よって日々の営業活動で

顧客の発言や反応等の定性情報を収集、整理、分析し次のアクションに活かす必要がある。

顧客にとっては、その営業担当者との属人的な取引ではなく、その営業担当者がいようが

いまいが、退職しようが休もうが関係なく、企業が組織的に商談の内容を把握し、誰でも

同様の対応をしてくれることを望んでいると論じている26。 

 

 

                                                   
21 高嶋[1998]pp.202-203. 
22 現場主義には 2 つの意味がある。1 つは営業の現場は顧客や販売状況によって多様であるために、共

通の営業手法や標準化された手続きに価値を認めないという傾向である。そしてもう 1 つは、営業の

状況は競争を反映して変化し易いものであるために、現場で迅速に対応するためには現場の担当者の

判断に任せることが大事という考え方。 
23 高嶋[1995]pp.266-268. 
24 高嶋[2005]pp.46-47. 
25 石井[1995]参照.石井は属人営業の特徴として、第 1 に営業の大事な能力が「人」に属していること。

第 2 に人と人との信頼関係があり、その上に取引や商売が折り重なっていること。第 3 に営業担当者

はどのように行動したか、どれだけ一生懸命努力したかではなく、結果（特に売上高）だけで評価さ

れることを挙げている。 
26 長尾、村上、本道[2002]pp.21-22. 
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2.3 営業プロセス改革論が目指したもの 

日本の営業に組織化、情報化といった概念が取り入れられるようになったのは、1990 年

代から 2000 年初頭にかけてであり、神戸大学の石井淳蔵、田村正紀、高嶋克義らを中心に

議論されてきた。彼らはバブル崩壊と共に岐路に立たされた企業の営業に着目し、従来の

“個”による営業から情報通信技術を活用した“組織”による営業へのパラダイム転換を

提唱した。但し 3 人は情報による組織化を提唱しながらも営業に対する考え方や異なる視

点を持ってそれぞれ独自の営業プロセス改革論を展開している。 

バブル崩壊後、最も早い段階に営業改革の必要性を唱えたのが石井であった。石井の源

流はマーケティング論と流通研究にあり、主にメーカーの営業担当者へのヒアリング調査

を通して日本の営業担当者が持つ独自性に注目している。営業研究の処女作となる嶋口充

輝との共著による『営業の本質』では、これまで学術的に触れられることのなかった日本

の営業担当者が持つ誇りや世界観、グローバル化による営業担当者の抱えるジレンマを明

らかにした27。『営業マネジメントの革新』では、改革のフレームワークとして分業型の組

織営業と、営業のマニュアル化による標準化を提唱している。また『営業が変わる』（2004）

では、顧客との関係性に注目し関係管理を目的とした営業のあり方について考察を行った。

『組織営業のマネジメント』では組織営業のベースがプロセス分解にあることを提唱した。 

田村の源流は小売業を中心とした流通問題や流通システムにある。田村は、経済企画庁、

関西生産性本部、旧住友ビジネスコンサルタント（現日本総研）、日本能率協会らとの共同

研究を通して、営業に関する大規模な実態調査を実施している。そこにおいて営業の競争

優位性、営業担当者の能力と経験効果、トップ営業の活動特性など様々な角度から統計的

な分析を行ない、これまで明らかにされてこなかった営業の実態と特性を明らかにした。

代表作とされる『機動営業力』では、流通の業態革命、情報技術の発展などにより企業の

販路の盛衰が激しくなるなかで、従来の大量集中原理にもとづくパワー・マーケティング

から新たな競争基盤として機動集中型のマーケティングとして営業による柔軟性と迅速性

に着目し、情報技術を活用した顧客適応力向上を目的としたホロン型（holon = whole＋one）

28の「機動営業力」という新たな概念を提唱した。田村は、組織戦略の視点から情報共有

によって分析・加工段階において他の企業活動との関連づけるシステムとして「機動営業」

の重要性を次のように指摘している。企業活動の全業務過程を、営業の第一線に機動的に

集束（ホロン）することで、営業を結節点とする企業活動の情報ネットワークを構築する

ことの重要性を指摘している 29。 

 高嶋は、日本能率協会、名鉄エージェンシー、社会システム研究所等と共に数多くの企

業の営業担当者へのヒアリング調査を通じ、特に顧客との関係性のあり方について着目し

ている。『生産財の取引戦略』において日本のチャネル問題（パワー、コンフリクト、協調

的関係他）から接合点となる営業の重要性を指摘した。代表作となる『営業プロセス・イ

ノベーション』では、田村や石井の研究を総括すると共に営業改革をイノベーションと位

置づけ、生産財取引、組織間関係性の観点から独自のアプローチを行なっている。また営

業担当者の情報の共有可能性（連携効果）や分析能力（改善効果）を高めることで組織全

                                                   
27 石井[1995]pp.2-4. 
28 Koestler[1967]、今田[1986]参照. 
29 田村[1999]p.179. 
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体の営業力を向上し、顧客との中長期的な組織的関係構築を目的に「データベース営業」、

「プロセス管理」、「チーム営業」の 3 つのフレームワークを提唱した。 

営業プロセス改革論の最終的な目的は、従来の分散した営業活動を組織に集約すること

で、営業の主体を個人から組織へとシフトさせ、組織が個人を管理しながら課題解決型の

関係構築を図る点にある。そこでは情報技術の活用が核となっている。情報技術の活用に

ついては 1990 年代の日本企業が欧米に比べ情報技術の経営利用の分野で遅れていたこと

から、営業分野において早期に情報技術の積極的な活用を強調している30。 

通常、研究開発組織の場合、平均的に優れた人的資源よりも、むしろ少数でも良いから

天才的な技術者が必要だが、優れた営業組織をつくるには、少数の天才的な人的資源より

も多数の平均的に優れた営業担当者が必要だとする考え方が表れている 31。いくら一部の

トップ営業担当者の販売実績が高くとも、一人で営業部門全体の業績を支えることは不可

能であり、また営業は各担当者の販売業績の積み重ねが全体の業績となる加算型タスクで

ある32。それを踏まえた上で情報技術の融合によって営業の標準化と連携強化を図り、よ

り一層の営業強化を目指したのである。高嶋は、新しい営業体制について具体的目標とし

て、「提案営業・問題解決営業」、「組織レベルでの関係構築」、「部門横断的営業」、「情報共

有型営業」、「効率的営業」の 5 つを掲げている33。 

図 2-2 は、従来の営業体制と営業改革後の営業体制における営業成績の比較について示

しており、営業成績の高い人から順に営業成績（達成した売上額）を並べて描いた曲線で

ある。曲線①は、従来の営業体制のもとでの営業成績曲線である。この場合、上位陣（ト

ップレベルの営業担当者）の成績は著しく高い一方で、右側に急速に落ち込んでいる。こ

れは、少数の上位陣が企業の売上げの大きな比率を占めていることを意味する。曲線②は、

営業改革後の営業成績曲線である。曲線①に比べると、その勾配は緩やかになると予想さ

れる。システム的な活動により未熟な営業担当者が一定の成果をあげられるようになる一

方で、上位陣は標準的な手続きによって成果があげにくくなっている。 

そして、営業成績曲線の①と②で囲まれた三角形 A と B の大きさが営業改革の有効性を

示している。三角形 A は、営業改革の標準化・システム化によって上位陣の成績の落ち込

みを示しており、三角形 B は、営業改革によって引き上げられた営業成績の大きさを示し

ている34。このように 1990 年代以降の営業プロセス改革論は、営業担当者の割合でみると

上位の者ではなく下位の者を中心とし、また成績の大半を占める上位の人間ではなく、僅

かな成績しかあげていない者を中心に改革することによって、成績が低い程能力が向上す

る仮説に基づいていることが分かる。 

 

 

 

 

                                                   
30 田村[1999]p.259. 
31 田村[1999]pp.259-260. 
32 松尾[2002]pp.19-20. 
33 高嶋[2005]pp.47-48. 
34 高嶋[2002]pp.55-58. 
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図 2-2 営業成績曲線の比較 

         

 出所：高嶋[2002]p56.         

 

 

 

3．高嶋による「営業プロセス・イノベーション」に関する議論 

 

日本の営業研究を包括している高嶋は、情報技術を活用することで顧客への柔軟な対応

や人間関係重視のために営業担当者が情報を抱え込んだり、個人で情報をやり取りする体

制から、担当者間や部門間における情報共有が出来る体制へ切り替えることの重要性を説

いた。個々の営業担当者が持つ様々な情報をデータベース化することで営業部門内また技

術部門をはじめとする関連部門との知識を共有することが可能になった。さらにプロセス

管理を導入することによって、営業担当者の活動を可視化し活動の標準化と有効なプロセ

ス・マネジメントを提唱した。高嶋は営業の「知識」に着目し、情報技術を活用した「デ

ータベース営業」、「プロセス管理」、「チーム営業」の 3 つのフレームワークの概要につい

て考察を行なう。 

 

3.1 データベース営業 

営業改革の根幹には、情報技術を活用した営業情報の集約化がある。高嶋は、営業活動

や顧客の状況に関する情報の透明性を高めることで、企業が営業活動や顧客の状況を適切

に管理することで、業務改善や他者との連携を実現することを目的としている 35。データ

ベースの活用によって営業活動や顧客の状況についての知識を出来る限り数値化し文字デ

ータに置き換えることで、仮説検証型のプロセス改善（改善効果）と他部門担当者との情

報共有の効率化（連携効果）という 2 つの効果が期待出来る36。 

 高嶋の提唱する「データベース営業」とは、営業活動や顧客との対話から生まれるナレ

                                                   
35 高嶋[2006]pp.42-43. 
36 高嶋[2006]pp.44-45. 
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ッジをデータベース化することで関係者間でそれを共有し営業の効率化を目指している。

企業では専用のデータベースからメールによる簡易的な情報共有まで幅広く活用されてい

るように主なデータベースは次の 4 つから成る。 

 

① 潜在顧客データベース 

市場データベースの最も主要なもので潜在顧客のデータベースを蓄積したもの。  

どの顧客が有望か、誰がキーパーソンか、如何なる営業活動が最適化か判断する。 

② 既存顧客データベース 

顧客の基本的データの他取引履歴、取引状況、担当者、人物情報、競合企業との

取引状況がデータベース化されている。顧客との関係管理を行なう。 

③ 営業活動データベース 

営業日報データベースとも呼ばれ、顧客に対する営業活動の記録を管理目的だけ

でなく、営業のノウハウやスキルを営業担当者間で共有するために利用出来る。 

④ 商品データベース 

製品の種類が豊富であったり、技術的に複雑で数多くの仕様について、商品デー

タベースを作り営業担当者がその情報を自由に引き出せるようにする 37。 

 

データベース営業のメリットは、営業担当者の情報処理能力の限界を補い、より効果的

な営業活動を可能にすることにある。典型的イメージは営業担当者が携帯型の情報端末を

持ち歩き、顧客や商品などのデータを必要に応じて引き出し、最も効果的な提案営業活動

を効率よく行ない、顧客からの問い合わせに対して迅速に対応出来るようになる。 

営業部門内の連携では、他の営業担当者へのスキル、ノウハウの知識を伝えることで部

内全体の能力を引きあげることが可能になる。一方で他部門との連携では、顧客情報を他

部門へ伝えることで、企業全体の顧客適応力を向上させる効果がある。問合わせたり連絡

したりする作業を助けることで営業部門内や他部門とのコミュニケーションをスムーズに

し相互の連携を引き出す38。 

また既存顧客のデータベースが企業内部のコミュニケーションを促進すれば、まず部門

間のスムーズな連携が実現する。それは顧客毎に営業活動やサービス活動についてのデー

タを蓄え、様々な部門で利用出来るようにすることで、その顧客との取引に関わる諸部門

が相互に協力出来るようになるからである。このような既存顧客データベースに基づく部

門間連携は、前述の顧客との関係性を構築・維持しようとするとき特に重要となる39。 

高嶋は、データベースを通じたコミュニケーションの考え方として、プロセス管理の導

入を基礎としたデータベースの構築の重要性を指摘している。そのメリットは、営業活動

や顧客の状況についてプロセス指標を用いて可視化を追求することで営業活動や顧客の状

況についての多様性や曖昧さが抑制されることであるという。またデータベースの情報を

関係する担当者が頻繁にみていて変化や問題が発生すれば、データベースでは表記されな

い漠然とした状況などを伝えるための対面型のコミュニケーションを通じて伝え合うとい

                                                   
37 高嶋[2002]pp.102-104. 
38 高嶋[2006]pp.49-50. 
39 Cespedes,Doyle,Freedman[1989]pp.44-48. 
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う手続きや仕組みを作ることで、データベース情報の不完全さを補うことも出来る。 

 

3.2 プロセス管理 

営業活動の管理様式については、これまで欧米の研究では成果ベース（outcome-based）

と行動ベース（behavior-based）の 2 つの管理様式に基づく考察がなされてきた 40。 

日本の営業改革では、従来の成果ベースとなる「アウトプット管理」から行動ベースの

「プロセス管理」への有効性が論じられている。個人型営業では、成果ばかりが重視され

マネジャーから営業担当者に対して「がんばれ」、「気合を入れろ」といった無限定な努力

を押しつけられていたが、そうならないために必要なことは個々の営業活動を充分に理解

し分析出来ること、そのためには担当者の活動プロセスが透明化することが必要である 41。 

アウトプット管理は、上長である営業管理者が指示や監視をあまりせず、営業活動の評

価や報酬において、担当者の達成した売上げや利益などの成果（アウトプット）による直

接的で客観的な測度を用いる。つまり売上という単純で一見公平な測度を利用することが

多く42、企業の貢献の大きい者に多くの報酬を与えるという単純なルールは、個人にも受

け入れられ易く、また積極的な努力を動機づける上でも有効と考えられている 43。 

アウトプット管理のメリットは、営業活動の管理の手間とコストがかからないこと、さ

らに日本企業の営業スタイルである顧客志向にフィットしているということである。即ち

営業担当者や管理者が顧客との関係を大事にする状況においては、それらを損なわずに営

業活動をさせたり、それに合った営業担当者を育成するためには、アウトプット管理が適

している44。一方、デメリットは営業担当者が短期的な販売成果を追求し、顧客満足に配

慮しなくなり、利益が出たり売り易い製品の販売を優先したりして長期的視点や企業全体

の視点からすれば好ましくない行動をとり易い点である45。 

プロセス管理は、営業活動のプロセスを分解することから始まる。営業プロセスを 5 つ

の段階に区別し、営業担当者が顧客に出会うのを第 1 段階とし成約時が最終段階とする。

各商談の進捗状況を管理出来る「営業案件マップ」を作成し、この案件マップによって順

調に進んでいる案件と進んでいない案件を把握することが可能となるのである。さらに営

業担当者の主観的な思惑が入らない判定であることが重要となる 46。 

このように営業活動をプロセスに分解し、行動や中間成果のデータをとることの目的は、

「問題の発見と解決」、「仮説と検証のサイクル」の 2 つがある。「問題の発見と解決」とは、

日々の営業活動において、行動や状況を示すデータによって問題の発見や原因の分析を習

慣づけ、考えながら営業することである。つまりプロセス管理では、多くの指標によって

行動や状況が捉えられ、過去のデータや分析の蓄積があるために、過去とは違う状況にな

っていることをいち早く発見出来、他の指標との関係を追跡することで、その原因を分析

することが出来る。一方で、管理者としてもデータを持つことで、営業活動における問題

                                                   
40 Anderson,Richard[1987]pp.76-88. 
41 石井[1999]p.10. 
42 Donald,Lonnie,Kenneth[1982]pp.269-274. 
43 高嶋[1999]pp.61-76. 
44 高嶋[2002]pp.68-69. 
45 高嶋[2002]p.70. 
46 石井[2004]pp.104-112. 
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を担当者と一緒に分析して、解決策を考えることが出来る。これは、生産現場における改

善運動に共通するアプローチである。 

次に「仮説と検証のサイクル」は、営業活動における仮説検証のサイクルを早く回せる

ということである。プロセス管理では、販売や成約のデータとして集計される前の段階に

遡ってデータを収集するため、問題をいち早く見つけて、その対策も早めに行なうことが

出来る。さらにこうしたデータを使って、「ある行動をすれば、中間指標がどうなるか」と

いう仮説を立てた上で、その行動を実践し、その結果を中間指標でチェックするというこ

とも早いサイクルで行なえる47。 

但しこの 2 つの管理様式は、営業活動の監視や指示及び評価基準について全く対照的な

管理様式であることから、どちらの管理様式を選択すべきかという問題については、それ

ぞれのメリットやデメリットが営業状況によって異なるため、それらの比較によって選択

される必要性がある48。しかしプロセス管理のメリットとして、従来の関係志向の個人型

営業様式のデメリットを抑制する点にあるため日本企業では部門間調整と営業組織の拡充

という視点から営業のプロセス管理を選択することへの重要性が高いとされている49。 

 

表 2-1 営業プロセスの段階 

第 1 段階 問題の認識 きっかけの提供→カルテ作り 

第 2 段階 探索の開始と計画 計画書の作成 

第 3 段階 態度形成と具体化 具体的な提案・見積書の提出 

第 4 段階 交渉と譲歩の余地 受注条件の整備 

第 5 段階 購入の実施と評価 納品の推進＋顧客の満足評価 

出所：石井[2004]p106.     

 

 

3.3 チーム営業 

チーム営業とは、企業レベルで営業部門をはじめ複数部門が連携しながら、顧客のニー

ズに対応して顧客との関係を維持していくことを目的としている 50。チームとは、特定の

顧客向けのクロスファンクショナル・チーム（職能横断的集団）である。即ち、顧客の問

題に専門的に対応するチームであり、営業担当者だけではなく、設計開発エンジニアやシ

ステム・エンジニア（SE）、顧客サービス担当、生産担当、物流担当など、複数の職能部

門から集まったスタッフから成るチームである。規模は、顧客との取引規模などによって

異なり、何十人、何百人といった大きなものから、数名という少人数のものまで多様であ

る。また、商談によって一時的に形成されるチームもあれば、恒常的な取引関係を持つ顧

客に対する長期継続的なチームもある。営業チームは特定の重要顧客における問題解決の

                                                   
47 高嶋[2005]pp.166-168. 
48 高嶋[1999]pp.61-76. 
49 高嶋[1999]pp.70-71. 
50 高嶋[2002]p.157. 



- 47 - 

 

ために、社内の様々な専門家が連携することが期待されている 51。 

チーム営業は、企業が少数の特定顧客としか取引しない場合や、顧客の中で特に重要な

少数の顧客に対応する場合に有効とされる。そのため企業が取引する顧客を有力顧客に絞

り込んだり、特定の有力顧客に対してのみ顧客適応的な製品開発やサービスを提供すると

いう顧客の選別が条件となってくる 52。 

 チーム営業のメリットは、顧客の問題を分析する段階から技術者が参画することで、問

題に則した設計や技術開発をスタート出来る上に、顧客と直接接触することによって、ア

イデアが刺激され、新しい技術適用の可能性も広がり、顧客に有効な問題解決を提案出来

る点にある 53。そしてチームに様々な職能の担当者を所属させることについて情報共有と

顧客志向の向上への効果が期待出来る。他の職能部門の担当者と連絡をとる場合において

も、自らの部門や相手の管理者というフィルターを通さずに済むので、同じチームのなか

でダイレクトにコミュニケーションが出来るようになる。通常、大きな組織で職能別に部

門が分かれている場合、開発や生産のように顧客に接触する頻度が少ない技術部門では、

顧客を意識しにくくなる傾向がある。しかし、顧客別のチームでは設計開発であれ、顧客

サービスであれ、諸活動は全て特定の顧客を目指したものになり、それぞれ顧客が満足し

ているかに関心を持ち、チームの一員として営業担当者と同じように顧客に対応し、顧客

の問題に頻繁に接触するようになるのである54。 

 石井は『営業が変わる』において住宅メーカーの営業を取り上げ、分業型の組織営業を

提唱している。それは営業活動を顧客毎に分けるのではなく、営業プロセス毎に諸課業を

分担することで、ある課業を専門的に集中して扱う担当者を配置し、彼らと共同で営業活

動を遂行する活動と定義している 55。石井の提唱する組織営業は、顧客との関係性構築よ

りも、営業活動の効率を高めたり、営業スキル・ノウハウをチーム内で伝えるために用い

られている。このように個々の専門性を高める営業活動は、顧客数が多く、しかも企業が

成長途上で多数の顧客に対応出来るだけの充分な営業担当者が育成されていない場合に有

効とされている56。 

田村は、競争優位形成のためにはマーケティングと実物供給に関わる業務活動は、もは

や職能部門間の分業だけでは効果的に遂行しえないと指摘する。つまり各業務を過程とし

て全体管理する必要がある一方で、専門化の利益を追求するための分業的な職能部門構造

が不可欠なので、職能組織構造と過程の全体管理が同時に必要となる。営業部門は、顧客

価値創造の全過程の一要素であるが、同時に顧客価値創造の全過程を代表している。よっ

て営業部門の活動は 1 つの職能部門の活動であると共に、顧客価値創造に関わる全体活動

の性格を併せ持つ必要があると論じている57。 

 

 

                                                   
51 高嶋[2002]p.127. 
52 高嶋[2002]p.166. 
53 高嶋[2005]p.128. 
54 高嶋[2005]pp.129-131. 
55 石井[2004]参照. 
56 高嶋[2002]p.157. 
57 田村[1999]pp.49-50. 
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3.4 「営業プロセス・イノベーション」の意義 

高嶋の「営業プロセス・イノベーション」は、営業改革がイノベーションである根拠と、

営業改革の理論的枠組みを初めて体系的に捉えた点が評価されている。営業改革への理解

を通じ、営業という領域の体系化を試みたという点で営業研究に大きく貢献した 58。また

高嶋は、生産財マーケティングの視点から営業のあり方について論じた第 1 人者であり、

顧客との関係性を強化する「関係性志向」と幅広い営業体制を支える情報共有の形成を目

指す「拡張性志向」のトレードオフ関係にある両者を同時に追求するマルチプル・リレー

ションシップ戦略の競争優位について提唱した59。 

なかでも「営業プロセス・イノベーション」の意義は、営業という仕事を「技能」とし

てではなく、「知識」の観点から捉え直したことが高嶋の貢献であるといえる。従来の営業

研究では、人材育成の教材や体系立てられた管理手法等はなく、殆どが上司と部下との師

弟関係のなかで経験を積むことが重視されてきた。そこから得た技能は、個々の貴重なス

キルとしてオープンになることはなかった。よって営業が成果をあげるためには「知識」

ではなく「技能」が重視されてきたのである 60。しかし「営業プロセス・イノベーション」

によって個々のサービスレベルのばらつきを、仕組みによって解消すると共に標準的な営

業活動のあり方を示したのである。高嶋は、営業にプロセス分解を導入することによって

活動を可視化し、他部門と情報を共有することで組織一体となった営業のあり方を示唆し

た。 

近年では、多くの企業で「データベース営業」、「プロセス管理」、「チーム営業」の仕組

みが導入され、KAM(キー・アカウント・マネジメント[重要顧客管理])や SAM(ストラテ

ジック・アカウント・マネジメント[戦略的顧客管理])と呼ばれるチーム営業体制への移行

が関心を集めている 61。このように「営業プロセス・イノベーション」は、個々の営業担

当者による人間関係に依存した個人的な営業体制の限界を克服すると共に、組織による課

題解決と長期的な顧客との関係構築に向けた営業のフレームワークを提示したことで現在

の組織営業の礎を築いたといえる。 

 

 

4．営業における価値創造に関する課題点 

 

4.1 活用されないデータベース 

データベース営業が抱えるリスクは、情報を蓄積することばかりが重視されてしまい、

知識をどのように活用し成果に変換させるといった基盤となるべき生産性の問題が明らか

にされない点である。知識の有効性とは、知識の定量的側面たる「知識の量」とは、知識

の質的側面たる「知識の生産性」程には重要でなく、目的のために意思決定に使われては

じめて意味を持つものである 62。ベルは“知識”プログラムを設計する問題は“情報”プ

                                                   
58 粟島[2010]p.3. 
59 高嶋[2002]p.239. 
60 Drucker[1993]pp.45-47. 
61 高嶋[2005]p.124. 
62 Drucker[1993]pp.210-211. 
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ログラムを設計することとは全く異なると指摘している。中央集権的な知識システムが、

利用者の要求に応じて詳細に応える分散的・自主的システムよりもうまく機能しうるとい

う考えは社会学的に間違っていると指摘した 63。 

フェーファーとサットンは、知識やノウハウの概念について明確で数量化出来る商品と

しての知識と、実践に使う具体的な知識との区別がつきにくい点を指摘する。その結果、

知的財産を獲得・開発して知識を蓄積することに重きが置かれていた。この裏には、いっ

たん所有した知識は適切に使われるという仮定がある。また企業がイントラネットやデー

タベースによって知識を集めたり、共有や分配することに積極的である一方で、知識を製

品やサービスに組み込んだり、知識に基づいて新しい製品やサービスを開発したりする活

動には消極的であると指摘し、このような知識と行動とのギャップの要因を挙げた64。 

 

＜知識を行動に活かせない理由＞ 

・テクノロジーや体系化した情報伝達に偏っている 

・知識を在庫品のように、数量的・具体的なものとして扱おうとする。そこでは「もの」

としての知識と、知識を使うこととが切り離されてしまう 

・正式なシステムでは、暗黙知を蓄えたり、伝えたりしにくい 

・現場の仕事を充分に理解していない 

・具体的な活動にのみ注目し根底にある哲学を無視しがちである 

 

ドラッカーは、情報化のリスクについて次の様に警鐘を鳴らしている。「今日マネジメ

ントは、IT 革命によって必要な情報を持てなくなった。手にするデータは増えたが、ほと

んどが組織の内部についてのものである。組織にとって最も重要な変化とは、今日の情報

システムでは把握できない外部の変化である。外部の世界についての情報は、ほとんどの

場合コンピューターを利用できる性格のものではない。分類もされなければ、定量化もさ

れない。」65また「いかにデータベースにデータがあろうとも、それは情報ではない。情報

の原石にすぎない。情報に変えるには、目的のために体系化し、意思決定に使わなければ

ならない。特に戦略的な決定を行う上で最も必要となるのが、外の世界についての情報で

ある。成果、機会、脅威は外にしか存在しない。」 66 

またドラッカーは、知識の活用においては、知識社会では教養ある人間をその中心に据

えなければならないと指摘する。一般的に情報とは、過去に起こった事柄が中心であり、

知識労働において一定の基盤とはなるが、これらを活かすためには意思決定によって新た

な意味を与えるのが人間である。知識は本やデータベースやソフトウェアのなかにはなく、

知識は人のなかにある。人が教え学ぶものである。人が正しく、あるいは間違って使うも

のでる。それゆえに知識社会への移行とは、人が中心になることを意味している 67。  

松尾によれば、効率を高め人材を早期育成するために知識共有を進めることは個人の経

                                                   
63 ベル[1995]pp.72-74. 
64 Pfeffer,Sutton[2000]pp.15-24. 
65 Drucker[2002]pp.294-295. 
66 ドラッカー[2004]pp.96-97. 
67 Drucker[1993]pp.210-211. 
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験学習を阻害すると論じている 68。全てを情報システムに依存することによって、具体的

な自らの経験を通して自分で知識を生み出す能力（問題解決力）が低下する「知識共有の

ジレンマ（knowledge sharing dilemma）」が生じるという69。 

遠藤は、いくら「インプット」を増やしたとしても「アウトプット」には繋がらないと

論じる。「過剰な知識は『行動』を鈍くさせ、『分かったつもり』になることが一番危険で

あるにも関わらず知識を詰め込んでいく。知識として知ることと、実体験として知ること

には無限の差がある。世界が大きく動いている時に、過去に基づく知識など何の役にも立

たない。いま求められているのは、自らの意思で『行動』し『直接経験』を積むことであ

る。泥臭い現実を知らなければ、役に立つ知識と役に立たない知識さえ判別出来ない。」70  

 このようにデータベース営業の課題は、情報を蓄積する仕組みを築くことが議論の中心

となり、営業活動において有効な情報が何で、どのように情報を活用すべきなのかについ

ては充分議論されているとはいえない。よって営業担当者は、日々の活動日報や履歴管理

として情報を入力するものの、それが営業にどのように活かされるべきものなのかを理解

しないままデータベース営業を捉えているのである。 

 

4.2 プロセス管理の弊害 

目標による管理（MBO）は目標管理や自己管理のためのツールであるべきであり、上か

らのコントロールの手段となってはならない。もし上から管理するために用いられたなら、

情報収集、分析、統合といった新しいテクノロジーのせいで士気が下がり、仕事の成果が

著しく損なわれるなど、計り知れない弊害が生じるはずである 71。 

上田によれば、日本で行われている目標管理の多くは、似て非なるものになっていると

いう。本来目標管理とは、はるかに主体的であって、現場で働く者が部門全体の目標を念

頭に、上司とのやり取りのなかで主体的に定めるものである。しかし日本では言葉だけが

独り歩きし、目標を「与えて管理する」という似ても似つかないものになっているケース

が多いと指摘している72。 

プロセス管理の課題は、プロセス指標が単なる販売プロセス（面談 ⇒ 見積引合い ⇒ 

交渉 ⇒ 契約 ⇒ 納品 ⇒ 債権回収）になっている点である。ダベンポートは、ルーティ

ン性の低い仕事は定型化をせず、創造性を発揮出来る余地を残し、ルーティン性の高い仕

事では、標準化と形式化により効率が増したことを示唆した 73。つまり営業という仕事を

表面的な行動管理を行なうだけでは、知識レベルでのプロセス化が十分とはいえない。結

果、営業自身がプロセス指標を問題分析や仮説検証のための手段や道具として考えずに、

自らの行動の短期的な目標と見なしてしまい、時には管理者もが「データ依存症」に陥り

易くなる。ここで欠けているのは考えるプロセスである。そのため営業担当者や管理者に

とって目の前の目標を達成するかどうかが重要ではなく、ある指標のデータを使って考え

                                                   
68 松尾[2006]p.8. 
69 松尾[2006]p.8. 
70 遠藤、山本[2013]pp.31-32. 
71 Drucker[1974]pp.430-432. 
72 上田[2006]p.33. 
73 Davenport[2005]pp.61-64. 
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ることが重要になってくる74。 

またアンダーソンとオニェマーは、行動管理システムが適している場合は、営業担当者

が自主性を発揮出来ない場合、営業担当者の知識や経験不足の場合であるという75。つま

り優秀な営業担当者には有効でないばかりか、能力の発揮が困難になる可能性がある。優

秀な営業担当者に対して第三者がつくった行動管理をあてはめることは、営業担当者の自

主性や独立性を否定するだけではなく、彼らが持つクリエイティブな思考や戦略的な活動

を引き出すことが困難になることが予想される。 

竹村は、営業プロセス・イノベーションを統計学的な視点から、平均と分散（標準偏差）

の理論構造の欠陥について指摘している。成績の低い営業担当者の減少は、同時に優秀な

営業担当者の減少をも意味していると指摘している。平均的な営業担当者だけが大量につ

くり出されることを統計理論は予測している。さらに「企業にとって絶対値の拡大は喜ば

しいことであろうが、参照すべきトップセールスマンが減少するということは、長期的に

みればナレッジスパイラル76はその代償として回りづらくなる」77と論じている。 

本田は、プロセス管理をはじめとしたセールス行動理論の探究に際して行動科学的方法

が比較的適当なのではないかという仮定から、複数の観察者によって認めることの出来る

客観的な現象だけを理論の確証とし、個人的な経験を意識的に除外していると指摘する78。 

確かに顧客の状態や顧客との交渉の内容は、あまりにも複雑で多様であり、簡単な文章や

指標で表現出来るものではない79。工場や物流倉庫のように機械が相手の業務ならともか

く、営業のように相手が人で競争相手も多く常に変化が激しい世界では、営業担当者の独

特の勘や経験が重要であり、標準化によって思考停止になっては変化の激しい世界をわた

っていくことは困難である80。 

このようにプロセス管理の課題は、営業を標準化させることそのものもが目的化されて

しまい、如何にして「個」の強み（創造性）を活かすことができるのかという問題がある。

したがって標準化を進めることは、自己目標管理によるマネジメントの優位性を失い、官

僚的な組織風土とイノベーション機会の発見までも見失ってしまうリスクがある。 

 

4.3 営業担当者の創造性の問題 

高嶋が提唱したチーム営業は、個人技ではなく組織によって顧客の課題解決にあたるこ

とで長期的な関係構築を目指した。顧客との長期的な組織間関係を構築する意義は、バブ

ル崩壊によって縮小した市場において、顧客の新規開拓よりも既存顧客への営業強化を図

ることが安定した売上げを確保する上で有効であったからである81。 

                                                   
74 高嶋[2005]pp.186-187. 
75 Anderson,Onyemah[2006]pp.59—67. 
76 野中は、日本企業の競争力をイノベーション実現能力に求め、そのメカニズムを明らかにするなかで、 

組織的な知識の創造が特徴となっているという。つまり、オリジナルでユニークな個人のアイディア

（暗黙知）が組織レベルに共有され、その個人の能力をさらに高めるというスパイラル的なプロセス。 
77 竹村[1995b]p.44. 
78 本田[1997]pp.34-35. 
79 高嶋[2005]pp.189-190. 
80 石井[2012]pp.95-97. 
81 高嶋[2005]pp.124-125. 



- 52 - 

 

しかしながら、営業プロセス・イノベーションによってチーム営業という枠組みは提示

されたものの、それらが有効に機能し、何を生み出すのかについて充分議論されていない。

高嶋は、チーム営業の代表的な問題として営業部門と技術部門のコンフリクトに着目し、

その要因となる①出身部門の意識、②一時的な参加という意識、③目標と言語の違い、④

評価の難しさの 4つについて考察し、これらの違いを解消することの重要性を論じている 82。 

また高嶋は、『営業改革のビジョン』で、リーダーシップの必要性について論じている 83。

なぜならば、チーム組織は、成果への責任はチームが一体となって負うため、メンバーの

自律性は確保され易く、職能別組織と比べ柔軟な顧客適応を可能にするといったメリット

を持つ一方で、チームの目的やメンバー間の役割が曖昧になり易いという弱い側面を持っ

ており、常にリーダーがそれらを明確にし、チーム全体をマネジメントしなければならな

いのである 84。そもそもチームとしてイノベーションを生み出すような活動にはリスクが

伴う。そのリスクを負担するコストは非常に高いので、経済合理的なマネジメントのもと

では、誰もそのリスクを背負うことはしない 85。そのためにはチームの方向性を示す創造

的なリーダーが必要となってくるだろう。 

このように組織が営業で成果をあげるためには、現場の営業担当者がもつ創造性は極め

て重要な問題といえる。石井がマーケティングにおいて個人の経験知をベースとした「将

来を見通す力＝インサイト」の重要性を指摘したように86、チーム営業においても営業担

当者の創造性が如何なるもので、どのような役割があるのか未だ明確にされているとはい

えない。従来、イノベーションの主体は技術部門であり、営業部門はその仲介役といった

補助的な考えが一般的であったが、近年営業部門が主体的にビジネスをコーディネートし

新たな価値を創造することが求められるようになっている 87。したがって、単にチーム営

業という仕組みを導入しただけでは、必ずしも顧客価値を創造することには繋がるとはい

えない。これらを機能させるための創造的なリーダーとして営業担当者をどのように育成

しマネジメントするのかについては更なる議論が必要であると考える。 

 

 

5．「営業プロセス・イノベーション」以降の研究展開 

 

2011 年、松尾、早川、高嶋は『改善志向の営業プロセス管理』において、短期的な目標

達成の評価を目的とした伝統的な管理志向のプロセス管理ではなく、営業活動の改善のた

めに使うことを目指している改善志向の営業プロセス管理の重要性を論じている。改善志

向のプロセス管理は営業活動を統制するのではなくプロセス指標は、営業活動を管理者が

監視し、評価をするために利用されるのではなく、営業活動における問題を発見するため

に利用される。よって管理者だけでなく担当者とその指導者が出来るだけ絞ったプロセス

指標を活用し、特に担当者は自らのプロセス指標は自らプロセス指標のデータを収集して

                                                   
82 高嶋[2005]pp.136-146. 
83 高嶋[2005]pp.210-211. 
84 Drucker[1974]pp.564-571. 
85 菊澤[2015]pp.74-75. 
86 石井[2009]pp.77-91. 
87 星野[2015]p.2. 
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問題を分析することとなる88。 

2012 年、高嶋、赤堀は『営業プロセス管理とは"考える"営業を育てること』で、人材開

発の視点から営業改革を捉えている。つまりデータベースの構築を主眼に置くのではなく

営業プロセス管理による“考える営業”に着目することで、営業担当者の新たなアイデア

や改善策といった創造性の向上について議論されている。その中で、人材開発担当者や営

業企画部は、「どのように考えればいいのか」を教える必要があるとし、そのためにはみん

なで集まって対話することの重要性を論じる。問題の根本的な原因や未然の方策といった

前向きな問題解決の姿勢の重要性を指摘する。プロセス指標を用いて仮説を組み立て、実

施後、成果を振り返るといった PDCA を回すことで成果をあげる上で担当者の能力向上を

目指している。さらに営業企画部員がコーチングなどを使いながら問題解決の手法をメン

バーに対して教育することの重要性を明らかにした 89。 

2016 年、高嶋、田村は『45 のエピソードからみる営業の課題解決』では、企業の視点

ではなく営業担当者の視点にたった営業の課題解決について議論している。従来は、現場

の反対を如何に抑え制度や仕組みを導入するかであったが、逆に営業現場からみた様々な

課題に対する改革の必要性や有効性を論じている。よってデータベース営業、プロセス管

理、チーム営業といった制度を前提とした議論ではなく、様々な業界の営業担当者へのヒ

アリング調査から実務者が直面する課題（45 事例）を抽出し、それらを「信頼関係」、「顧

客開拓」、「顧客分析」、「管理」、「国際化」、「サービス化」の 11 項目に分け、理論的な解決

策やヒントを提示している。注目すべきは、新たな視点として「サービス化」を挙げてい

る点である。ここでは、営業実務者が陥りやすい顧客満足の誤った理解、営業部門とサー

ビス部門の連携の重要性、サービスに関連する問題、営業による過剰適応と標準化の問題

等、営業担当者のマネジメントに関する問題が考察されている90。 

 

 

おわりに 

 

これ迄日本の営業研究の先行研究を概観した。日本の営業研究はチャネル問題に始まり、

バブル崩壊に伴い市場競争が激化する中、情報システムを営業に活用することで従来の個

人の営業から組織的な営業様式へのパラダイム転換を示唆した。これによって日本独自の

商習慣の中で守られこれまで学術的に明らかにされてこなかった営業領域にメスを入れる

と共に、グローバル化、情報化する市場のなかで求められる新たな営業のあり方について

考察している。高嶋は、「営業プロセス・イノベーション」において営業担当者の持つ情報

を共有するデータベース営業、営業活動のプロセス管理、技術部門等との連携を目的とし

たチーム営業の 3 つのフレームワークを提示したことで、組織として問題解決型の営業の

導入と顧客との中長期的な組織間関係の構築を目指した。 

ただしこれらの仕組みは、決して営業担当者を管理するための便利なツールや、前後の

問題を職人的に解決してゆくためのものではなく、本来特定のより極所化した問題に対し

                                                   
88 松尾、早川、高橋[2011]pp.67-81. 
89 高嶋、赤堀[2012]pp.26-29. 
90 高嶋、田村[2016]参照. 
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て創造的活動を促すための補助的な仕組みであるといえる。よって営業活動が顧客の課題

を解決し、組織間関係を構築するためには、これらの仕組みが創造的に活用されなければ

ならない。もし創造的に活用されなければ、データベースは単なる履歴管理となり、プロ

セス管理はマニュアル化、チーム営業はただの形式的なのものに変化してしまうだろう。 

高嶋の「営業プロセス・イノベーション」以降の研究展開では、営業担当者の自律性や

人材育成の視点から考える営業のあり方、また営業のサービス化といったマネジメントに

焦点があててられるようになり、現場における創造性の重要性が再認識されるようになっ

た。しかしながら営業担当者の創造性については充分議論されているとはいえない。営業

活動にデータベース営業、プロセス管理、チーム営業が導入されたことによって組織とし

て営業の基礎は築くことは出来たが、今後議論していかなければならないのは、何を目的

としどのようにその仕組みを活用してゆくのか、またそこから如何なる価値を創造するの

かを明らかにしていかなければならない。そのために企業は、営業担当者の創造性が如何

なるもので、創造性を発揮させるための仕組みづくりについて議論してゆく必要があるの

ではないだろうか。 
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第 3 章 米国におけるセールスマンの創造性研究の展開 

 

 第 2 章では特に高嶋の「営業プロセス・イノベーション」を中心に日本の営業研究を検

討した。その中で日本の営業研究が現場の営業担当者の創造性を如何に発揮させるかとい

う課題を抱えていたこと、また近年の高嶋の営業研究に中心的にみられるように、営業担

当者の自律性や人材育成、個人の創造性の重要性が指摘されていることを示した。しかし

ながら、営業担当者の創造性の重要視はなされても、営業担当者の創造性とは如何なるも

のかという点については、日本の営業研究では未だ充分に取り上げられていない。よって

本章では、それに関連しているとされる近年の米国セールスマンの創造性研究を取り上げ、

営業担当者の持つ創造性の役割や意義を明らかにすると共に、創造性を発揮する上で影響

を与える要因について考察を行なう。 

 

 

1．セールスマンの創造性研究の誕生 

 

創造性の定義については現代の社会心理学では、「創造性の概念化は、個人の特性や一

般的能力としてではなく、個人の特徴や認知能力、そして社会環境の集合とすることで最

適化される」と論じられている1。 言い換えれば、創造性は個人（個性、認知能力など）

と環境の相互作用の結果として生まれる製品もしくはその他目に見える反応として現れ、

斬新で実際に役立つ考えや行動の流れを意味している。ただし、創造性はほぼ誰もが有す

るが、その方向や程度は必ずしも同じではないことが指摘される2。 

競争が激化する今日の環境において、創造性は組織の成功に不可欠なものであり、とく

にセールスは創造性が重要な役割を担う領域であるという認識が広まりつつある。市場が

進化し、技術が発展するにつれ、新たな視点を見出し、顧客の真のニーズを理解し、顧客

の課題に対し独自のソリューションを見つけるには、この全てに創造的な考え方とソリュ

ーションが必要である。これは、創造性が販売業務と切り離せない要件である可能性を示

している。これまで販売に関する研究では、販売業務における創造的側面の分析を正面か

ら行っておらず、販売員の創造的活動に関連する重要な問題に取り組んでこなかった 3。し

かし、近年営業組織が販売という付随業務から進化し、組織の生産性向上に向けた部門間

連携と他社との差別化を担う戦略的機能を担うようになったことで、創造性の研究の必要

性が販売の文脈で喚起されるようになったのは当然の成り行きといえるだろう4。 

表 3-1 は、セールスマンの創造性に関する主な先行研究について示している。米国に

おける初期の創造性研究は、心理学的理論による個人へのアプローチ、また認知能力への

アプローチに焦点をあててきた5。後に、経営とビジネスの学術的考察に関する研究では、

個人的な特性及び姿勢の要素（例：仕事に対する考え方や取組み等）の集合体と理論的

                                                   
1 Amabile[1983a]p.358. 
2 Amabile[1983b],Nickerson[1999]pp.392–430. 
3 Wang,Netemeyer[2004]p.805. 
4 Pullins,Strutton,Pentina[2012]pp.73-86. 
5 Williams,Yang[1999]参照. 
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に関係づけられた創造性が重視したのは、革新的問題解決姿勢（例：Barron 1969、Kirton 

1989)、直感、内部動機、曖昧さに対する耐性、リスクの 5 つの分野であった。また創造

性の認知プロセスでは、通常と異なる「独創的」な考え方と「横」のつながり（例：de Bono 

1991）に重点が置かれた 6。近年では創造性のシステム理論が出現し、これは一般に個人

と環境の相互作用を重視し、創造性が発揮されるには複数の要素が同時に統合される必要

があると主張している。 

 

表 3-1 セールスマンの創造性に関する主な先行研究 

 

出所：Pullins,Strutton,Pentina[2012]pp.21-22. 

                                                   
6 Pullins,Strutton,Pentina[2012]pp.73-86. 
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もちろんセールスにおける問題解決アプローチはしばらく前から受け入れられてきた。

Eliashberg、Lilien、Kim は、問題解決アプローチにより営業機会や顧客との長期的関係が

改善すると述べ、多くの研究で営業の問題解決アプローチの重要性を強調している 7。心理

学的研究が示しているのは、問題解決の成功は創造性と強い相関関係にあるということで

ある8。また、セールスマンの動機付け（例： Ford 他 2008)と専門的知識（例：Stern 1989）

は共に創造性を育むと考えられた。組織の観点から創造性を高めることに着目した研究

では、社会的環境（例：Csikszentmihalyi 1988）と、組織文化および職場環境（例：Amabile 

1988、Mumford および Gustafson 1988）が個人およびチームの創造性を高める要因であ

ることがわかった 9。 

 次節以降では、創造性研究の主な領域とされる「セールスマンの創造性の役割」、「セ

ールスマンの創造的成果と尺度」、「セールスマンの創造性の育成」について考察を行

なう。 

 

 

2．セールスマンの創造性の役割 

 

Pullins、Strutton、Pentina は、セールスマンにおける創造性の役割について『リアルタ

イム環境でより創造的な代替案を提示できるセールスマンは、そのソリューションで高水

準の差別化を実現する』という仮説を説いた10。また Wang、Netemeyer は、優秀なセー

ルスマンの、新製品を見出し、顧客の真のニーズを捉え、顧客の課題に適したソリュー

ションを追求するなどの仕事には創造性が不可欠だと提唱している 11。 

そもそもセールスにとって創造性の意義は、買い手と売り手の異なるニーズのバランス

を取り、それぞれが満足する win-win の代替ソリューションを提供することにある。した

がってセールスマンは仲介役として、販売という立場ではなく、情報や問題を識別しなが

ら代替ソリューションを生み出す能力が重要になるため創造性のニーズがますます高くな

る。さらに、自身の通常の役割や日々の業務を超えて市場を感じ取り、企業にとって重要

な外部環境で何が起きているかを理解する能力が求められる 12。これは、創造的な人間が

直面する問題で何が重要かを「感知」するために多様な情報をふるい分けなければならな

いのと非常に似ている13。 

また、セールスマンは顧客や自社のために多種多様な機会や価値を自ら進んで創造しな

ければならない。今日、販売で成功するには、顧客と顧客の抱える問題、その重要な課題

について新たな考え方を生み出す必要がある。非常に優れた能力を備えるセールスマンな

                                                   
7 Eliashberg,Lilien,Kim[1995]pp.647-660. 
8 Amabile[1988]pp.23-167. 
9 Pullins,Strutton,Pentina[2012]pp.73-86. 
10 Pullins,Strutton,Pentina[2012]pp.73-86. 
11 Wang,Netemeyer[2004]pp.805-812. 
12 三浦[1967]p.50.三浦は「創造的販売（creative selling）」とは顧客がどのように自己とその環境を知覚

するか、またその知覚がどのようにその行動に影響するかといった点の認識から出発しなければなら

ないと指摘している。 
13 Pullins,Strutton,Pentina[2012]pp.73-86. 
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ら、これまでになかった（あるいは、あることはわかっていた）顧客のウオンツもしくは

ニーズを創り出す（あるいは、革新的に発掘する）ことも多々あるだろう。有能なセール

スマンであれば、集中的思考を使って新たなソリューション、もしくは既存のソリューシ

ョンの新たなバリエーションを生み出す可能性が高い。また新たなメッセージ、もしくは

既存のメッセージの生産的バリエーションを生み出し、新規に創り出したアプローチを通

じてそれを実現するだろう14。 

創造力のあるセールスマンはそうでない者に比べ、変化する環境の課題に、より周到に、

責任を持って立ち向かうだろう 15。創造力のあるセールスマンは、従来に比べはるかに優

れたソリューションを生む可能性に富んだ新しい有効な販売アイデアを自ら進んで考え

出し、それを自分のものにする。事が上手く運ばない最悪の場合であっても、創造力のあ

る販売員なら「これはここの売り方でない」というような不毛の言い訳に固執することは

ない。彼らは、対面（リアルタイム）販売の際のプレッシャー下でも創造的思考をする必

要がある16。 

 

 

3．セールスマンの創造的成果と尺度 

 

Wang、Netemeyer は、セールスマンの創造的成果について当人が生み出す新しいアイデ

アと斬新な行動の量が、セールスマンの創造的成果であると概念化した。またセールスマ

ンは、組み立てが不十分な販売上の問題を解決する際、これらのアイデアや行動が有効且

つ妥当で、販売成果に貢献したいという思いからそれらを生み出し実行に移していること

がわかった17。 

実証試験を通じ、特に創造性が現れるのが、問題に対して新たなソリューションを生み

出し検証する際、問題を違う観点から捉え新たな問題を見つけ解決する際、あるいはこれ

まで見過ごされていた問題を見つける際であることがわかった。特に問題となりやすいの

が、顧客関係の管理、ロジスティクス、教育、社内協調の分野であり、セールスマンはこ

れらの問題を通じて、提案営業をし、顧客とのつながりを築き、異なる領域の知識やスキ

ルを販売における問題に適用することで創造性を発揮しているのである 18。 

また Wang、Netemeyer は、セールスマンの創造性の尺度として、①革新的方法による販

売提案、②臨機応変な販売業務の実施、③顧客ニーズを満たす新アイデアの考案、④従来

なかった顧客問題に対し複数の代替案を創出し評価する、⑤旧来の問題に新規の見方を導

入、⑥答えが不確かな場合に問題解決法を改善、⑦創造的販売アイデアの創出であること

を示唆した（表 3-2 参照）19。 

 

 

                                                   
14 Moncrief,Marshall[2005]pp.13-22. 
15 Strutton[2009]pp.31–43.  
16 Pullins,Strutton,Pentina[2012]pp.73-86. 
17 Wang,Netemeyer[2004]pp.805-812. 
18 Wang,Netemeyer[2004]pp.805-812. 
19 Wang,Netemeyer[2004]pp.805-812. 
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表 3-2 尺度項目の因子負荷量 

 
出所：Wang,Netemeyer[2004]p.808. 

 

 

 

4．セールスマンの創造性を如何に育むか 

 

4.1 「心の知能指数（EI）」と創造性の関係性 

Lassk および Shepherd は、セールスマンの感情面に関連した要素とされる「心の知能指

数（emotional intelligence）」と創造性が相関関係にあることを明らかにした 20。「心の知能

指数」とは、個人の問題解決と社会的関係の広範な多様性を説明する変数であり 21、「心の

知能指数」にはいくつかの理論があるが、代表的なものに「統合モデルアプローチ」があ

る22。ここで「心の知能指数」の定義は、「的確に物事を捉え、称賛し、感情表現する能力；

思考を促す際に感覚にアクセスしたり感覚を生み出す能力；相手の感情や感情的認識を理

解する能力；そして感情的および知的な成長を促すために感情を調節する能力」とされる 23。 

また一方で、「心の知能指数」が仕事の満足度と深い結びつきがあることがわかった。「心

の知能指数」の高い人間は自身および他人の感情の評価に、より長けており、「心の知能指

数」の低い者より意志決定の際、感情を活用し調節している。つまり「心の知能指数」の

高いセールスマンは、自身がストレスや不満に出会ったときにそれを認識出来、味わって

いるストレスに対処するために感情を調節することが出来るのである。こうした「心の知

能指数」のスキルは、顧客との接点であるがゆえに顧客や組織の上司・同僚と関わらなけ

ればならないセールスマンにとって不可欠である。よって「心の知能指数」のスキルをう

まく使えば、望ましい社会的交流が促され、自身の仕事満足度を上げることが出来るだろ

う24。 

                                                   
20 Lassk,Shepherd[2013]pp.25-37. 
21 Mayer,Salovey,Caruso[2008]pp.503–517. 
22 Mayer,Roberts,Barsade[2008]pp.507–516. 
23 Mayer,Salovey[1997]p.35. 
24 Kafetsios,Zampetakis[2008]pp.712–722. 

http://www.tandfonline.com/author/Lassk%2C+Felicia+G
http://www.tandfonline.com/author/Shepherd%2C+C+David
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Sosik、Megerian は、「心の知能指数」の高いマネージャーは、自己意識の高くないマネ

ージャーに比べて仕事の能力が高く、「心の知能指数」と仕事の成績との間に正の相関があ

ることを明らかにした25。これによってセールスマンおよびマネジャーの「心の知能指数」

が仕事の成果に対して大きなプラスの影響を与えると同時に個々の仕事の満足度とも相関

関係にあることが明らかなった（図 3-1 参照）26。 

 

図 3-1 販売員の心の知能指数と創造性のモデル

 

出所：Lassk,Shepherd[2013]p.27. 

 

4.2 セールスマンの市場志向（MO）が及ぼす創造性へのプラス要因 

顧客価値創造を通じて企業に優れた成果をもたらす市場志向（market- orientation）は、

現代のマーケティングの考え方の中核にある 27。Narver、Slater によれば、市場志向は 3 つ

の行動的適応（①顧客志向、②競合対応、③部門間協調）で構成されている 28。Guenzi、

Troilo は、その内の③部門間協調に着目し、顧客の価値創造においてマーケティング部門

－セールス部門による部門間協調の重要性を指摘し、両者の有効な関係に向けて価値観や

戦略、プロセス、姿勢においてそれぞれが協調することが望ましいと論じている29。 

従来の研究では、目標や結果に対する過度な短期的志向はマーケティング－セールスの

相互関係の有効性を抑制すると共に、部署間の対立を生み、ビジョンや目標、活動に不整

合をもたらすと論じられてきたが、Guenzi、Troilo は、企業が長期戦略を志向することで

両者が協調し優れた顧客価値を生み出することを明らかにした30。 

本来、顧客対応能力とはマーケティング部門とセールス部門の共同責任を必然的に意味

するものである。実際に、顧客対応管理に関する研究では通常、社内組織が顧客価値創造

に向けて一丸となった努力を行なうことの必要性を強調しているように、販売プロセスが

一個人の能力を超えるときは組織横断チームが必要であり、総合的努力が求められること

                                                   
25 Sosik,Megerian[1999]pp.367–390. 
26 Lassk,Shepherd[2013]pp.25-37. 
27 Kohli,Jaworski[1990]pp.1–18. 
28 Narver,Slater[1990]pp.20–35. 
29 Guenzi,Troilo[2007]pp.98–107. 
30 Guenzi,Troilo[2007]pp.98–107. 

http://www.tandfonline.com/author/Lassk%2C+Felicia+G
http://www.tandfonline.com/author/Shepherd%2C+C+David
http://www.tandfonline.com/author/Lassk%2C+Felicia+G
http://www.tandfonline.com/author/Shepherd%2C+C+David
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がある31。同様に、管理者やセールスマンなど顧客との接点となる職務にはセールス・マ

ネジャーの重要な責任があるため、マーケティング戦略導入の際にセールス部門が非常に

重要な役割を担う場合がある 32。顧客対応能力においても、優れた顧客価値を生み出す企

業の能力は、明らかにマーケティング部門とセールス部門のスタッフが行う意志決定と活

動を調整し統合する能力にかかっているといえるだろう33。 

 

4.3 セールスマンの市場志向（MO）が及ぼす創造性へのマイナス要因 

一方、Wang、Miao はセールスマンの市場志向と創造性の潜在的抑制要因について「業

務の相互依存性」と「成果の相互依存性」の観点から考察を行ない、「成果の相互依存性」

に顧客志向を阻害する側面があることを明らかにした34。「業務の相互依存性」とは、同一

部署の販売員が業務を効率的にこなすためにお互いの知識やスキルに依存し合う度合いの

ことであり、「成果の相互依存性」とはセールスマンの役割や評価、報酬が販売部門の成績

に直接結びつく度合いのことを示している35。 

Wang、Miao は、検証によって「業務の相互依存性」には何の抑制効果もないが、「成果

の相互依存性」はセールスマンによる競合他社対応に対してプラス効果を高める可能性が

ある一方で、創造性に対する顧客志向のプラス効果を阻害することを明らかにした。その

主な要因として顧客情報と競合情報の違いにある。競合情報とはわかりやすく、長続きし

ないものである。競合他社が何をしているか、あるいはどうしようとしているかに関する

情報を基にして競合他社を出し抜くための素早い行動が求められる。競合情報に基づいた

イノベーションは抜本的というより漸増的で、差別化よりコスト優位性を追求する傾向が

ある36。 

これに対して、顧客情報とは競合情報に比べ分かりにくく、より深い解釈と分析の時間

を必要とする。したがって、成果の相互依存性がセールスマンによる顧客のあまり明確で

ない潜在的ニーズを十分判断するのに必要な時間を割くことを阻害することから、結果的

にセールス部門全体の目標達成を遅れさせ、目先の業績を脅かす可能性がありうる。この

ように「成果の相互依存性」はセールスマンの創造性に対する顧客志向のプラス効果を弱

める可能性があることが分かった37。 

また Wang、Miao は、これらを踏まえ企業がよりセールスとイノベーションの関係性に

ついて認識することの重要性を指摘している 38。従来、販売機能は創造性とイノベーショ

ンの源泉とは見なされていないのが一般的で、セールスには通常、正式にイノベーション

を果たす役目はなかったが39、現実的には、過度に競争の激しい環境のなかで価値を創造

している。そのためにはセールス・マネジャーとセールスマンは同様に創造性を発揮し、

革新的プロセスを導入することを頻繁に求められる。よって企業は、セールスマンが顧客

                                                   
31 Workman,Homburg,Jensen[2003]pp.3–21. 
32 Weitz,Bradford[1999]pp.241–254. 
33 Guenzi,Troilo[2007]pp.98–107. 
34 Wang,Miao[2015]pp.2374–2382. 
35 Menguc,Auh,Uslu[2013]pp.19–39. 
36 Changdy,Tellis[2000]pp.1–17. 
37 Wang,Miao[2015]pp.2374–2382. 
38 Wang,Miao[2015]pp.2374–2382. 
39 Judson,Schoenbachler[2006]pp.194–202. 



- 62 - 

 

と市場に接しているだけに製品の改良を促す重大な役割を果たすこと認識した上で、現場

のセールスマンの革新的アイデアに耳を傾けることの重要性を説いた40。図 3-2 では、セ

ールスマンの市場志向がイノベーションと業績にもたらす効果について示している。 

 

図 3-2 セールスマンの市場志向がイノベーションと業績にもたらす効果 

 

出所：Wang,Miao[2015]p.2375. 

 

 

 

5．セールスマンの創造性研究の貢献と課題 

 

これまで日本の営業研究は、データベース営業、プロセス管理、チーム営業など営業担

当者の知識や活動を可視化、共有することで従来の個人型営業から組織型営業への転換を

示唆したが、現場の営業担当者の創造性についてはあまり触れられてこなかった。 

しかし創造性研究によって、企業が競争優位性を築き、優れた成果をあげる上で、セー

ルスマンの創造性（イノベーション、顧客価値創造）が重要な役割を果たしていることが

明らかになった 41。またセールスマンの創造性が経営的に重要な意義を持つだけでなく、

経営者が顧客と密接な関係にあるセールスマンに「どう製品を位置付けし、販売するのが

最も良いかについて創造的に考え、自ら意思決定することが出来る権限」を与えることの

重要性を示唆しているといえる 42。またセールスマンの市場志向が与えるプラス要因とマ

イナス要因を明らかにしたことで、セールスマンの創造性が創造的組織文化の下で有効に

機能し、仕事の成果に大きな影響をもたらしていることが分かった。 

一方で課題点もある。それは組織として如何にアイデアを実現するかという問題である。

ドラッカーは、『マネジメント』の「創造性という幻想」において、個人のパーソナリティ

としての創造性ではなく、マネジメントによる創造性の重要性を強調している。昔ながら

のスローガンで「ひとりひとりの創造性を活かそう」等といわれているが、その根拠は存

                                                   
40 Wang,Miao[2015]pp.2374–2382. 
41 Wang,Miao[2015]pp.2374–2382. 
42 Wang,Netemeyer[2004]pp.805-812. 
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在せず、基本的なツールが提供されないかぎり、創造性は効果を発揮しないと論じている。

要するに創造性とは分析や知識の代わりにはならないのである 43。 

 またレビットは、『アイデアマンの大罪』において、創造性を礼賛する人々はアイデアば

かりに焦点をあて、成果をあげるためのプロセスを軽視していると指摘した。そもそも着

想（アイデアの創造）とイノベーション（実現）は異なる。画期的なアイデアが生かされ

ないまま何年も放置されるのは、アイデアを生み出すという意味の創造性ではなく、イノ

ベーションすなわちアイデアを具体化する営みが欠けているのである 44。 

我々の最終目標はセールスマン個人の創造性で留まるものではなく実際に成果をあげ

ることにある。あくまでも創造性やアイデアは一通過点でしかない。またセールスマンの

創造性研究の歴史は浅く、現時点での研究データは断面的で便宜的サンプルによるため予

備的な位置づけとされることから、より多様な実務家との理論的且つ実証的な検証が必要

であるだろう。今後求められるのは、セールスマンという個人を対象とした創造性の問題

から、組織としてそれらを如何にマネジメントし成果につなげてゆくのかについてより議

論を深めてゆく必要があるだろう。 

 

 

おわりに 

 

これ迄米国のセールスマンの創造性に関する研究を概観した。米国でこのような議論が

進んだ背景には、日米における仕事の捉え方の違いがあると考えられる。通常米国では、

Job Description（職務記述書）45によって事前に詳細の業務範囲、業務の進め方などが明確

に定義されているが、日本ではこれに相当するものをもつ企業はほとんどない。よって仕

事の範囲が曖昧で、顧客の要求に臨機応変に動くことが求められる日本の営業とは違い、

米国のセールスマンが創造性を発揮するには Job Description という領域から外れたより広

い視点からセールスを捉える必要性があったからではないだろうか。 

本章では、米国の創造性研究が社会心理学から誕生しどのように経営・ビジネスに展開

されてきたのか、そしてセールスマンの創造性が如何に定義されどのような意義を持って

いるのかを考察すると共に、セールスマンの創造性に影響を与えるとされる心の知能指数

(EI)や市場志向(MO)との関係性を明らかにした。今日ビジネス市場において営業は、単

なる販売活動でなく、様々な知識をつかって価値を生み出す中核的存在になりつつある。

顧客からの情報収集や製品開発、顧客との組織間関係を形成する上でセールスマンの創造

性が重要な要素であることを示唆している。特に昨今のように顧客ニーズが多様化し変化

が激しい市場においてセールスマンの創造性が大きな強みとなるだろう。 

しかしながら、セールスマンの創造性研究の課題は、アイデアを如何に実現し成果につ

なげてゆくのかについて十分議論されていない点にある。また、研究対象がセールスマン

個人のため、組織としての営業については殆ど議論されていない。つまり、セールスマン

の創造性によって見出された顧客価値が組織内及び組織間関係を通じて如何に実現されて

                                                   
43 Drucker[1974]pp.267-268. 
44 Levitt[1963]pp.72-83. 
45 渡辺[2015]p.44. 
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いくかという過程については充分に論じられていない。 

個々人が創造性によって如何に優れたアイデアや知識を生み出しても、それが必ずしも

成果に結びつくとは限らない。ドラッカーはこの点について誰よりも自覚的であった。ド

ラッカーは仕事の成果に主として“質的な”ものを求められる仕事を知識労働と規定した。

そして、知識労働の生産性を高めるにはあくまで「成果」に焦点を合わせなければならな

いとしている46。 

ここにおいて、組織が営業活動によって成果をあげるためには、営業担当者個人の創造

性を成果に結びつける仕組みを如何に作り上げるかが重要となっていることが分かる。言

い換えれば、営業活動を知識労働、営業担当者を知識労働者として位置づけ、それを如何

にマネジメントするかが求められている。これを踏まえて、次章では営業研究の基礎にド

ラッカーの知識労働の概念を置くことによって、営業活動を通じた顧客創造の理論的フレ

ームワークの構築を行なうこととする。 

                                                   
46 Drucker[1992]pp.79-95. 
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第 4 章 営業による顧客創造についてのドラッカー的アプローチ 

 

第 1 章から第 3 章にかけて米国のマーケティング理論におけるセールスフォース・マネ

ジメントの議論から人的販売論、販売管理論では販売領域に限定していることから、顧客

との組織間関係といった全体が掴めないという課題を明らかにした。これを踏まえ、日本

の営業研究の特徴と、組織型営業に向けた高嶋の「営業プロセス・イノベーション」が抱

える営業担当者の価値創造に関する課題を明らかにした。そして米国セールスマンの創造

性研究の考察から、組織として営業を通じて如何に成果をあげるのかという課題に対して、

筆者は営業研究の基礎に知識労働の概念を置くことが必要であると考えている。よって本

章では、ドラッカー理論を活用しながら顧客創造の理論的フレームワークを提示し、それ

ぞれの要素について考察を行なう。 

 

 

1．顧客創造の理論的フレームワーク 

 

近年、知識を基盤とした組織が社会の中心となり、その組織における主要な存在が知識

によって「成果」をあげる知識労働者となってきた。ここでいう知識とは、効用としての

知識であり、行動にとって効果的な情報であり、成果に焦点があてられた情報である。従

来はマネジメント上の意思決定は、トップマネジメントのごく数人によって行なわれ、他

の人間はその意思決定の内容を実行するだけに過ぎなかったが、今日では中小企業ですら

技能や体力ではなく自らの知識を仕事に適応する知識労働者によって成り立っている。 

ドラッカーは、知識の生産性向上において「変化の機会」と「知識の結合」とが重要な

要素であると論じている。つまり知識の生産性をあげるには、「変化の機会」を捉え体系的

に利用することが必要であり、それらの機会は知識労働者とそのチームの能力と強みに合

わせて利用されなければならない 1。そして、知識の生産性をあげるためには結合を学ばな

ければならない。これらの知識の生産性に関する問題は、国、産業、企業の競争力にとっ

て、ますます決定的な要因であり、競争の中で優位に立てるか否かは、誰もが手に入れら

れる知識からどれだけ多くのものを引き出せるかによるとドラッカーは論じている 2。 

知識の結合には、必要とされる知識や情報の体系的な分析と共に、問題に取り組む手順

の編成に関わる方法論が必要となってくる。言い換えれば、知識を特化することによって

潜在的な可能性を具体的な成果へと転化するための方法論、体系、手順が必要となってく

るのである。もしそれらがなければ、利用しうる知識の殆どが生産的とはならない。単な

る情報に過ぎないのである3。したがって組織が知識労働によって成果を上げるためには

「変化の機会」と「知識の結合」によって顧客のイノベーションを実現しなければならな

い。そのためには営業活動を通じ市場の潜在的変化に気づき、それを自らの機会として捉

え、結合によって価値へ転換することが営業の質を左右する重要な要素といえるだろう。 

したがって本研究では、ドラッカー理論を活用し知識労働者のマネジメントを目的とし

                                                   
1 Drucker[1993]pp.192-193. 
2 Drucker[1993]pp.192-193. 
3 Drucker[1993]pp.192-193. 



- 66 - 

 

た顧客創造の理論的フレームワークを以下の通り示す。本フレームワークは、「組織による

顧客志向の実践」、「イノベーション機会の発見」、「マーケティングによる顧客創造」の 3

つから構成されている。まず第 1 にドラッカーのマネジメントの出発点ともいえる「顧客

の創造」という概念がある。ドラッカーは『現代の経営』において「事業の目的は顧客の

創造である」と説いたように、企業の目的と使命を定義する時、顧客を出発点とすること

が重要であると指摘している4。知識労働者においても、自らのミッションを定義すること

は重要な問題であり、それによって如何に考え、如何に意思決定し、如何に行動するのか

仕事の進め方が決まってくる。特に専門性の高い知識労働者にとって何を貢献とするかは

大きな問題といえる。第 2 に知識を仕事に適応する上で重要な要素となるのが機会である。

顧客に最も近い存在の営業担当者は、まず何よりも市場の変化を脅威ではなく機会として

捉えることが必要となる。そのためには外部に目を向け、市場や顧客がどのように変化し

ているのかを分析することが重要となる。第 3 にこれらの機会を起点としたイノベーショ

ンの具現化である。ドラッカーは『現代の経営』において、顧客の創造を目的とした企業

の基本的機能としてマーケティングとイノベーションの 2 つを挙げている5。知識労働とし

ての営業においては、実際のマーケティング活動を通じ、顧客の課題解決を図ることで新

たな価値や市場を創造することが組織の成果につながっているのである。図 4-1 では、以

上で説明した顧客創造の理論的フレームワークが示されている。 

 

図 4-1 顧客創造の理論的フレームワーク 

 

出所：著者作成。     

 

 

 

 

                                                   
4 Drucker[1954]参照. 
5 Drucker[1954]参照. 
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2．組織による顧客志向の実践 

 

 1954 年、ドラッカーは『現代の経営』で、マーケティングの規定について「財やサービ

スを市場で売ること」としたが、それが生産に遡っていき、20 年後に著された『マネジメ

ント』では「販売からマーケティングへ」が追加された6。真のマーケティングは、顧客の

人口構造、顧客の現実、顧客のニーズ、顧客の価値からスタートしたように、顧客からス

タートする。「我々は何を売りたいか」ではなく、「顧客は何を買いたいか」を考える7。 

ドラッカーは、知識労働者について自ら方向づけ、管理、動機づけを行なうことから、

マネジャーは彼らに対し如何なる成果と業績が求められているかを知らせなければならな

いという8。また知識労働者の貢献について次のように論じている。「貢献に焦点を合わせ

ることによって、自らの狭い専門やスキルや部門ではなく、組織全体の成果に注意を向け

るようになる。成果が存在する唯一の場所である外の世界に注意を向ける。自らの専門や

スキルや部門と、組織全体の目的との関係について徹底的に考えざるを得なくなる。政策

にせよ、医療サービスにせよ、自らの組織の産出物の究極の目的である顧客や患者からの

物事を考えざるを得なくなる。その結果、仕事や仕事の仕方が大きく変わってくる。」9 

しかし、ドラッカーによれば企業は顧客志向の重要性を認識しながらも、実際の市場で

は顧客との間に「ズレ」が生じてしまっていると指摘している。『現代の経営』では「40

年もマーケティングが説かれ、教えられ、信奉されながら、それを実行するものがあまり

に少ない」と記している10。またコトラーは、マーケティング・コンセプトを実行してい

る企業は極めて少なく、優れたマーケターとして名を馳せているのはほんの一握りの企業

に過ぎないと指摘している11。 

なぜ企業にマーケティング志向が定着しないのだろうか。第 1 の要因は、マーケティン

グが価値創造を目的としているにも関わらず、利益目的を優先してしまう企業の体質にあ

るといえる。本来価値創造が利益に繋がって初めて企業の継続性が認められる。よってい

くら利益追求を目指してもそこから新たな価値創造は困難といえるだろう。 

第 2 にコミュニケーションの問題がある。重要なのはコミュニケーションの主体は受け

手であり、受け手はコミュニケーション全体を知覚する必要がある。知覚範囲とは、受け

手の野心や理念など生理学的なものであり、人間としての物理的限界によって規定される

が、これは身体的要因ではなく文化的、心理的要因が何より重要な制約となる 12。よって

コミュニケーションが成立するには、メッセージを相手が受け止め、心を動かすことが決

定的に重要であり、これは個人に対しても組織に対しても同様のことがいえる。 

 したがって営業活動では、常に市場にアンテナをはり、顧客のニーズに耳を傾けなけれ

ばならない。そのために企業は、営業担当者に対して目先の商談獲得ではなく将来的な顧

客の価値に焦点を当て、個人ではなく組織に対する貢献を重視することを認識させなけれ

                                                   
6 三浦[2011]pp.40-41. 
7 Drucker[1974]pp.64-65. 
8 Drucker[1964]pp.221-224. 
9 Drucker[1967]pp.52-54. 
10 Drucker[1985]p.251. 
11 Kotler,Keller[2012]p.16. 
12 Drucker[1974]pp.483-485. 
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ばならない。特に生産財企業では、顧客よりも技術志向が強くなってしまい自社の技術や

製品が先行したプロダクト・アウト的な営業風土を持つ企業が多い。だがどれだけ高い技

術力や製品力を持っていても市場に受け入れられなければ存続することが出来ない。した

がって企業にとってマーケティング・コンセプトの実行は重要な課題であると同時に、顧

客と直接コミュニケーションを行なう営業活動の果たす役割は大きい。 

 

 

3．イノベーション機会の発見 

 

 シュンペーターは、『経済発展の理論』のなかで、後にイノベーションと呼ばれることに

なるものを、「新結合の遂行」と定義し、5 つの新結合として「新しい財貨」、「新しい生産

方法」、「新しい販路の開拓」、「新しい供給源の獲得」、「新しい組織の実現」を挙げた 13。

ドラッカーは、このシュンペーターの理論を踏まえイノベーション概念とは技術というよ

りも経済や社会に関わる用語であり、供給に関わる概念よりもむしろ需要に関わる概念、

つまり消費者が資源から得られる価値や満足を変えることと定義した 14。 

ドラッカーはイノベーションと変化について次のように論じている。「変化とは既に起

こった変化や起こりつつある変化である。成功したイノベーションの圧倒的に多くが、そ

のような変化を利用している。イノベーションの中にはそれ自体が大きな変化である場合

もあるが、実際に成功したイノベーションの殆どが平凡である。単に変化を利用したもの

に過ぎない。したがってイノベーションの体系とは、具体的、処方的な体系である。即ち

それは変化に関わる方法論、企業家的な機会を提供してくれる典型的な変化を体系的に調

べる方法論である。」15  

またドラッカーはイノベーションについて次のように論じている。「企業において、イ

ノベーションを職能の 1 つとみることは出来ない。それは技術や研究に留まることなく、

あらゆる部門と活動に及ぶ。体系的なイノベーションのための組織構造としては、イノベ

ーションは 1 つの職能ではなく、あらゆる事業活動の一側面として組織すべきである。あ

らゆる部門がイノベーションに責任を持ち、イノベーション上の明確な目標をもつ必要が

ある。あらゆる部門が自ら供給する財とサービスのイノベーションへの貢献に責任を持た

なければならない。イノベーションとは、人的資源や物的資源に対し、より大きな富を生

み出す新しい能力をもたらすことである。」16 つまり企業の技術部門や開発部門だけが組

織のイノベーションに対して責任を持つのではなく、営業部門などのホワイトカラーにも

イノベーションへの責任があるのである。ある変化を機会として捉えるか否かは企業の成

果に大きな影響を与えるものとなる。ドラッカーは、『イノベーションと企業家精神』にお

いてイノベーションのための 7 つの機会を提示している17。 

 

                                                   
13 シュンペーター[1977]pp.182-183. 
14 Drucker[1985]pp.21-26. 
15 Drucker[1985]p.34-35.ここでいう既に起こった変化とは、予期しない成功や失敗を示している。 
16 Drucker[1974]pp.65-67. 
17 Drucker[1985]pp.35-36. 
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＜イノベーションの７つの機会＞ 

第 1 の機会：予期せぬ成功と失敗を利用する 

第 2 の機会：ギャップを探す 

第 3 の機会：ニーズを見付ける 

第 4 の機会：産業構造の変化を知る 

第 5 の機会：人口構造の変化に着目する 

第 6 の機会：認識の変化を捉える 

第 7 の機会：新しい知識を活用する 

 

7 つの機会のうち営業活動に関わりの深い「ギャップを探す」、「ニーズを見付ける」に

ついて考察を行なう。ギャップとは、現実にあるものと、あるべきものとの乖離、あるい

は誰もがそうあるべきとしているものとの乖離を意味する。ドラッカーは、この不一致を

断層に見立て、「断層はイノベーションへの招待である。断層では、経済構造や社会構造に

変化をもたらす不安定な状態」18と説明している。つまりギャップが既に起こった変化や

起こりうる変化の兆候であると論じている。 

 ギャップの種類には、①業績ギャップ、②認識ギャップ、③価値観ギャップ、④プロセ

ス・ギャップの 4 つがある。業績ギャップとは、製品やサービスの需要が伸びているにも

関わらず、業績が伸びていない状態。つまり製品と顧客との接合点の問題である。認識ギ

ャップは、内部の者が物事を見誤り、現実について誤った認識をもつとき、その努力は誤

った方向に向かう。成果を期待出来ない分野に集中する場合である 19。価値観ギャップと

は、顧客の目的と企業が提供しようとする価値との間にギャップが存在している状態をい

う。それは売り手が、顧客の本当に買っているものが何であるかの誤解を与えている 20。

プロセス・ギャップは、顧客は既に感じてはいるものの、それらの声に耳を傾け真剣に取

り上げることが出来ていない部分である 21。つまり、顧客の仕事のサイクルの中で困って

いる点や不安な点においてイノベーション機会を見出すことが出来るのである。 

 顧客ニーズは、①プロセス上のニーズ、②労働力上のニーズ、③知識上のニーズの 3 つ

に分類される。ギャップは既に存在するイノベーション機会であるのに対し、ニーズは未

だ存在していないために自ら知覚発見によって顕在化させなければならない 22。ドラッカ

ーによれば、「イノベーション機会としてのプロセス上のニーズの利用は、他のイノベーシ

ョンとは異なり、状況からスタートすることはない。課題からスタートする。状況中心で

はなく課題中心である。それは知的発見によって、既に存在するプロセスの弱みや欠落を

補うためのイノベーションである。誰もがニーズを知っている。しかし誰も手をつけてい

ない。ひとたびイノベーションを行なうや、直ちに受け入れられ、標準として普及してい

く」23と論じている。 

そのためには、組織は顧客のビジネス・プロセスのニーズを如何に顕在化させ、そのニ

                                                   
18 Drucker[1985]pp.57-58. 
19 Drucker[1985]pp.62-64. 
20 Drucker[1985]pp.64-66. 
21 Drucker[1985]pp.66-68. 
22 Drucker[1985]p.69. 
23 Drucker[1985]pp.69-70. 
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ーズに対して如何に魅力ある解決策を提示することが出来るかが重要となってくる。その

ためには、自社の製品を売るだけでなく、顧客の事業そのものを理解しなければならない。

顧客のなかで自社の製品やサービスがどのような目的のために使われているのかという広

い視点から顧客ニーズを捉えなければならない。またドラッカーは、ニーズに基づくイノ

ベーションの条件として、第 1 に何がニーズであるかが明確に理解されていること、第 2

にイノベーションに必要な知識が手に入ること、第 3 に問題の解決がそれを使う者の仕事

の方法や価値観に一致していることであると論じている24。 

 

 

4．マーケティングによる顧客創造 

 

知識労働者は、高度の専門能力、教育または経験を備えており、その仕事の主たる目的

は知識の創造、伝達または応用にある 25。ドラッカーによれば知識労働について肉体的な

スキルや筋肉ではなく体系的な教育から学び取ったコンセプト、理論、思考を使って働く

と定義している。また、知識労働は量やコストによってではなく成果によって規定される

べきであり、モノではなくアイデアや情報、コンセプトを生産する専門家といえるだろう。 

しかし、専門家のアウトプットとは、他の専門家のアウトプットと統合されてはじめて

成果となるため、知識労働者は自らの産出物たる断片的なものを生産的な存在にするため

に、何を知り、何を理解し、誰に利用してもらうかを考えなければならない 26。そのため

には知識はチームとして組織されなければならない。またチームにはリーダーの存在や、

明確な課題の設定が必要となってくる。つまりチーム内での課題によって、担当者、時期、

分担、期間などを決める。知識労働の組織構造は厳密であると同時に弾力的であり、明確

な権限を持つと同時に仕事本位である 27。 

またドラッカーは、『イノベーションと企業家精神』において営業と関係性のある顧客

創造戦略として「効用戦略」、「価格戦略」、「事情戦略」、「価値戦略」の 4 つを挙げている。

「効用戦略」は価格やハイテク、特許も関係なく顧客が目的を達成する上で必要なサービ

スを提供することである。顧客のニーズに焦点をあて顧客にとって「真のサービスは何か」、

「真の効用は何か」を追求することにより、顧客は自らの欲求やニーズを自由に満足させ

ることが出来るのである。「価格戦略」とは、メーカーが売るものに値段をつけるのではな

く消費者が買うものに値段をつけることである。「事情戦略」は、個々の顧客の抱える様々

な事情を考慮し適応することである。イノベーションのための戦略は、それらの事実が顧

客に関わりを持つ限り不可避な事実として認めることから始まる。顧客が買うのはそれが

何であれ顧客の事情に合ったものである。そして「価値戦略」は顧客の事業を顧客のニー

ズの一部として受け入れるという事情戦略の延長線上にある28。 

ドラッカーは、新たな価値創造、イノベーションとは小さく始まり大きく実を結ぶと論

                                                   
24 Drucker[1985]pp.73-75. 
25 Davenport[2005]pp.10-13. 
26 Drucker[1967]pp.61-62. 
27 Drucker[1969]pp.321-377. 
28 Drucker[2007]pp.296-306. 
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じている。しかしそのためには当初から小さな特殊製品の開発や既存製品の若干の充実と

いったことではなく、大きな新事業を生むべきものとして始めなければならない 29。そし

てイノベーションが事業として成功した後、本当の仕事が始まるのである。トップの地位

を維持していくための継続的な努力が必要となる。さもなければ競争相手に市場を奪われ

る。リーダーシップを握った以上、これ迄よりも早く走りイノベーションの努力をさらに

大規模に続けなければならない 30。 

なかでもビジネス市場において営業活動は、顧客の事業発展に対してどれだけ貢献した

かが問われなければならない。したがって営業活動では、顧客の事業に深く入り込み、顧

客の事業パートナーとして共にひとつの価値を創造するのである。そのためには、営業担

当者は、自身の営業ノルマや目先の商談ばかりを重視するのではなく、「我々」つまり顧客

の組織全体のミッションを考えながら顧客価値が何処にあるのか、如何にすれば解決また

は実現するのかを模索しなければならない。したがって組織としての営業は、製品販売や

顧客の関係構築だけではなく、顧客との価値共創を通じて新たなビジネスをコーディネー

トし新たな価値を創造するための企画立案力とそれを具現化するための人脈や実行力が必

要となってくるだろう。 

 

 

おわりに 

 

本研究ではセールスフォース・マネジメント、日本の営業プロセス・イノベーション、

米国セールスマンの創造性研究の意義と課題を考察し、組織としての顧客価値創造に向け

た営業のマネジメントのあり方について論じてきた。特に本章では「顧客価値」の視点か

ら営業研究の理論的フレームワークを提示し、知識労働としての営業を核とした「組織に

よる顧客志向の実践」、「イノベーション機会の発見」、「マーケティングによる顧客創造」

の 3 つから構成し、それぞれにおいて考察を行なった。 

「顧客創造の理論的フレームワーク」では、営業担当者の知識労働の特性を明らかにし

ながら、知識労働の生産性が量やコストではなく成果、つまり付加価値によって規定され

ることを示した。その上で知識労働が成果をあげる上で重要な要素となる「顧客志向」、「変

化の機会」、「知識の結合」について考察を行なった。「組織による顧客志向の実践」では、

顧客志向の重要性と困難性についてコミュニケーションの視点から考察を行なった。「イノ

ベーション機会の発見」では、市場や顧客の変化から如何にチャンスを見出すか、知覚の

問題を踏まえドラッカーによる 7 つのイノベーション機会から「ギャップを探す」、「ニー

ズを見付ける」について考察を行なった。最後に「マーケティングによる顧客創造」では、

マーケティング機能である 4 つの顧客創造戦略として「効用戦略」、「価格戦略」、「事情戦

略」、「価値戦略」について考察を行なった。これらの考察により、営業と知識労働とが密

接な関係であると共に、知識労働が成果（顧客価値創造）をあげる上で重要となる要素が

何かを明らかにしながら、それらを統合した組織による顧客創造の理論的フレームワーク

                                                   
29 Drucker[1985]pp.167-170. 
30 Drucker[1985]p.217. 
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を提示した。 

これ迄の文献レビューでは、3 つの理論的画期が存在している。まず第 1 に 1920 年代を

中心に始まった人的販売論や販売管理論をベースとしたマーケティング理論におけるセー

ルスフォース・マネジメント研究がある。だが、販売管理という限定した領域では営業の

全体像を捉えられないという問題点が残されている。第 2 に、1990 年代を中心とした日本

の営業研究であり、ここでは IT を活用した組織型営業が強調されている。その代表的な高

嶋の「営業プロセス・イノベーション」は「データベース営業」、「プロセス管理」、「チー

ム営業」を導入することで顧客との組織的な関係構築を目的としている。だが「営業プロ

セス・イノベーション」は、組織型営業の仕組みの議論が中心となり、現場の営業担当者

の創造性を如何に発揮するのかといった課題が残されている。それに対して、本研究では

近年における米国セールスマンの創造性研究を踏まえて、知識労働者から成る組織の成果

に関する議論へ発展させたのがドラッカー理論をベースとした顧客創造の理論的フレーム

ワークである。表 4-1 では、先行研究と本研究の関係が示されている。 

 

表 4-1 先行研究と本研究の位置づけ 

 

出所：著者作成. 

 

したがって、高嶋の「営業プロセス・イノベーション」をより実践的、創造的なものに

するためには、日本の営業研究が当然のこととして敢えて扱ってこなかった知識労働とそ

のマネジメントの視点を加えて考察することが必要である。そのためには、まず顧客創造

の理論的フレームワークがどのように営業プロセス・イノベーションで示された仕組みを

有効に活用し、成果につなげているのかを明らかにする必要があるだろう。中でも問題と

なるのが、企業が如何にして営業の知識労働者を育成・マネジメントしているのかという

点である。そして、組織が営業活動を通して個人ではなく組織として顧客価値を創造する

ために、どのように営業担当者達の知的生産性を向上させているのかを示さなければなら

ない。よって、事例研究におけるリサーチ・クエスチョンとして、「企業がどのように知識

労働者としての営業担当者を育成・マネジメントする仕組みを構築し、営業プロセス・イ

ノベーションを如何に有効に活用し成果をあげているのか」を明らかにすることとしたい。
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図 4-2 ではリサーチ・クエスチョンの概要が示されている。 

 

図 4-2 リサーチ・クエスチョンの概要 

 
出所：著者作成.     
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第 5 章 サンテックの営業人材開発システムによる顧客創造 

 

以下の第 5 章、第 6 章、第 7 章では、組織が如何に知識労働としての営業を育成・マネ

ジメントしているのかについて、4 章で提示した顧客創造の理論的フレームワークに沿っ

て事例研究を行なう。前半は営業担当者個人に着目し、組織による知識労働者を育成・マ

ネジメントするための仕組みについて顧客志向、イノベーション機会、マーケティングの

視点から考察する。後半はこれらをベースとしながら組織としての営業に着目し、独自の

ソリューション展開によって顧客創造に成功している具体的な事例を分析する。 

 

 

1． 企業概要 

 

株式会社サンテック（以下、サンテック）は、1948 年 10 月に八幡貞一氏によって山陽

電気工事株式会社として広島県広島市で設立され、戦後の復興に大きく貢献した。1956 年

3 月に本社機能を東京都千代田区へ移転し、全国における営業網を構築した。電気設備工

事を主要ビジネスとしながら国内では数少ない独立系大手企業として存在している。表

5-1 では、サンテックの事業概要を示している。 

同社の経営理念は次の通りである。「21 世紀、人類発展の原点は自然との調和にあると

し、自然を大切にし、まもり、美しく豊かな自然環境の創造に貢献する企業を目指す。こ

のために、従業員一人ひとりが“人間愛”の精神のもと、“人” を取り巻くあらゆる“環

境”を大切にし、守り、育てていく熱意を持続する。そして、21 世紀に生き残るための原

点は、“お客様の顧客満足を第 1 に捉え、お客様に満足していただける設備を提供し、笑顔

と安心で迎えられる企業” であり続けることであり、自己研鑽を重ね、技術力を高め、信

頼される価格と品質を提供出来る企業を目指す。また新しい価値を創造することに果敢に

チャレンジし、フレッシュで生き生きとした企業風土を創るため、創造的に、積極的に、

行動する」1とされている。表 5-1 では、サンテックの事業概要を示している。 

 

表 5-1 サンテックの事業概要 

事業分野  事業内容  

内線工事  屋内外電気設備工事、内線通信設備工事、各種プラントの電

気・計装設備工事の設計、施工  

電力工事  送配電線工事（架空・地中）の設計、施工並びに、発変電設

備工事、情報通信設備工事の施工  

空調給排水工事  空調設備工事、給排水設備工事の設計、施工  

盤製作  高低圧受配電盤、各種分電盤、制御盤、監視盤、操作盤等の

電気関連機器の設計、製作及び保守  

出所：サンテック[2016]ホームページ参照. 

 

                                                   
1 サンテック[2016]ホームページ http://www.suntec-sec.jp/参照. 

http://www.suntec-sec.jp/
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サンテックの主要顧客は、「官公庁」、「総合建設会社（以下、ゼネコン2）」、「電力会社」

「製造業」で構成されている。また海外市場では、1975 年にシンガポールの MSHI 造船所

建設工事への参加を機に事業展開を開始し、現在ではアジア 8 ヶ国に事業拠点を置き、各

種工場や建物の電気設備・機械設備工事などの「内線工事」を中心に、海外設備工事のリ

ーディングカンパニーとして積極的に展開し、全体の売上げでは 2 割～3 割のウエイトを

占めている3。 

売上げの基幹部分となる国内事業では、電力自由化に伴う電力会社の設備投資の圧縮や

公共工事の大幅な削減、ゼネコンにおける低価格競争の激化などにより、サンテックを取

り巻く環境は極めて厳しく、図 5-1 に示す通り全体の売上高は、1998 年 3 月期以降、年々

減少化に進み不動産収入や為替差益等によって辛うじて経常赤字を回避しているという状

態にあった。だが、直近の 2013 年度からは、東日本大震災の復興需要、太陽光発電システ

ムをはじめとした再生可能エネルギーへの民間の設備投資の増加、アベノミクスによる公

共事業投資の拡大など、建設業界にとっては追い風基調に転じ、サンテックにおいても業

績は持ち直しの傾向をみせ落ち着き感はあるが、近年の競争の激化により経営環境は予断

を許さない状況にあった。図 5-1 ではサンテックの売上高・経常利益の推移を示し、図 5-2

ではサンテックの競争受注比率を示している。 

 

図 5-1 サンテックの売上高・経常利益の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                   
2 ゼネコンとは、General Contractor の略称。元請負者として各種の土木・建築工事を一式で発注者か

ら直接請負工事全体のとり纏めを行なう建設業者を指す。 
3 サンテック[2015]ホームページ http://www.suntec-sec.jp/参照. 

（注）1997 年 3 月期は決算期を従来の 9 月から 3 月に変更したため 6 ヶ月間の業績。 

出所：サンテック[2015]有価証券報告書. 

http://www.suntec-sec.jp/
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図 5-2 サンテックの競争受注比率 

 

 

 

 

 

2． 知識労働者の育成・マネジメント 

 

2.1 組織による顧客志向の実践 

サンテックでは、営業担当者の顧客志向の実践のために独自の人事評価制度を設けてい

る。通常、建設業の営業では受注金額や利益率ばかりが注目されるため、営業担当者は目

先の大規模案件を対象とした機会主義的な営業を展開する傾向がある。よって新規ビジネ

ス、新規顧客の開拓など手間がかかる案件について消極的となりがちである。だが、サン

テックでは、顧客価値という視点から営業担当者のミッションを設定することで、組織の

将来的な新規ビジネスや新規顧客の開拓を重視した評価基準を設定している。 

 その背景には、電気設備工事という業界的な特性もあり工事品質だけだと競合他社との

差別化が困難であるという課題があった。また価格の安さだけを追求しても限界がある。

そこでサンテックでは電気設備工事という枠ではなく、設備全体といった広い視点からビ

ジネスを模索していかなければならないと考えた。そしてサンテックの営業担当者は、単

に「電気工事を探す」営業活動ではなく、顧客の事業課題や設備投資計画に対して「サー

ビス」という視点からビジネスを創造することを自らのミッションとしているのである。 

またサンテックでは施主（エンドユーザー）向けの提案営業力の強化を図っている。通

常、設備工事会社（サブコン）にとって顧客とはゼネコンである場合が多い。その方が自

ら営業活動しなくてもゼネコンから継続的な見積引合いがあるため効率的なのである。だ

が、サンテックではゼネコンの下請営業は展開していない。ゼネコンの下請となると薄利

多売である上に、エンドユーザーである施主のニーズに触れる機会は少なく、既に仕様が

決められた工事を施工することだけが求められ、サンテックが施主に対して提案活動を行

なう余地は極めて少ない。したがってサンテックの営業支援部門は、施主への提案活動を

強化するために電気設備に関する技術的知識だけでなく建築、不動産、経営など幅広い専

門知識の習得が求められるのである。 

出所：サンテック[2015]有価証券報告書. 
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人事評価制度では、業績目標と能力目標だけでなく組織的への貢献として新規ビジネス

への取組みや、困難な新規顧客の攻略などを評価対象項目としている。表 5-2 はサンテッ

クの人事考課表を示している。営業担当者は、期首に上長、部門長との面談によって自ら

の目標を設定し、期末に目標に対する達成率について再び上長と部門長との面談によって

決めている。また半期毎に全国の営業担当者が集まる営業研修の実施や、設計部門や工事

部門との意見交換会が定期的に開催されている。 

また若手の人材育成では、営業担当者に自らが強みとする業界を１つ以上持たせること

で特定の業界のプロフェッショナルを育成している。金融業界、不動産業界、医療業界な

どターゲットとする業界は営業担当者自らが選択しなればならない。そして担当者は、目

標とする業界の市場動向だけでなく、主要企業の特性や組織的関係などその業界特有のマ

ーケティング・プロセスを学びながら、業界のキーマンとの関係構築や情報収集を目的と

した幅広い人的ネットワークを構築しなければならない。最終的にその業界の事ならば、

自身が一番知っているという得意分野をつくらせることが目的である 4。 

 

表 5-2 サンテックの人事考課表（営業部門） 

 

出所：ヒアリングを基に著者作成. 

 

 

2.2 イノベーション機会の発見 

 サンテックでは、全国の支社、支店、営業所において営業情報共有システムを構築する

ことで市場変化への感度の向上を図っている。誰もが発信できる独自のメーリングリスト

を設定することで、全国の全ての営業担当者に発信される特定アドレス、営業幹部のみに

発信される特定アドレス、限定エリアのみに発信される特定アドレスなど様々な設定が可

能である。 

図 5-3 はサンテックのイノベーション機会の発見のパターンを示している。この営業情

報共有システムは、特定業界または特定技術に関する最新の市場動向や、全国規模の大手

企業の動向に関する情報、国や地方自治体による補助金等に関する情報など全ての営業幹

部から営業担当者までが情報を共有することが出来る。これによって例えば、某医薬品メ

ーカーによる BCP 対策の動向や、IoT をはじめとした最新技術の動向、某自動車サプライ

                                                   
4 サンテック 営業部 チームリーダー 江坂氏インタビュー調査（2014 年 03 月 24 日）より。 
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ヤーの動向等様々な市場に関する情報を入手することが出来る。これによって営業担当者

は、他エリアの市場動向を自身の顧客や担当地域への影響を考慮しながら、同様の潜在ニ

ーズや課題がないか予測しながら営業活動することが可能となる。 

 中でも若手の営業担当者にとって有効となるのがプロセス管理である。プロセス管理と

は、全国の営業実績から成功事例と失敗事例をデータベース化し、営業プロセスにおける

成功パターンを明らかにしたものである。このデータベースは、業種別、課題別、顧客別

に分かれており、新規顧客開拓における有効な攻略方法や、提案内容、競合他社との差別

化に関する有効な営業プロセスに関する情報が蓄積することで、経験の浅い若手の営業担

当者が新規顧客の開拓や新規ビジネスに着手する際、長い時間かけながら試行錯誤するの

ではなく短時間で有効なアプローチ方法を検討することが可能になるのである。また、ど

の拠点の誰が担当していたのかが確認できるため、直接本人にアドバイスを求めることも

出来る。 

 このように市場の変化を察知する仕組みと、有効なアプローチ方法に関するノウハウを

共有する仕組みが両輪となることで、例えば、北海道で成功した事例と同様のアプローチ

を、リアルタイムに沖縄で営業展開することも可能となるのである 5。 

 

図 5-3 イノベーション機会の発見パターン 

 

出所：ヒアリングを基に著者作成. 

 

 

2.3 マーケティングによる顧客創造 

サンテックの営業人材開発システムでは、営業担当者をビジネスのコーディネーターと

して育成することで、各営業担当者が独自の人的ネットワークを築くと同時に、組織内部

でそれぞれが如何なる分野・人脈を持っているのかを共有化する仕組みが構築されている。

これは、企業間のビジネス・マッチングや新しいソリューションを生み出すことが主な目

的であるが、顧客の新規開拓や新規ビジネスを創造するには、どうしても限られた知識や

人脈だと他社との差別化が困難となるため、敢えて自社とは異なる業種とタイアップする

ことで新規ビジネスの創出に向けた試行錯誤を行なっているのである。図 5-4 は、営業担

当者によるビジネス・マッチングのパターンを示している。 

その一環として営業担当者は、顧客をパートナーとして捉え、企業間のビジネス・マッ

                                                   
5 サンテック 営業部 チームリーダー 江坂氏インタビュー調査（2014 年 03 月 24 日）より。 
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チングに取り組んでいる。例えば、営業担当者が訪問した顧客の生産プロセスが他の顧客

の生産プロセスよりも優れていた場合、その優れている点を、自社の事業と融合させて課

題のある企業へ提案活動を行うといった営業展開を行うのである。そこで営業担当者は、

顧客のビジネス・プロセスの全体を見渡しながらパートナーの知識、アイデア、人脈が如

何に活用できるか、また欠けている部分は何かといった全体最適に向けたプロセスを模索

しながら、自社の強みを発揮できる新しいソリューションを築いていく。 

サンテックでは、このような現場の創造性を促進するために、経営幹部や営業本部が中

心となり、大手商社やコンサルタント会社、金融機関、広告代理店、研究所等との組織的

な関係を構築してゆくことで、営業担当者の情報源や連携先の拡大を支援している。これ

らは都市開発のプロフェッショナル、新規事業のプロフェッショナル、M&A のプロフェッ

ショナルなど新規ビジネスを企画したりプロデュースすることに長けており、彼らをパー

トナーとすることで自社の営業担当者の創造性や企画力の発揮を促進しているのである。 

このようにサンテックの営業担当者は、電気設備工事だけでなく、顧客の事業における

困り事に対して様々なアイデアや切り口を基に営業アプローチを行なっている。そのため

電気設備工事会社の営業にも関わらず、不動産会社と連携して顧客に土地の斡旋を行った

り、メーカーとタイアップしてシステムの構築を手掛けたり、なかには、金融機関とタイ

アップしながら企業間のビジネス・マッチングを行うことで、顧客のプロセス・イノベー

ションを裏で支えている黒子的な存在となっているのである6。 

 

図 5-4 営業担当者によるビジネス・マッチング 

 

出所：ヒアリングを基に著者作成. 

 

 

 

3． 組織型営業による顧客価値の創造 

 

3.1 電気設備工事業界の動向 

 我が国の建設業界は、1990 年代のバブル崩壊後、「失われた 20 年」と呼ばれる不況期7に

                                                   
6 サンテック 営業部 チームリーダー 江坂氏インタビュー調査（2014 年 03 月 24 日）より。 
7 内閣府景気基準日付でのバブル崩壊期間不況は、1991 年 3 月から 1993 年 10 月までの景気後退期を示

す。1993 年末頃から 1997 年前半頃まで、景気回復政策による「さざ波景気」、その後、1997 年 7 月よ
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入り極めて厳しい市場環境にあった。特に国や地方自治体による建設投資の縮減や民間企

業の業績不振による設備投資の削減等により市場全体の需要は大幅に縮小し、ピーク時の

約 80 兆円台から 40 兆円台へとほぼ半減した。サンテックをはじめとした電気設備工事業

においても厳しい市場環境に見舞われた。 

国内の電気工事会社は、約 35,561 社（2015 年 4 月現在の全日本電気工事業工業組合会

員企業数）存在しており、主な分類としては電力会社系、NTT 系、JR 系、メーカー系、そ

れらに属さない独立系の 5 つから構成されている。その中でサンテックは、基幹となる系

列を有しない独立系の大手企業として、全国同業での売上規模は、17,794 社中 29 位（帝

国データバンク調査，2014 年 3 月現在）にあった。 

バブル終焉以降の市場の縮小は、電気設備工事業界にとって従来売上げの柱とされてき

た官公庁や地方自治体による公共事業、ゼネコンからの下請け案件は、急速に市場が縮小

するだけでなく、競争の激化により利益率の確保が困難な状況となっていった。特に独立

系企業であるサンテックにとって特定の大口商談を獲得しやすい系列企業等に比べことの

ほか深刻であり、企業の生命線である受注を担う営業部門に課せられる課題も極めて大き

いものであった。尚、図 5-5 は我が国の建設投資額の推移を示し、図 5-6 は建設業許可業

者数の推移を示している。 

 

図 5-5 建設投資額の推移 

 
                             出所：国土交通省[2014]ホームページ参照. 

 

 

 

 

 

                                                                                                                                                               
りタイを中心に始まった通貨下落のアジア金融危機(不況)、1998 年末頃から 2000 年春頃にかけての

IT バブル景気と、その後 IT バブル崩壊(不況)で景気の好・退があった。その後の景気回復は、6 年 1

ヶ月の長期間であったため、「いざなみ景気」と呼ばれたが、低成長に止まり実感がなく、一部地域を

除いて本格的な好景気に至らなかったため「だらだら陽炎景気」とも呼ばれた。その後、サブプライ

ムローン問題をきっかけとした 2008 年のアメリカの住宅バブル崩壊に端を発した国際的な金融危機

（世界同時不況）に陥った。このことから、いざなみ景気の期間も含めたバブル崩壊から約 20 年以上

を不況として扱われることから、「失われた 20 年」とも呼ばれている。  
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図 5-6 建設業許可業者数の推移 

 

出所：国土交通省[2016]『建設業許可業者数調査の結果について』. 

 

 

3.2 自動車部品業界における樹脂需要の高まり 

2002 年、サンテックは営業活動から自動車業界における１つの変化に着目した。それは

自動車業界における環境意識の高まりによる「低燃費」、「軽量化」という流れであった。

当初、営業担当者は自社の製造業に関するデータベースから樹脂関連企業の需要が拡大し

ていることを知った。そして自動車のボディやシャーシを製造する樹脂メーカーを訪問し

た際に顧客の話でそれを確信した。ある営業担当者はインタビューで次のように語った。

「今はどの自動車メーカーも燃費競争が激しくて、部品メーカーに対する軽量化の要求が

厳しいんだ。今後、どんどん自動車部品の素材の多くが鉄からプラスチックへ変わってい

くよ」8 

そもそも自動車部品の多くは、強度と耐熱性に優れた鉄が多く使われているが、一方で

重いという欠点を持っている。これまで樹脂部品の採用は、主に内装部品に留まっていた

が、近年の樹脂技術（耐熱と強度）の向上によって、従来鉄が多く採用されてきたエンジ

ンやボディ周りでも、軽量化に優れた樹脂部品が多く採用され始めていることが分かった。

そこでサンテックは自動車部品の樹脂メーカーに対して積極的な営業展開を開始した9。 

 しかし、これまで自動車部品で樹脂が占めている割合も少なかったことから、多くの樹

脂メーカーでは市場の急速な需要に対応出来るだけの生産能力や企業規模を持ち合わせて

いなかった。そのため経営者幹部は、複数の完成車メーカーからの商談の引き合いや、再

三にわたる製品開発への要請に早急に応えることが喫緊の課題となっていた。多くの樹脂

メーカーでは、事業拡大を目的とした企業間合併や生産能力の向上に向けた新工場建設等

を計画していることがわかった 10。 

2003 年 1 月、サンテックは全国で製造業向けのプロジェクトチームを発足した（図 5-7

参照）。そこで営業部門を中心に経営幹部、工事部門、設計部門、保守部門が集まり戦略に

                                                   
8 サンテック 営業部 チームリーダー 江坂氏インタビュー調査（2010 年 04 月 07 日）より。 
9 サンテック 営業部 チームリーダー 江坂氏インタビュー調査（2010 年 04 月 07 日）より。 
10 サンテック 営業部 チームリーダー 江坂氏インタビュー調査（2010 年 04 月 07 日）より。 
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ついて協議した。そこで営業部門は、顧客の限られた人員と設備で急速な需要に対応する

ためには、従来の電気工事ではなく、顧客の工場全体のインフラ設備に関わる領域と、生

産設備に関わる領域とを事業支援することを提案した。そのためには、電気工事という自

社領域だけでは完結しないため、必要となる分野に関してはサンテックの人脈から全国に

拠点を持つパートナー企業に協力を打診した。 

各プロジェクトリーダーには営業部門が就き、メンバーは設計事務所をはじめ建築工事、

内装工事、空調衛生工事を行なう専門工事会社でプロジェクトチームを発足した。各メン

バーが技術や製品の融合したシステム提案が出来るように、シームレスな連携関係を形成

出来るようメンバーを配慮した。但し単に人数を集めるだけではなく、メンバーの選定に

おいては、優秀な施工実績を持つ企業、過去に下請けではなく自ら元請としての施工経験、

提案型の営業マインドを持ったエンジニア集団で構成した。 

専門工事会社によるプロジェクト型の営業のメリットは、均等なパワーバランスのもと

「顧客の信頼と満足獲得」を合言葉に強力な連携を発揮できると同時に、従来のゼネコン

一括発注のように重層型の請負形態では、各社の受注金額に元請や一次下請け、二次下請

け会社の諸経費が上乗せとなるため余計なコスト高を招いてしまうが、プロジェクトチー

ムの場合、各社が直接施主と取引契約を結ぶため大きなコストメリットが見込まれる 11。 

 

図 5-7 全国におけるプロジェクトチームの構成 

   

出所：ヒアリングを基に著者作成. 

 

3.3 工場・社屋の「建設支援サービス」による顧客創造 

2003 年 7 月、サンテックは工場および社屋建設における「建設支援サービス」を導入し

た（図 5-8 参照）。建設事業において、顧客は様々な課題を順次、並行して処理していかな

ければならない。具体的に、①建設用地の選定及び確保、②建築基本設計と実施設計（建

築概要とレイアウト）、③電気設備及び給排水設備などに関する仕様選定、④竣工後の事務

機器、テレビ会議システム、什器の手配、⑤食堂運営、清掃運営、環境測定、緑化対策、

駐車場建設などがある。通常の場合、顧客側が全ての調整や確認、交渉、手配を行なうが、

                                                   
11 サンテック 営業部 チームリーダー 江坂氏インタビュー調査（2010 年 04 月 07 日）より。 
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それをサンテックが施主代行として全ての業務を行なうことで、業務や進捗管理にかかる

労務コスト、調達コストを大幅に短縮することが可能となる。また建設支援サービスでは、

「土地斡旋」、「企画立案」、「施工」、「業務支援」、「保守」の 5 つのプロセス管理を導入す

ることによって総合サービスを展開している。図 5-8 はサンテックの建設支援サービスの

概要を示している。 

 

「土地建物斡旋」 

サンテックが土地建物の所有者と顧客との仲介役を果たすことで工場または社屋建設

用地を確保する。金融機関やリース会社また該当エリアの不動産会社や取引企業に依頼し、

売却可能な遊休地に関する情報収集を行う。特に営業部門は、土地だけを探すのではなく

建物付きの中古物件を確保することに注力している。そうすることによって新築で建設す

るよりも既存建物をリニューアルする方が建設コストを大幅に削減することが可能となる。 

 

「企画立案」 

パートナー企業である工場・プラントを専門とする設計事務所が中心となり、顧客の作

業性を考慮した工場設計を行う。定期的に顧客の製造部門と打合せを重ね、部屋ごとのレ

イアウトやものづくりの流れを決めてゆく。また管理部門や設計開発部門等が入居する場

合は、従業員が IC タグが組み込まれた社員証を携帯し、入退室管理システムの導入などの

高度なセキュリティ対策と災害時を想定し BCP（business continuity plan：事業継続計画）

対策を導入してゆく。また省エネ対策として、エネルギー監理システム、LED 照明、高効

率式空調システム、太陽光発電システムを導入しながら、環境対策と光熱費にかかるラン

ニングコストの削減を図る。 

 

「施 工」 

プロジェクトチームの建築工事を担当する現場代理人が全ての工事の統括を行なう。従

来のゼネコン一括による下請ではないため、顧客のニーズに対して直接様々な提案活動が

可能となる。また現場代理人は、顧客の管理部門、製造部門、情報システム部門などと日々

情報連携を図り、各部門のニーズや課題をヒアリングし改善提案に反映させてゆく。特に、

工事期間の短縮や専門工事業者との調整をはじめ、顧客の各部門の仕事を理解することで、

防音対策、粉じん対策、断熱対策、基礎強化、電磁波対策などの対応を行なう。そのため

にプロジェクトでは事前に顧客の職場環境や仕事の流れを学ぶ視察会等を開催している。 

 

「業務支援」 

竣工後の引越し業務から什器手配、食堂事業、従業員向けの立体駐車場の建設など付帯

サービスを行なう。本来顧客の管理部門が調整・手配する業務をサンテックがパートナー

企業と連携することで早期の生産稼働とコスト削減を図る。什器については中古事務用品

の手配や、食堂事業ではホテルと協力し食堂事業者の斡旋までを行なうのである。さらに

各職場の酸素濃度や照度測定といった職場環境の診断や、駐車場専門業者と連携し従業員

用の立体駐車場の建設にも対応している。 
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「保 守」 

工場の受変電設備、照明設備、空調設備、弱電設備、火報設備等の設備の保守、メンテ

ナンス業務を一括し対応する。顧客の工場の所在地を管轄する電気保安協会と連携するこ

とで、修繕工事が必要な場合や部品の劣化等による交換作業などを毎月報告書として提出

しアドバイザー業務を行なう。また電気の特定事業者に関しては省エネ改善に向けた中長

期計画書の提出までを行なう。もし工事が必要な場合は小口案件であっても迅速に対応す

るのである。 

 

この建設支援サービスは、営業部門が中心となり顧客との「損得ではない信頼関係の構

築」を目指した結果、このようなトータルなビジネスモデルが構築されたという。サンテ

ックはこのビジネスを契機に、PFI（private finance initiative）12や ESCO（energy service 

company）事業13への事業拡大を図った。この建設支援サービスの顧客メリットとして、通

常 10,000 ㎡規模の工場の場合、約 4～5 名の専任担当者が 1 年程度の準備期間を要すると

ころ、サンテックの建設支援サービスによって建設事業にかかる工期の約 30%短縮と、管

理コストの約 50%削減することが期待できる。さらに土地建物斡旋や業務支援として引越

しや什器手配などの付帯事業では、中古物件の手配や、一括購買等によって総事業費の約

30%程度の削減が期待できる14。 

 

図 5-8 建設支援サービスの概要 

 

出所：ヒアリングを基に著者作成. 

 

 

3.4 生産設備の「総合エンジニアリングサービス」による顧客創造 

工場の生産設備に関しては、直接顧客の経営に影響を与える重要な要素であり、一旦生

産設備が停止してしまうと大きな事業損失を発生させてしまう。2004 年 7 月、サンテック

の営業部門は、製造業における生産管理部門の技術者の高齢化と後継者不足に着目した。

多くの技術者が 60 代を超え嘱託従業員となる一方で、若手の人材確保が思うように進んで

いないという問題を抱えていた。またベテラン技術者は、昔ながらの職人気質な特性を持

                                                   
12 PFI とは、公共施工等の設計、建設、維持管理及び運営に民間の資金とノウハウを活用し、公共サー

ビスの提供を民間主導で行なうことで、効率的且つ効果的な公共サービスの提供を図るという考え方

である。 
13 ESCO 事業とは、顧客の光熱水費等の経費削減を行ない、削減実績から対価を得るビジネス形態を意

味する。 
14 サンテック 営業部 チームリーダー 江坂氏インタビュー調査（2010 年 04 月 07 日）より。 



- 85 - 

 

ち、技術に関する多くの知識やノウハウは、データとしてではなく、技術者自身の頭の中

にインプットされているケースが多かった。そのためベテラン技術者の知識やノウハウが、

若手エンジニアに十分伝承されていない上に、過去の保全情報や修繕履歴などの情報管理

が十分ではないことが大きな課題となっていた15。 

そこでサンテックは、この課題解決に向けて情報システム会社とタイアップし、ベテラ

ン技術者が保有している設備管理の情報や保全に関する技術知識やノウハウを継承するデ

ータベースを基盤とした設備管理システムの構築を提案した。そのデータを顧客とサンテ

ックとが共有することで、顧客の設備管理を一部アウトソーシングするという新たなビジ

ネスモデルを創った。このエンジニアリングサービスは、機器の保守情報、日常の稼働情

報、エンジニアが保有している知識情報等をデータベース化し、検査や診断実績の情報と

も突合せ、機器取替から更新に至るライフサイクルや、余寿命診断等の最適時期・検査時

期やレベル等について、運用特性に応じ合理的かつ最適な保守をすることで、保守費用が

ミニマムとなる保守管理、すなわち、保守管理の最適化を図るものである（図 5-9 参照）。 

サンテックは、全国の製造業の既存顧客に対してこのエンジニアリングサービスの導入

を順次展開した。当初、顧客の現場サイドからはデータの入力作業など面倒な仕事が増え

るといった反発が予想されたが、入力欄を極力少なくし画面上でアイコンのクリックによ

る簡易操作を可能にした。またサンテックが施工した工事や納品した機器に関しては、予

めシステム入力した状態で、顧客でのセットアップ移行後の利便性を確保する配慮も行っ

た。データベースを構築したことで、トラブル発生時は、顧客だけでなくサンテックのコ

ールセンターにも障害メールが発信され、顧客が気付くよりも事前に復旧や迅速な対応を

行うことで、復旧にかかるリードタイムを約 40％削減（通常：障害発生から復旧工事着手

まで平均 2.5 日間、改善後：障害発生と同時に工事手配し翌日に復旧工事着手まで 1 日間）

することに成功した16。 

 

＜エンジニアリングサービス導入のメリット＞ 

・設備の突然の故障やトラブルによる復旧時間（事業損失）の短縮 約 40％削減 

・保守の最適化（時期・内容・レベル）による投資のミニマム化と設備の延命化 

・他社納入の設備情報も取込み可能な汎用システムであり設備全体の一元管理が可能 

・全国の工場間において有効な省エネ事例や復旧対策について情報共有が可能 

 

                                                   
15 ダイキョーニシカワ 執行役員 統合推進室長 西村氏インタビュー調査（2011 年 11 月 23 日）より。 
16 サンテック 営業部 チームリーダー 江坂氏インタビュー調査（2010 年 04 月 07 日）より。 
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おわりに 

本章では、サンテックの営業について「知識労働者の育成・マネジメント」、「組織型営

業による顧客価値の創造」の 2 つの視点から考察を行なった。これによってサンテックの

営業人材開発システムが営業の知識労働者を育成・マネジメントすると共に、組織の営業

によって製造業を対象とした「建設支援サービス」、「生産設備の総合エンジニアリングサ

ービス」という独自のビジネスモデルを構築していることがわかった。また、それぞれの

場面において高嶋の営業プロセス・イノベーションで示されたデータベース営業、プロセ

ス管理、チーム営業が有効に活用されていることがわかった。 

「2．知識労働者の育成・マネジメント」では、サンテックの営業人材開発システムが

どのように知識労働者を如何に育成・マネジメントしているのか「組織による顧客志向の

実践」、「イノベーション機会の発見」、「マーケティングによる顧客創造」の観点から考察

した。 

「2.1 組織による顧客志向の実践」では、営業のミッションを「電気設備工事の受注」

ではなく、「サービス」というより広い視点から顧客の事業支援を行なうこととしている。

評価制度では、業績目標と能力目標だけでなく新規ビジネスへの取組みや、困難な新規顧

客の攻略などにおいて目標管理制度を導入している。若手の人材育成では、営業担当者に

自らが強みとする業界を持たせることで特定業界に特化した育成していることがわかった。 

 「2.2 イノベーション機会の発見」では、営業情報共有システムによって最新の市場動

向や、企業の動向、国や地方自治体の補助金等に関するデータベースを営業幹部から営業

担当者までが共有している。また営業の成功事例と失敗事例のデータベース化によって新

規顧客開拓における攻略方法、提案内容、競合他社との差別化など成功モデルとなるプロ

セス管理を導入している。よって長い時間をかけながら試行錯誤するのではなく短時間で

有効なアプローチ方法を検討することが可能となることがわかった。 

「2.3 マーケティングによる顧客創造」では、営業担当者は独自の人的ネットワークを

築くと同時に、組織内部でそれぞれが如何なる分野・人脈を持っているのかを共有化する

仕組みが構築されている。これにより新たなビジネスを創造するためのチーム営業を実践

している。企業は、大手商社や金融機関、広告代理店、研究所、大学等との組織的な関係

を構築してゆくことで営業担当者の情報源や連携先の拡大を図っていることがわかった。 

出所：ヒアリングを基に著者作成. 

図 5-9 日常の設備管理イメージ 
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次に「3．組織型営業による顧客価値の創造」では、上記で示された知識労働者を育成・

マネジメントする仕組みがどのように実践で成果をあげているのかについて「市場の動向」、

「顧客の課題」、「課題の解決」の 3 つ視点から考察している。 

「3.1 電気設備工事業界の動向」では、バブル崩壊後の建設市場の縮小に伴い、電気工

事業界は急速な市場の縮小と競争の激化が生じた。その中でも独立系企業であるサンテッ

クにとって特定の大口商談を獲得しやすい系列企業等に比べて極めて厳しい市場にあった。 

「3.2 自動車部品業界における樹脂需要の高まり」では、2002 年、サンテックは自動車

業界における環境意識の高まりから「低燃費」、「軽量化」という流れに着目した。多くの

樹脂メーカーが生産能力の向上に向けた設備投資を検討する中で、2003 年にサンテックは

全国で製造業向けのプロジェクトチームを発足した。 

「3.3 工場・社屋の『建設支援サービス』による顧客創造」では、通常建設事業におい

て施主が対応しなければならない様々な調査、交渉、準備業務をサンテックが「土地斡旋」、

「企画立案」、「施工」、「業務支援」、「保守」の 5 つのプロセスにおいて施主代行し全ての

業務を行なう。様々な専門工事会社がひとつのプロジェクトチームを作り、建設事業全体

のプロセス管理を導入しながら各メンバーが連携を図りながら顧客の業務代行や進捗管理

にかかる労務コストを約 50％削減および総事業コストの約 30％削減を図ること成功した。 

「3.4 生産設備の『総合エンジニアリングサービス』による顧客創造」では、サンテッ

クは製造業における生産管理部門の技術者の高齢化と後継者不足に着目し、情報システム

会社とタイアップし、ベテラン技術者が保有している設備管理の情報や保全に関する技術

知識やノウハウを継承するためのデータベース化と設備管理におけるアウトソーシングに

より工場の設備故障時による事業損失時間を最大で約 40％削減することに成功した。 

このように本研究事例では、サンテックの営業人材開発システムが営業の知識労働者を

育成・マネジメントすると同時に、その知識労働によって営業プロセス・イノベーション

の仕組みを有効に活用しながら、組織としての顧客価値の創造に貢献していることが明ら

かになった。 
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第 6 章 大東建託のコンサルティングサービスのシステム化による顧客創造 

 

1．企業概要 

 

大東建託株式会社（以下、大東建託）は、1974 年 6 月に多田勝美氏が創業を始め 40 周

年を迎えた。同社は土地の有効活用のための賃貸建物の建築工事を目的とし、資本金 100

万円で大東産業㈱（愛知県名古屋市千種区）を設立した。設立当初は、都市周辺の準工業

地域にある遊休地に事業用賃貸建物（貸工場・貸倉庫・貸店舗）を建築し、オーナーに家

賃収入を提供する事業を展開した。1970 年代末からは、全国各地に支店（大阪・福岡・横

浜・仙台・静岡）を配置し営業エリアを順次拡大していった。1978 年 9 月に大東産業㈱か

ら大東建設㈱へ社名変更し、1988 年 4 月には現在の大東建託㈱へ社名変更を行った。 

社名の由来は、創業者多田勝美氏によるものであり、「建物」「信託」から 1 文字ずつと

ったものとされる。1990 年 4 月には、本社を名古屋から東京都品川区に移転し 2003 年 4

月には現在の東京都港区港南（品川イーストワンタワー）に移転した。同社は、企業の歴

史は比較的新しいものの、今日では建物賃貸事業のリーディングカンパニーとして急速な

発展を遂げ、2016 年 3 月時点で資本金 29,060 百万円、連結売上高 1 兆 4,116 億 43 百万円

（前年度比 4.3%増）、営業利益 1,010 億 1 百万円（前年度比 10.4％増）、支店は全国で 220

拠点、従業員数は単独で 10,400 名、グループ連結で 16,065 名である。1989 年 3 月に東証

1 部・名証 1 部上場を果たした。売上高及び経常利益についても年々急速な拡大を続けて

いる。尚、2009 年 3 月期の不動産事業の売上高の急増は、2006 年 7 月に導入した「賃貸経

営受託システム」による一括借り上げ物件の増加に伴い、借り上げ会社「大東建物管理」

の家賃収入が増加したことなどに起因している1。図 6-1 は大東建託の売上高と経常利益の

推移を示している。 

 

図 6-1 売上高と経常利益の推移 

 

出所：大東建託[2015]有価証券報告書. 

 

 

                                                   
1 大東建託[2016]ホームページ http://www.kentaku.co.jp/参照. 

http://www.kentaku.co.jp/
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大東建託には 3 種類の顧客が存在する。まず直接的な顧客となる土地所有者であり賃貸

事業のオーナーである。次に施主が建築した住居及び建築物を借りる入居者である。最後

に LP ガスの供給やデイサービスといった付帯サービスを利用する一般ユーザーである。

このように、同社は、オーナーの建物賃貸事業の安定経営と賃貸利用顧客（入居者）の安

心で豊かな暮らしの実現をキーワードに、賃貸住宅には何が出来るのか、もっと出来るこ

とはないかというこの“問い”を巡って顧客と対話を重ねながら、新たな価値を創造し、

建物賃貸事業の総合支援サービスをさらに発展させていった。 

同社の事業概要は、アパート・マンションの建設・管理事業を中心に賃貸住宅事業に関

わる幅広いストックビジネスを展開している。セグメント別事業割合では、建設事業をベ

ースとして、その上に不動産事業の成長があり、2015 年 3 月時点では建設事業 43.3％、不

動産事業 53.8％、合計で 97.1％を占めるに至り、コア事業としての確立が図られている 2。

図 6-2 は全国の賃家着工戸数と大東建託の貸家着工戸数の推移を示しており、図 6-3 は大

東建託におけるセグメント別売上高の推移と比率を示したものである。 

 

「建 設 事 業」土地所有者向け貸家・アパート・駐車場・倉庫・工場等の提案から設計・ 

施工、建設資材等の供給。また築年数が経過した賃貸住宅ストックの「新 

しい良質な賃貸住宅」への建て替え提案 

「不動産事業」 賃貸経営受託システムによる賃貸物件の管理・一括借り上げ事業。入居者

斡旋事業等。「お部屋探しサイト“いい部屋ネット”」「24 時間受付」「お

部屋探し無人店舗」。不動産情報誌の制作、販売、入居者の保証人受託等 

「金 融 事 業」施主の建築資金のための長期融資を金融機関から受けるまでの期間（契約

から工事完成）の繋ぎ融資 

 

 

図 6-2 賃家着工戸数の推移 

 
出所：大東建託[2014]有価証券報告書. 

 

 

                                                   
2 大東建託[2015]ホームページ http://www.kentaku.co.jp/参照. 

http://www.kentaku.co.jp/
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図 6-3 セグメント別売上高の推移と比率 

 

出所：大東建託[2015]有価証券報告書.  

 

 

 

2. 知識労働者の育成・マネジメント 

 

2.1 組織による顧客志向の実践 

大東建託の強みは、顧客と一体となった事業運営にある。つまり大東建託では長期的視

点に立ち顧客の声を如何にビジネスに反映させるかを事業の最大の目的としており、その

ためは顧客の声に耳を傾ける様々な仕組みを導入している。主に営業活動による顧客訪問

情報、顧客アンケート、ホームページ上のマイページ、年 6 回開催されている「大東オー

ナー会」等の仕組みによって顧客の声をキャッチアップしている。 

中でも「大東オーナー会」は、全国のオーナーと大東建託、大東建物管理とで結成され

たネットワーク組織であり、オーナーの賃貸経営に係る様々なサポートを目的としている。

この組織は、地域支部の上に全国理事会が設けられ、一括借り上げ事業の透明性・健全性・

信頼性の維持・向上を目的として、理事会では、事業報告・計画等の審議や意見・要望へ

の質疑応答がなされ、賃貸住宅の建設と賃貸事業に反映される。 

一方、会員であるオーナーに対しては賃貸経営に必要な様々なセミナー、研修、情報サ

ービスの提供、新築現場や現状回復現場の見学会、オーナー向け専用 Web サイトによるデ

ィスクロージャーなど様々な仕組みが導入されている。大東建託の営業活動ではオーナー

の意見を吸収しつつオーナーの経営をサポートするための体制を構築している。オーナー

総会では経営幹部や営業部門が参加し、両者がお互いに意見交換を行なうことで、新たな

課題の発見やサービス体制の改善、新規ビジネスの提案等、オーナーと大東建託グループ

の更なる発展に向けた議論が行われている。 

 また大東建託では「顧客の要望に合わせ、当社を創造(造り変え)・発展させる」という

経営方針を定めている。中でも重視されるのが自社へのクレーム対応についてである。こ

れはクレームの中にこそ成長のチャンスがあるという企業の考えからによるものである。

営業担当者はこのような顧客を“ウルサイお客”として敬遠するのではなく、組織にとっ
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て有り難い顧客として、クレームを組織内部に展開するための仕組みが構築されている。

また営業担当者の評価においてもクレームにどれだけ対応したのかという指標が設けられ

ている。「お前の会社は、そんなことをしていると潰れるぞ」と警告を発してくれている人

こそ、自社を成長させてくれる貴重な顧客であり組織にとって新たな問題提起として対応

している3。図 6-4 は顧客と大東建託のパートナー関係のイメージを示しており、図 6-5 は

大東オーナー会総会の主な議題を示している。 

 

図 6-4 顧客とのパートナー関係 

      

出所：ヒアリングを基に著者作成. 

 

図 6-5 大東オーナー会総会の主な議題 

 

出所：ヒアリングを基に著者作成. 

                                                   
3 大東建託 取締役常務執行役員経営管理本部長 川合氏インタビュー調査（2013 年 12 月 18 日）より。 
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2.2 イノベーション機会の発見 

 大東建託では、全国の「オーナー会」を通じ顧客のニーズや課題に関する情報が幹部か

ら営業担当者まであがる仕組みが築かれているが、既存顧客でないより広い情報収集にな

ると、実際の営業活動から得た生の顧客の情報がとても重要となってくる。よって大東建

託では新規飛込みから契約までのプロセス管理を導入することで、市場や顧客の変化をい

ち早く入手し、組織で共有することでそれに適応した営業活動を展開しているのである。 

同社のプロセス管理は、若手の営業担当者の育成に活用されている。プロセス管理では、

「飛び込み準備」、「初訪」、「再訪」、「追客」、「立地審査取得」、「プラン・査定」、「事業試

算書作成」、「受注」、「契約」、「申請工程」の 10 のプロセスに分けられ、それぞれの過程に

おいて必ず確認すべき項目や押さえるべきポイントなどが詳細に明文化され、チェック形

式になっている（図 6-6 参照）。例えば、遊休地の管理、税法の改訂、農家の後継ぎ、家族

構成の変化など、営業担当者は顧客との面談の中で様々な変化を聞き出すことで、顧客が

抱えている課題が一体何なのかを少しづつ特定してゆくのである。それにあわせて、どの

タイミングで税理士や設計担当者、経営幹部を連れてゆくのか、いつ立地審査取得や、モ

デルルーム視察するのか、プラン会議ではどのような点に注意すべきかなど各プロセスに

おいて変化に対応するための様々な指標が設けられている。 

ここで重要となるのが「営業課長」によるミドルマネジメントである。同社では「建営

課長行動十則」が定められ各プロセスに応じたマネジメント指針が明確に定められている。

営業課長は、毎日終礼後には営業担当者と共に見込み客へのフォロー及び営業の進捗状況

の確認を行い、夜間は意思決定を持つ顧客キーマンとの面談を行ないながら、見込み客の

判別、重要顧客の攻略など営業担当者の営業の精度の向上を図っている。また、1 ヶ月に 2

回の社内セールスレビューを実施し、中長期的視点から各営業担当者の営業改善に向けた

自己分析と指導を行っている。このように営業担当者は自らプロセス管理を行なうことで

顧客の潜在的な課題を発見だけでなく自身の営業活動の改善活動に役立てている4。 

 

図 6-6 大東建託のプロセス管理 

 

出所：ヒアリングを基に著者作成. 

                                                   
4 大東建託 岩国支店長 今田氏（仮名）インタビュー調査（2014 年 11 月 05 日）より。  
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2.3 マーケティングによる顧客創造 

 大東建託では、顧客の「土地活用」、「管理運営」、「資産承継サポート」という全てのラ

イフサイクルに応じて、それぞれの専門家や専門部隊を置くことでコンサルティングサー

ビスを組織としてシステム化し、営業担当者をサポートする営業体制を築いている。 

 図 6-7 は大東建託による顧客価値創造のサイクルの概要を示したものである。その中で

営業部門のミッションは、単に賃貸住宅を販売することにあるのではなく、賃貸経営によ

る資産運用を売ることと定義されている。そのために建物を建てるのはあくまでも手段・

方法として捉えている。営業担当者は、賃貸経営に関するコンサルティングの強みを発揮

することで、顧客の抱える課題が不動産に関する問題なのか、金融に関する問題なのか、

税金や法律に関する問題なのか判断すると共に、様々な外部専門家（税理士、不動産鑑定

士、一級建築士、弁護士、司法書士等）と連携し顧客の課題解決を行なっている。 

 中でも顧客の資産承継に関しては、全ての営業担当者がいずれも信託業務と資産承継に

精通した有資格者（信託銀行出身者、ファイナンシャル・プランニング技能士、宅地建物

取引主任者、司法書士、一級建築士、不動産証券化協会認定マスター、証券アナリスト協

会認定会員等）中心のスタッフで構成されており、個々の顧客の悩みや課題に応じた独創

的で確実な提案力を持っている。同社の営業担当者は、賃貸住宅を売ることではなく、顧

客の賃貸事業を軌道にのせることが大きなミッションとされている。そのため営業担当者

は、顧客のアドバイザー役だけでなく直接施主代行として安定した賃貸事業の実現にグル

ープをあげて全力で当たらなければならない。営業担当者が“顧客の目”となりシームレ

スな事業サポート体制を社内で構築してゆかなければならない。そのために営業担当者は、

経営的な視点と現場の視点の両方を持つことが必要であると共に、賃貸住宅事業の全体最

適に向けた総合的な知識とノウハウを持っていなければならない 5。 

 大東建託では、顧客毎の課題と提案した内容をデータベースで共有化している。また営

業担当者による継続学習を推奨している。これは実践のための「活かすことができる勉強」、

自らを実践的に高める勉強に集中し、担当者レベルでの差別化を実現するためのものであ

る。同社では、勉強＝「勉強」＋「経験」＋「井戸の外（大海）を見る」と独自の視点を

持っている。「勉学」とはビジネスマンとしての基礎知識や自らの専門知識を磨き、「経験」

で得た知識をどうすれば実感できるかを経験する。「井戸の外を見る」で自分の会社や業界

以外の他社と交流し、自身の視野を広げることが重要と考えられている6。 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                   
5 大東建託 岩国支店長 今田氏（仮名）インタビュー調査（2014 年 11 月 05 日）より。  
6 三鍋[2013]pp.115-116. 
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図 6-7 大東建託による顧客価値創造のサイクル 

    

出所：ヒアリングを基に著者作成. 

 

 

 

3. 組織型営業による顧客価値の創造 

 

3.1 賃貸住宅市場の動向  

我が国の人口は、2010 年の 1 億 2,800 万人をピークに徐々に減少傾向にある。図 6-8 は

日本の人口・世帯数の推移と将来見通しを示したものである。人口増加率は 1975 年以降頭

打ち傾向にあり、2010 年に若干増加傾向を維持したが 2015 年以降は減少している。一方

で世帯数は人口の伸びを上回る水準で推移しており、核家族化による世帯の小規模化が進

んでいる。特に世帯類型別の世帯構成にも表れており、夫婦と子供の世帯や 3 世代世帯が

減少する一方、夫婦のみの世帯や単身世帯が増加しており特に単身世帯の増加が著しい。

さらに絶対数は少ないものの片親と子供の世帯の増加と高齢者の世帯（高齢夫婦世帯及び

高齢単独世帯）が急増している 7。また少子高齢化の進行が著しく、老年人口の割合は 2000

年に年少人口の割合を上回り（老年化指数が 100 を突破）、今後も少子高齢化が進行するこ

とが予想される8。 

賃貸住宅市場は、新設住宅着工総数とおおむね同傾向の推移を示しているが、持家とは

異なる動きを見せている。貸家は、1982 年から 1990 年にかけて大幅に建築されているが、

持家は全般的には減少から横ばい傾向にある。分譲住宅について、土地の仕入れ価格の影

響はそれ程受けず、バブル形成期、崩壊期共に比較的安定的に推移している。貸家市場の

大幅な変動については、人口・世帯構造の変化だけでなく、経済をはじめ様々な外的要因

の影響を大きく受けているものと考えられる。また、貸家率を都道府県別に比較すると、

                                                   
7 住宅改良開発公社[2014]p.29. 
8 住宅改良開発公社[2014]pp.31-32. 
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東京をはじめとした大都市圏から、沖縄・北海道をはじめとした地方圏が上位を占めるよ

うに変化している。沖縄県や北海道、福岡県などと比べ、鳥取県や島根県などにおける貸

家率が高い点も注目される9。 

 

図 6-8 人口・世帯数の推移と将来見通し 

 

出所：住宅改良開発公社[2014]p.29. 

 

図 6-9 住宅総数と総世帯数の推移 

 
出所：総務省統計局[2013]参照. 

 

 

国土交通省『21 世紀の豊かな生活を支える住宅・宅地政策について』によれば、土地神

話の崩壊は住宅地取得への変化を生じさせているという。図 6-9 は日本の住宅総数と総世

帯数の推移を示し、図 6-10 は用途別新設住宅着工の推移を示したものである。従来のよう

な土地取得に強い関心を置いた住宅地取得は、継続的な地価の上昇、高い経済成長、年功

序列型の賃金体系等の日本型雇用慣行が前提となり成り立っていた仕組みであった。しか

                                                   
9 住宅改良開発公社[2014]pp.19-21. 
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し、これらの経済社会条件は、構造的に変化し「いま買わなければ将来も買えなくなる」、

「宅地さえあれば」といった考え方は減少し、むしろ上物の住宅そのものの資産価値にも

強い関心が置かれるようになってきているほか、住宅ローンを回避し“所有から利用へ”

といったライフスタイルにあわせた住み替えを求める“積極的賃貸派”の増加ももたらし

ている。 

 

図 6-10 用途別新設住宅着工の推移（全国） 

 

出所：国土交通省[2014]参照. 

 

 

3.2 日本の農家が抱える課題 

1980 年代、我が国における耕作放棄地面積の推移は、近い将来大幅に増加することが予

想された。実際に 1985年までの耕作放棄地面積はおよそ 13万 haで横ばいであったが、1990

年以降増加に転じ2005年には約3倍の38.6万 haへとなりこの傾向はその後も続いている。 

中でも農家の形態別でみると、最も増加が多いのが土地持ち非農家（兼業農家）であり、

耕作放棄の発生原因について、全国の農業地域で「高齢化等による労働力不足」が最も多

く 5 割近くを占め、ついで「生産性が低い（海外市場との競争の激化）」、「農地の受け手が

いない（後継者不足）」、「土地条件が悪い」等が挙げている。 

大東建託の営業部門は日本の農家が抱える問題に注目した。その 1 つが高齢化と後継者

不足という深刻な問題であった。農林水産省によれば、2009 年時点で全国の農業就業者の

うち 65 歳以上の高齢者は全体の 6 割を占め、近年では 8 割を占めている10。年齢構成別で

みると 2005 年から 2010 年にかけて 60 歳から 64 歳の農業人口の増加が目立つ11。アンケ

ートでは、その多くが農作業を「自分１人」、「自分が中心」で行っていると回答し、近年

においては高齢化による農業作業中の事故の増加が問題になっている 12。また後継者不足

の要因は、高額な農業機械の購入資金や近年の農産物価格や生産量の低下に加え、肥料農

薬等の農業生産資材価格の上昇による農業所得の大幅な減少にあるといえる。 

特に兼業農家による農業離れが最も顕著である。兼業農家の場合、多くは親から受け継

                                                   
10 農林水産省[2014]参照. 
11 矢口[2013]p.40. 
12 農林水産省[2014]参照. 
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いだ田畑を使って販売ではなく自家消費を目的とした中小規模の農業に従事してきた。し

かし、平日は会社勤め、農作業は夜間・早朝・休日に行なうため、どうしても多忙となる

上、稲作では田起こし、代かき、育苗、田植、除草、稲刈り、脱穀など多くの作業工程は

重労働である。特に収穫時期になると近所や親戚にも協力してもらうが、近年では高齢化

と核家族化の影響により頼める先がなくなってきた。そのため、親は子供に自分と同じよ

うな苦労をさせないように、農業を自分の代で終わらせようとする傾向が強い。 

さらに大きな問題が世代交代による相続税問題である。土地を所有している農家にとっ

て、先祖代々から受継いだ土地は“先祖からの預かり資産”であり、手放したくないとい

う気持ちが強い。よって「先祖から引き継ぎ、また次世代へ引き継がれる不動産資産」で

あることから 13、多くの兼業農家では子供に農業は継がせたくない、または継続出来ない

という問題の一方で、将来予想される多額の相続税の納税原資を如何に準備するのかとい

う問題を抱えているのである14。 

だが土地活用の大きなメリットは、節税効果と家賃収入にある。通常、相続税では土地

は路線価（または固定資産税評価額）に基づき評価額が決められ、他の遺産と合わせて基

礎控除額（3,000 万円＋600 万円×法定相続人の数）を超えると相続税が課税される。しか

し、アパートや賃貸マンションを建築した場合、一定割合を土地評価額及び建物評価額か

ら差し引くことが出来る。また建築に伴いローンを利用した場合には、借入金を債務とし

て遺産総額から減額出来る。その他、建物建築事業による固定資産税及び都市計画税の軽

減措置が挙げられる。保有する土地の固定資産税評価額に対して、毎年 1.4％（標準税率）

の税金が課せられるが、この土地にアパートやマンションを建築した場合、評価額が 1/6

に軽減される。建築するアパート等の戸数に 200 ㎡を乗じた面積が上限だが、それを超え

る部分（住宅の床面積の 10 倍迄）については 1/3 に軽減される15。さらに入居者から毎月

の家賃収入によって安定した現金収入を得ることが出来きるため将来家族に財産と安定収

入を残すことが出来るのである 16。 

しかし、大東建託の営業部門は顧客にとって重要なのが節税よりも、その後の賃貸住宅

を如何に運用していくかであることに気づいた。顧客からは「そもそも満室経営は出来る

の？」、「家賃を滞納されたらどうするの？」、「家賃相場が変動したらどうするの？」、「建

物が壊れたり経年劣化したらどうするの？」といった不安の声が聞こえた。いくら賃貸住

宅に節税メリットがあるからといっても、多くの顧客はこれ迄経営に携わったことのない

一般農家である。つまり顧客は賃貸経営に関する知識やノウハウを全く持っていないので

ある。よって顧客にとって、節税や家賃収入のメリット以上に、未知である賃貸事業を行

なうことへのリスクが大きく、さらに賃貸住宅を建設するには、数千万から数億円といっ

た多額の資金の借り入れを行わなければならないため、どうしても将来的な返済を考える

と消極的になってしまう。 

そこで営業部門は、これら顧客の不安を払拭しなければいくら魅力ある商品をもってい

っても売れないと考え、トップに上申することによって組織的な営業展開を図ってゆくこ

                                                   
13 三鍋[2013]p.132. 
14 大東建託オーナー会 全国代表理事兼大東建物管理 取締役 中村氏インタビュー調査（2012 年 12 月

14 日）より。 
15 大東建託[2016]ホームページ http://www.kentaku.co.jp/参照. 
16 大東建託 岩国支店長 今田氏（仮名）インタビュー調査（2014 年 11 月 05 日）により。 
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ととなった。顧客の不安は、常に建築に関するものではなく賃貸経営への不安だったので

ある。営業担当者は、建築や不動産に関する知識は持っていても、経営に関する知識は持

ち合わせていなかった。但し経営に関する知識といっても幅広く、融資や経理に関する知

識、入居者斡旋に関する知識など様々な分野に跨った知識となる。そこで、大東建託の上

層部と営業部門とで顧客が抱えるリスクが一体何なのか、また如何にしてそれらを払拭す

べきかについて調査と検討を開始した17。 

 

3.3 「賃貸経営受託システム」による顧客創造 

「賃貸経営受託システム」は、全国のオーナーの声と営業部門からの要望によって 2006

年に導入された。賃貸経営に関わるリスクや入居者斡旋や維持管理などの煩わしさを一括

して引き受けることによって、賃貸経営に関する知識や経験を持たない農業従事者や個人

事業者でも賃貸事業を行なうことが可能となったのである。 

「賃貸経営受託システム」は、建物賃貸事業の企画・立案から賃貸建物の設計・施工、

入居者斡旋、賃貸経営開始後の管理・運営、賃貸経営における様々な収支変動リスクに対

応している。空室時の家賃収入の問題や家賃相場の変動、入居者退去時の原状回復費や将

来的な建物修繕費の負担など、経営不安やリスクまでサポートし、収入・支出両面での変

動に対応し、将来にわたる安心・安全・安定経営を提供している。また大東建託グループ

がオーナーに代わって賃貸経営の全てを引き受けることによって、顧客のメリットがある。

なかでも収支変動リスクは顧客にとって大きな課題であることから、顧客に 4 つの付加価

値を提供している。図 6-11 は大東建託における賃貸経営における収支変動リスクへの対応

について示したものである。 

 

① 空室・家賃滞納リスク 

  ・入居者の有無、家賃滞納の有無に関係なく、毎月一定の借上賃料を前家賃で支払う 

  ・一括借上契約期間は業界トップクラスの 30 年間 

  ・30 年以降も 2 年毎に賃貸建物として可能な限り契約更新が可能である。長期に安定

した賃貸経営が可能となる 

② 家賃相場変動リスク 

  ・借上賃料（住居用）は当初 10 年間固定、以降 5 年毎の更新 

  ・借上賃料は業界トップクラスの長期固定である 

  ・家賃相場の影響を受けず、安定した借上賃料が確保出来るので長期にわたり安心 

③ 現状回復費負担リスク 

  ・オーナーの現状回復費負担は 30 年間一切ない 

 ・現状回復費が発生しても、30 年間にわたって大東建託グループが負担する 

  ・退去立ち会いを全件実施し、オーナーの大切な資産である賃貸建物の維持管理を図

っているため、長期に安心・安全・安定の賃貸経営が可能 

④ 修繕費負担リスク 

 ・一時的に大きな修繕が発生しても、経年劣化に対する建物修繕費は、大東建託グル

                                                   
17 大東建託 岩国支店長 今田氏（仮名）インタビュー調査（2014 年 11 月 05 日）により。 
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ープが 30 年間にわたって負担する 

  ・2 ヶ月に 1 回の建物定期検査を実施し、結果をオーナーに報告する 

  ・管理戸数 65 万戸を超えるスケールメリットを最大限活用し、入居者の確保に必要と

なる予防的修繕等を計画的に実施する 18 

 

 

図 6-11 賃貸経営における収支変動リスクへの対応 

 

出所：大東建託[2016]『賃貸経営受託システム』参照. 

 

図 6-12 賃貸経営受託システムの強み 

 
出所：大東建託[2015]ホームページ参照. 

 

「賃貸経営受託システム」が市場に受け入れられた要因は、賃貸建物事業に必要となる

全ての要素（建設・斡旋・管理・資金繰り）においてバランスの取れたシステムにあると

いえる。大東建託の『FACT BOOK 2013』では、同社を同業他社と比較した場合、自らの

                                                   
18 大東建託[2013b]参照. 
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強みは「受注高」、「賃貸住宅供給戸数」、「入居率」、「管理戸数」の 4 つの分野にあると分

析している。同社の実績は賃貸業界では、全国貸家着工戸数の内同社の市場シェアは約 2

割強にのぼり、主な実績として賃貸住宅管理戸数ランキング では 18 年連続で業界第 1 位 

（2014 年全国賃貸業界新聞）、賃貸仲介件数ランキングでは 5 年連続で業界第 1 位（2015

年全国賃貸業界新聞）、全国住宅供給戸数で 6 年連続で業界第 1 位（2014 年市場経済研究

所・不動産経済研究所）、ディスクロージャー優良企業選定 建設・住宅・不動産部門で第

1 位（5 年連続 6 回目、社団法人日本証券アナリスト協会）などの多くの実績を持ち、また

営業面では顧客リピート率は 52.3％（2012 年度実績）、入居率は 96.7％（2013 年 3 月末現

在）と高い数値を維持している 19（図 6-12 参照）。 

 

3.4 「資産承継コンサルティング」による顧客創造 

 近年、超高齢化社会に突入し「大相続時代」の到来が叫ばれる中、あらためて総合資産

運用が注目されている。不動産オーナーの関心は、「誰に」、「何を」、「どのように」引き継

ぐかという資産承継に広がっており、従来の遺言・生前贈与・後見制度等といった方法か

ら最近では信託の活用（アセット・マネジメント）が注目を集めている。特に、分割が難

しい不動産が相続財産の不動産オーナーの相続の場合、分け方を巡って争いに繋がるケー

スも少なくない。 

相続においては、法律上だけの問題ではなく、家族内の後継ぎの問題、親の面倒、長男

次男の関係、さらには配偶者同士の関係など様々な要因によって相続者や配分に関する争

いに発展するケースがある。例えば「不動産の共有トラブルを避けたい」、「老後の世話に

なる子に多めに残してあげたい」、「配偶者の姻族に財産がいくのは困る」、「認知症になっ

ても安全に資産を守りたい」等が挙げられる。また相続後の不動産の管理においても、「共

有不動産の管理を容易にしたい」、「先祖伝来の土地は長男家系で引き継いでほしい」、「子

供の財産形成をサポートしてあげたい」、「障害のある子の将来が心配だ」といった問題が

挙げられる。両親にとっては、自身が子供のために残した財産が原因で、将来兄弟の関係

性が悪化したり紛争になったりすることが最も危惧する問題である。しかし、信託を活用

することで分割困難な不動産の相続が可能となり、遺言や生前贈与と同様にオーナー自身

の思いに沿った資産承継者を定めることも可能となる。さらに、認知症や身体能力の衰え

等があっても、保有される資産が第三者に悪用されることのない安全な資産管理にも信託

は役に立つのである20。 

 大東建託は、2013 年に一般社団法人賃貸経営ネットワークを設け、オーナー向けに資産

承継に関する情報提供を開始し、顧客からの信託へのニーズに対応し 2014 年 10 月に管理

型信託会社として「大東みらい信託株式会社」を設立した。大東みらい信託では、資産承

継に関する情報提供だけなく、信託を活用した円満で円滑な資産承継や安全な資産管理の

サポートサービスの提供を行う。従来の「賃貸経営受託システム」による土地活用・資産

形成・相続税対策に、大東みらい信託の資産承継サポートサービスを新たに加えることで、

顧客の最終的な目的である“円満で円滑な資産承継”と認識能力低下時の“安全な資産管

                                                   
19 大東建託[2013a]pp.5-6. 
20 大東建託オーナー会 全国代表理事兼大東建物管理 取締役 中村氏インタビュー調査（2013 年 05 月

09 日）により。 
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理”を実現することを目的としている 21。図 6-13 は大東みらい信託による提供サービスの

概要を示したものである。 

 

図 6-13 大東みらい信託の提供サービス 

 

出所：大東みらい信託[2015]ホームページ参照. 

 

 

おわりに 

 

本章では、大東建託の営業事例について「知識労働者の育成・マネジメント」、「組織型

営業による顧客価値の創造」の 2 つの視点から考察を行なった。あらためて 2 節以降の各

節の内容を振り返っていきたい。 

「2．知識労働者の育成・マネジメント」では、大東建託のコンサルティングサービス

のシステム化がどのように知識労働者を如何に育成・マネジメントしているのか「組織に

よる顧客志向の実践」、「イノベーション機会の発見」、「マーケティングによる顧客創造」

の観点から考察した。 

「2.1 組織による顧客志向の実践」では、大東建託の強みとしている顧客と一体となっ

た事業運営がある。中でも「大東オーナー会」は全国のオーナーと大東建託、大東建物管

理とで結成されたネットワーク組織であり、オーナーの賃貸経営に係る様々なサポートを

目的としている。また営業活動では自社へのクレームが最も重視されていた。営業担当者

は“ウルサイお客”として敬遠するのではなく有り難い顧客としてクレームの内容を組織

内部に展開できる仕組みを構築していることがわかった。 

 「2.2 イノベーション機会の発見」では、図 6-6 であらわされているように、新規飛込

みから契約までの各プロセスにおけるポイントをチェック形式としたプロセス管理を導入

することで、市場や顧客の変化をいち早く入手し、組織で共有する仕組みを構築している。 

                                                   
21 大東建託[2014]ホームページ http://www.kentaku.co.jp/参照. 
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「2.3 マーケティングによる顧客創造」では、「土地活用」、「管理運営」、「資産承継サポ

ート」において各専門家や専門部隊を置くことでコンサルティングサービスのシステム化

を図っている。営業担当者は、顧客の抱える課題に応じて専用データベースと様々な外部

専門家（税理士、不動産鑑定士、一級建築士、弁護士、司法書士等）とチームとして連携

することで賃貸経営に関するコンサルティング営業の強みを発揮していることがわかった。 

次に「3．組織型営業による顧客価値の創造」では、上記で示された知識労働者を育成・

マネジメントする仕組みがどのように実践で成果をあげているのかについて「市場の動向」、

「顧客の課題」、「課題の解決」の 3 つ視点から考察している。 

「3.1 賃貸住宅市場の動向」では、我が国の人口は、2010 年の 1 億 2,800 万人をピーク

に徐々に減少傾向にある。そうした中で住宅の購入に関しては「いま買わなければ将来も

買えなくなる」、「宅地さえあれば」といった考え方は減少し、むしろ上物の住宅そのもの

の資産価値にも強い関心が置かれ、住宅ローンを回避した“所有から利用へ”といったラ

イフスタイルにあわせた住み替えを求める“積極的賃貸派”の増加ももたらしている。 

「3.2 日本の農家が抱える課題」では、大東建託の営業部門は日本の農業の高齢化と後

継者不足に着目した。土地活用によって節税効果と家賃収入があると売り込むが、顧客が

課題としているのは節税よりも、その後の賃貸住宅を如何に経営していくかであることに

気づいた。そこで営業部門はトップに上申しサービスという視点から新たな営業展開を開

始した。 

「3.3『賃貸経営受託システム』による顧客創造」では、2006 年に「賃貸経営受託シス

テム」を導入し、建物賃貸事業の企画・立案から賃貸建物の設計・施工、入居者斡旋、賃

貸経営開始後の管理・運営、賃貸経営における様々な収支変動リスクに対応した。中でも

空室時の家賃収入の問題や家賃相場の変動、入居者退去時の原状回復費や将来的な建物修

繕費の負担、経営不安やリスクまでサポートし、収入・支出両面での変動に対応し、将来

にわたる安心・安全・安定経営を提供している。これによって営業面では顧客リピート率

は 52.3％（2012 年度実績）、入居率は 96.7％（2013 年 3 月末現在）と高い数値を維持して

いる。 

「3.4『資産承継コンサルティング』による顧客創造」では、大東建託は、2013 年に一

般社団法人賃貸経営ネットワークを設け、オーナー向けに資産承継に関する情報提供を開

始し、顧客からの信託へのニーズに対応し 2014 年 10 月に管理型信託会社として「大東み

らい信託株式会社」を設立した。大東みらい信託では、資産承継に関する情報提供だけな

く、信託を活用した円満で円滑な資産承継や安全な資産管理のサポートサービスの提供を

行っている。 

このように本研究事例では、大東建託のコンサルティングサービスのシステム化が、営

業の知識労働者を育成・マネジメントしていると同時に、その知識労働によって営業プロ

セス・イノベーションの仕組みを有効に活用しながら、組織営業による「賃貸経営受託シ

ステム」、「資産承継コンサルティング」という独自のビジネスモデル構築につながってい

ることが分かった。また、それぞれの場面において『営業プロセス・イノベーション』で

示された「データベース営業」、「プロセス管理」、「チーム営業」が有効に活用され、組織

としての顧客価値の創造に貢献していることが分かった。 
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第 7 章 京セラコミュニケーションシステムのアメーバ経営による顧客創造 

 

1．企業概要 

 

京セラコミュニケーションシステム株式会社（以下、KCCS）の組織母体である京セラ

株式会社は、1959 年 4 月 稲盛和夫氏が京都市で「京都セラミック株式会社」として創業

した。近年では、セラミック製品をはじめ情報・通信機器、太陽光発電モジュール等の製

造を行なっている。京セラ㈱の売上高は、連結 1 兆 4,796 億円（2016 年 3 月期）、営業利

益 926 億円（2016 年 3 月期）、グループ企業数 235 社（京セラ㈱含む）、グループ従業員数

69,229 名（2016 年 3 月現在）になる1。 

京セラグループにおいて情報通信分野の中核を担う KCCS は、1995 年 10 月に京セラ経

営情報システム事業部の分社独立によって設立された。その後、同年 12 月に京セラ電子機

器株式会社を吸収合併、以降順次  KCCS マネジメントコンサルティング社ほか、上海社、

シンガポール社、ベトナム社を設立し現在に至っている。 

本社機能は京セラ本社内に置き、本社は関西エリアをカバーし、東京支社が関東エリア

をカバーしている。事業規模は、資本金 29 億 8,594 万 6,900 円、売上高 連結 1,147 億 5,461

万円（2016 年 3 月期）、従業員数 3,097 名（連結）で創立以来、黒字経営を維持し発展し

てきた。図 7-1 は KCCS グループの概要を示し、図 7-2 は KCCS 単体での売上高・経常利

益の推移を示したものである。 

主な事業内容は、「ICT 事業2」、「環境・エンジニアリング事業」、「通信エンジニアリン

グ事業」、「経営コンサルティング事業」で構成され、ERP3の開発からコンサルティング、

運用・保守を行なう SIer（system integrater）であると同時に、通信キャリアの無線基地局

等のインフラ建設も担っている。なかでも大きなウエイトを占める ICT 事業と通信エンジ

ニアリング事業では、京セラ、KDDI、ソフトバンクグループ、サムスンジャパン等（帝国

データバンク調査、2016 年 3 月末現在）を主要顧客とする。 

社是は「敬天愛人」とし、“常に公明正大 謙虚な心で 仕事にあたり 天を敬い 人を愛

し 仕事を愛し 会社を愛し 国を愛する心。経営理念は、全従業員の物心両面の幸福を追求

すると同時に、人類、社会の進歩発展に貢献する”としている。トップメーセージでは、

「KCCS グループの使命は、京セラグループの“人間として何が正しいか”を判断基準に

した考え方『フィロソフィ』と、経営管理手法『アメーバ経営』を両輪に、卓越したコミ

ュニケーションシステムを創造し、攻めの経営を実現する製品やサービスを提供すること。

この思いと共に、国内外を問わず、お客様企業の飛躍と社会の発展に寄与する。」を掲げて

いる4。 

 

                                                   
1 京セラ[2016]ホームページ http://www.kyocera.co.jp/参照. 
2 Information Communication Technology。コンピューターやインターネット関連情報通信技術を示す。 
3 Enterprise Resource Planning。調達・購買、製造・生産、物流・在庫管理、販売、人事・給与、財務・

会計など、企業を構成する様々な部門・業務の扱う資源を統一的・一元的に管理することで、部門毎

の部分最適化による非効率を排除したり、調達と生産、生産と販売など互いに関連する各業務を円滑

に連携・連結したりする。 
4 KCCS[2016]ホームページ http://www.kccs.co.jp/参照. 
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＜KCCS の事業概要＞ 

「I C T 事 業」・・・・・・・・ 情報システムの構築や統合基幹業務システム、データセ

ンターを核とした各種クラウド、セキュリティ、MVNO

の ICT ソリューション 

「環境・エネルギア事業」・・・・太陽光発電や蓄電、EMS のシステムの設計・施工 

「通信エンジニアリング事業」・・通信インフラ（携帯基地局）の構築・運用保守から最適

化、防災情報ネットワークの構築・運用保守 

「経営コンサルティング事業」・・京セラ独自の経営管理手法「アメーバ経営」の導入から

運用支援、関連する情報システムの提供 

 

 

図 7-1 KCCS グループの概要 

 

出所：KCCS[2016]ホームページ参照. 

 

図 7-2 KCCS 売上高・経常利益の推移（単体） 

 

出所：会社四季報[2015]参照.   
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2. 知識労働者の育成・マネジメント 

 

2.1 組織による顧客志向の実践 

KCCS では、営業部門における各担当者の評価基準として、自社の売上高だけでなく、

どれだけ顧客の事業に貢献したのかが問われる。これは、自社の損得だけを追求するので

はなく顧客にとっての価値をどれだけ生み出したかが指標となる。これは、京セラグルー

プで経営判断をする場合、「損得」という利害得失ではなく、「善悪」が基準判断となって

いるからである。稲盛氏によれば、善か悪かを判断するにはまず立派な人間性を持ってい

なければならないと論じている。「人間として如何にあるべきか」というところまで遡って

考える必要がある。例えば、うちの会社にとってのみ都合がよく儲かるということがあっ

たとしても、人として如何なものかと思った時には、それは選ばないという勇気を持つこ

とが重要であるという5。このように京セラグループでは、目先の利益ではなく「利他の心

を判断基準にする」ことが最も重要であるとされているのである。 

もし仮に営業担当者が自分中心で物事を見ると視野も狭くなり、間違った判断をしてし

まう。しかし「利他の心」をもって仕事に臨めば視野も広くなり、顧客や周りの人達が協

力してくれるようになるのだ。KCCS においても、こうした表面的な事業や物事に囚われ

るのではなく、その根底となる判断基準が誤っていないかどうかを確認することが営業の

マネジメントで重要な視点となっている。 

京セラフィロソフィの中に「お客様第一主義を貫く」というキーワードがある。これは、

下請けの立場としてではなく、自主独立の企業であることを意味している。自主独立とは、

顧客が望まれるような価値を持った製品を次々生み出していくということである。顧客の

ニーズに対して、今までの概念を覆して、徹底的にチャレンジしていくという姿勢が要求

される。顧客に喜んで頂くことは商いの基本であり、そうでなければ利益をあげ続けるこ

とは出来ないという考えである 6。KCCS の営業部門は、日々この「お客様第一主義を貫く」

を何度も輪読しながら営業担当間で同じ考えを共有している。 

したがって KCCS では、営業担当者に対してどこまで顧客のニーズに応えることが出来

たのか、世の中に無いものを顧客が望めばチャレンジするという営業姿勢を持っているか

どうかが重視される。単に顧客が提示した要件定義書に沿った IT システムを提供するので

はなく、それを起点としながらどれだけ顧客の事業に貢献できるか営業で重視されている。

このように京セラグループでは、これらのフィロソフィを全社員で共有し、ベクトルを一

致するためにさまざまな取り組みを行っている。図 7-3 は京セラのアメーバ経営の全体像

を示したものである。 

 

＜主な取組み事例＞ 

・一般社員およびリーダー、管理者を対象としたフィロソフィ研修会（合宿）の開催 

・京セラグループ全社での年 1 回のフィロソフィ論文コンクールの開催 

・毎日の朝礼および終礼における京セラフィロソフィの輪読 

                                                   
5 稲盛[2001]参照. 
6 稲盛[2001]p.18. 
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・営業活動および営業プレゼンにおける京セラフィロソフィ概念の導入 

・経営トップは、経営会議内容の全員周知と共に京セラフィロソフィの論説等の励行 7 

 

 

図 7-3 アメーバ経営のメカニズム 

 

出所：三矢[2003]p.145.           

 

 

2.2 イノベーション機会の発見 

KCCS では、市場や顧客の変化に気付くために独自の「サービス・サイエンス」という

名のプロセス管理を取り入れている。これは営業の各プロセスにおいてサービスという視

点から顧客が口にしない潜在的な課題、問題点をキャッチアップする仕組みである。表 7-1

はサービス・サイエンスの目的を示し、図 7-4 はサービス・サイエンス構築の流れを示し

ている。 

KCCS の代表取締役である森田氏はサービス・サイエンスの目的について次のように論

じている。「現代は、素晴らしい技術力や製品開発力だけでは事業を伸ばしていくことが難

しい時代だとの認識の上で、いつの時代にも顧客から選び続けられる企業であり続けられ

ねばならない。そのためには事業をサービスと捉えて顧客の視点から分析し、そのサービ

スにおける行動基準や指針を構築することで、顧客に質の高いサービスを提供し続けるこ

とが重要で、独自のサービス手法を確立し、顧客に感動と満足を与え続けられるかどうか

が、KCCS グループの将来の発展を左右する。」8 

 営業部門におけるサービス・サイエンスの仕組みは、日々の営業プロセスにおいて営業

担当者が気付いた顧客のニーズや課題を取り上げ、ベテラン営業や若手の営業担当者など

がグループによってロールプレイング形式でサービスという視点から営業のあり方につい

て議論し答えを導き出してゆく。まず顧客の課題が明確になれば、そこから派生する問題

は何なのか、また本質的な問題は何かを推測する。そして、その問題に対して自社がどの

ようなソリューションを提案できるかについて議論してゆく。ここでは、単に IT インフラ

                                                   
7 KCCS データセンター事業部 植田氏（仮名）インタビュー調査（2009 年 05 月 11 日）より。  
8 KCCS[2008]pp.12-15. 
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を売るや、セキュリティを売るといった視点ではなく、顧客の業務改善や経営改革に直結

する価値とは何かを問うのである。最後は全員で導き出したサービス・フィロソフィを設

定し各部門への浸透を図ってゆかなければならない 9。 

 

表 7-1 サービス・サイエンスの目的 

 

出所：KCCS[2007]pp.11-15 参照. 

 

図 7-4 KCCS サービス・サイエンス構築の流れ 

  
出所：KCCS[2008]p.12.   

 

 

2.3 マーケティングによる顧客創造 

京セラグループの事業経営の大きな特徴をなすアメーバ経営は小規模集団によって迅

速さと柔軟さを兼ね備えた組織体制を構築している。図 7-5 は KCCS におけるアメーバ

組織のイメージを示している。京セラが目指す「市場に直結した部門別採算制度」を実現

するためには、組織を細分化するだけでなく、アメーバ組織を市場の変化に対して常に即

応する必要がある。言い換えれば、柔軟にアメーバを組み替えることで様々な異なる部門

の専門家を集め知識やアイデアを出し合うことで創造性の促進を図っているのである。ま

たアメーバ組織ではメンバーが頻繁に交代しても共有のデータベースによって知識やノウ

ハウの共有化が図っている。 

稲盛氏は「いま戦える体制をつくらなければ、競争に負けてしまう」と指摘するように、

                                                   
9 KCCS データセンター事業部 植田氏（仮名）インタビュー調査（2008 年 07 月 25 日）より。  
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組織的な視点から次のように述べている。「アメーバ経営を実践する際、硬直した組織であ

ってはならない。現在の組織が市場の実態に合っているかどうかを常に考え、臨機応変に

組織を組み直すべきである。事業部の統合や分割といった会社規模での大きな組織から、

現場のアメーバ単位の組織まで、市場の動向に合せて常に進化を繰り返している。」10 

アメーバの分裂と統合については、現状の組織で経営がみえなくなった時や、リーダー

の経営能力に問題がある場合には即座に分裂や統合、リーダーの後退等が行われる 11。稲

盛によれば、アメーバ組織は小集団独立採算性のもとでそれぞれ活動を行なうため、自由

度の高い組織体といえる。それは、人に管理されて動くのではなく、自らが主体性を発揮

して仕事に取組むことで、自己の能力を高めていける組織である。しかし自由度の高い組

織体であるからこそ、リーダーと構成員の経営に対する意識、モラルの高さが問われる。

つまりリーダーの意思に対して、現場が「打てば響く」ように即応する仕組みがつくられ

ており、すばらしいアイデアを思いつけば、すぐに実行して効果を出すことが出来るとい

うメリットがあると述べている 12。 

 

図 7-5 アメーバ組織のイメージ 

 
出所：ヒアリングを基に著者作成. 

 

また新規プロジェクトの立ち上げから事業化されるまでの正当プロセスおいては、通常

プロジェクトの担当者は、トライアルの段階から事業化までの全ステージを一貫して任さ

れる。徐々に注文が入るようになり先の見通しも得られるようになれば製造ラインにのせ

て量産化が始まる。彼らがリーダーとなって、必要な設備や人員が集められ、その後事業

拡大に伴い、組織は購買、外注、各製造工程のアメーバへと分けられてゆく。設備計画や

将来構想も、研究段階からプロジェクトに携わってきたリーダーの責任で進められる。開

発の担当者は将来にわたってアメーバを率い、採算をあげてゆかなければならない。この

ように事業化までのプロセスをどう管理するかは、リーダーに求められる大事な能力であ

る。そのためリーダーは市場の動きを知るために、関係する営業部門や製造部門とは自発

                                                   
10 稲盛[2006]pp.113-115. 
11 三矢[2003]p.122. 
12 稲盛[2006]pp.114-117. 
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的に接触しコミュニケーションを通じて情報や資源を手に入れようとするのである 13。 

 

 

3. 組織型営業による顧客価値の創造 

 

3.1 情報サービス産業の動向  

近年、コンピューターやネットワーク技術、情報処理等の進展と共に、その利用拡大か

ら情報サービス産業は大きく発展した。変遷を辿れば、1950 年代の後半から 1970 年代の

後半は「情報処理主力の時代」、1980 年代の前半から中盤には「ソフトウェア開発拡大期」、

80 年代の中盤～後半には「急成長と SI の時代」、1990 年代の前半から中盤には「分散型シ

ステムへの転換」、1990 年代の中盤か後半には「ネットワーク化とアウトソーシング化の

時代」、2000 年代に入り「インターネットの時代」、2010 年頃から「クラウドコンピューテ

ィングとビッグデータの時代」などの変遷を経て今日の「社会インフラとしての IT 浸透の

時代」を迎えている。 

 

図 7-6 情報サービス産業の売上高 

 

出所：経済産業省[2015]『経済センサス』参照. 

 

 

一般社団法人情報サービス産業協会(JISA)によれば、「情報サービス業」と「インター

ネット付随サービス業」を合計した数値を「情報サービス業」として集計している。情報

産業は、1980 年代以降情報関連企業による株式上場が次々と続き、今日では東証 1 部・2

部マザーズの合計で、2014年 5月現在で 337社と産業分類上 2番目に多い位置付けにある。

2002 年、総務省は「日本標準産業分類」の改訂に伴い、従来の「通信業」を「情報・通信

業」と名称変更し、情報サービス業に該当する企業は、「サービス業」から「情報・通信業」

に所属変更され、情報サービス産業の社会的な地位が確立されたのである14。これにより

情報サービス業の市場規模は、2013 年現在で事業所数 30,079 社（36,414 事業所）、売上高

                                                   
13 三矢[2003]p.124. 
14 JISA[2014]ホームページ http://www.jisa.or.jp/参照. 
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20 兆 9600 億円、従業員数 102 万 6 千人にのぼり高い成長指向を示している（内訳は、受

注ソフトウェア 46.3％、システム等管理運営受託 10.1％、情報処理サービス 9.9％、ソフ

トウェア・プロダクト 9.1％、インターネット付随サービス業務 9.1％）（図 7-6、図 7-7

参照）。 

 

図 7-7 情報サービス産業の比率

 

出所：経済産業省[2015]『経済センサス』参照. 

 

 

3.2 サーバーの技術進歩とデータセンターの陳腐化の問題 

KCCS では、データセンター事業を大きな柱としている。データセンターは、情報シス

テムのサーバーやデータ通信装置などを設置・管理し、大量のデータを処理・保管してい

る施設のことをいう。データセンターと利用企業のオフィスにある端末機器とは専用回線

またはインターネットを介して接続され、データセンターで多数のコンピューターや膨大

なデータを集中的に管理・運営しているため個別に電力を消費するよりも効率的である。

また複数の技術者がサーバーの運用管理（24 時間 365 日）を集中化し行うことで効率的な

運営が可能となり、その分人件費も節約することが出来、コンピュータシステム運用の専

門家を企業側で育成する必要もない。さらにデータセンターは、堅牢性を備えていること

から、地震や災害対策等の免震構造により災害時の自立型の非常用電源設備も備えている。

したがって災害によってインターネットやシステム停止を発生させることなく企業活動を

継続することが出来るのである。 

しかし日本ではデータセンターの建設ラッシュから約 20～25 年が経過しようとしてい

た。建設当初はメインフレームを前提とした設計になっており、現在のような高密度なサ

ーバーの設置が想定されていなかった。よって設備の老朽化や古い運用保守体制など、顧

客が必要とするニーズの変化によってファシリティの能力が陳腐化するといった問題を抱

えていた15。サーバーそのものの性能も急速に向上し、これまで 1 ラック（サーバーを収

納する棚）あたりの必要電力は従来 2kVA が標準とされてきたが、近年では約 3 倍の電力

を要するようになってきた。またサーバーの使用電力の向上に伴い、空調能力の増強も必

                                                   
15 白井[2013]参照. 
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要となってくる。もし能力がサーバーの発熱量に追いつかず冷却が出来なければ、部分的

な熱だまりが発生し熱ストレスからサーバー停止などのリスクが予想される16。 

さらにサーバーの技術進歩は消費電力や発熱量だけでなく重量化進んだことで床にか

かる耐荷重も従来と比較して格段に大きくなっている。従来、標準的なデータセンターで

は 1 ㎡当り約 300kg が想定されていたが、現在では約 1t/㎡の耐荷重が要求されるようにな

ってきている。したがって顧客ニーズと現状とのギャップの拡大により、ラック用のスペ

ースはあるものの、供給電力不足や空調能力不足、耐荷重不足によってラックを新設出来

ないとった非効率なデータセンターが急速に増加傾向にあった。図 7-8 はデータセンター

のイメージを示している。 

 

図 7-8 データセンターのイメージ 

 
出所：KCCS[2016]ホームページ参照. 

 

KCCS の営業部門は、このような理想と現実のギャップに着目し、今後データセンター

の乗り換え需要（移設）が高まることを予想した。しかしデータセンターの移設は簡単な

ことではない。顧客にとって大きな事業リスクと多額の投資が発生する。データセンター

の移設には、顧客の基幹システムが一時停止し、機密データが入った重要なファイルサー

バーを外部に持ち出さなければならい。よって停止した場合の企業損失の大きさと、それ

にかかる大幅な対策、さらに移設後に正常に起動するかどうかというリスクが伴う。その

ため多くのデータセンター事業者は、移設作業については顧客責任で対応してもらうとい

ったケースが殆どであった。顧客企業の情報システム部門は、最新のデータセンターへ乗

り換えた際のメリットを明白に認識していたが、その一方で投資額もさることながら移設

にかかるリスクがそれ以上に大きくなかなか移設に着手することが出来なかった 17。さら

に、顧客は単に IT インフラの更新だけを目的としているわけではなく、顧客の従業員が使

用するパソコン、ソフトウェア、アプリケーション等のサポート業務も含めたアウトソー

シングについても課題を抱えていることがわかった。 

                                                   
16 白井[2013]参照. 
17 KCCS データセンター事業部 植田氏（仮名）インタビュー調査（2008 年 07 月 25 日）より。 
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そこで営業部門は、社内の他部門に対してビジネスへの賛同者を募った。その結果、デ

ータセンター事業部長からデータセンタービジネスの付加サービスとしてサポート事業を

立ち上げたいとの申し出があった18。これにより 2007 年、KCCS によるプロジェクトチー

ムが発足された。リーダーには営業部門、メンバーには企画部、データセンター事業部、

システム開発部、セキュリティ部などで構成され、企画提案書を纏める者、クラウド技術

をはじめ IT インフラ技術を熟知したデータセンターのエンジニア、サポート業務を熟知し

たコールセンター責任者など約 10 名のチームが構成された19。 

 

3.3 システム運用・保守サービスによる顧客創造 

2008 年、データセンター移設に向けたサービス内容が決定した。サービスでは、顧客の

「IT ライフサイクル管理」、「データセンター移設代行」、「仮想化によるダウンサイジング」

の 3 つによって顧客へのメリットを明確にしたのである 20。当時、仮想化技術は市場であ

まり認知されていないものであり、多くの顧客がシステムの安全性に疑問を持った。しか

し、KCCS のデータセンターで実証試験を行なうことで顧客の不安も払拭し、コストダウン

とシステムの有効利用に有効な技術であることが認知されるようになった。また独自の IT

資産のライフサイクルに沿ったトータルマネジメントシステムが高く評価された 21。した

がって新たなデータセンター移設によって、情報システム環境における堅牢性や安全性の

向上に加え、運用面でのサービスレベルの向上、IT ライフサイクル管理やダウンサイジン

グによって IT システムに運用にかかるコストを最大 30％削減することが可能となる。 

 

① IT ライフサイクル管理 

顧客の IT 環境改善に向けた戦略策定、設計から移行、運用、継続改善迄をサポートし、

IT 資産のライフサイクルをトータルで管理する。パソコンやタブレット、スマートフ

ォン等のクライアント端末の選定・調達からデスクトップ環境の設計、セキュリティ

対策・ライセンス管理・問い合わせ対応・リプレース迄一貫してサポートを行なう。

システムの運用では、KCCS のデータセンターにて 24 時間 365 日で運用監視を行ない

SLA10によってサービス品質を保証する 22。図 7-9 は IT ライフサイクル管理の概要を

示している。 

 

② データセンターの移設業務の代行 

顧客のデータセンターにあるサーバー群を KCCS データセンターに移設/統合を行な

う。効率的且つ確実に移設/統合を行ない、監視・運用サービスを提供することで顧客

視点に立った可用性の向上とコスト削減を図る。現状調査から移行設計、移行準備、

                                                   
18 大山[2009]参照. 
19 KCCS データセンター事業部 植田氏（仮名）インタビュー調査（2008 年 07 月 25 日）より。  
20 KCCS データセンター事業部 植田氏（仮名）インタビュー調査（2009 年 05 月 11 日）より。  
21 大山[2009]参照. 
10 Service Level Agreement。サービス品質保証。サービスを提供する事業者が契約者に対し、どの程度の

品質を保証するかを明示したもの。通信サービスやホスティングサービス(レンタルサーバ)などで用

いられる。 
22 KCCS[2013]ホームページ http://www.kccs.co.jp/case/0903/index.html 参照. 
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移設リハーサル、運用設計、並行運用・監視、スタッフ教育、本番移設の 8 プロセス

によって実施する。さらにシステムの正常性や運用フロー・監視内容の見直し、IT 資

産の棚卸の実施、従来システムの問題点・課題点の抽出、移設設計や移設段階で改善

することで、システム全体の堅牢性を高めることが出来る23。 

 

③ 仮想化によるダウンサイジング 

現行サーバー・ストレージのハードウェア・ネットワーク・OS・アプリケーション構

成などの環境や、リソース利用状況などのパフォーマンスに関するヒアリング・調査

を行ない、仮想化・非仮想化の判別から仮想環境への運用設計・移行設計を行なう。

仮想化技術の活用によってサーバーやネットワークの最適化を実現すると同時に、従

来、業務プロセスや業務アプリケーションが部門毎に最適化され、外部との共有や連

携出来ないシステムから統合されたシステムに移行することでサーバー台数を 20％

削減することでオペレーションコストの削減を図ることが可能となる 24。 

 

図 7-9 IT ライフサイクル管理の概要 

 

出所：KCCS[2015]ホームページ参照. 

 

 

3.4 顧客サポートサービスにおける顧客創造 

サポート業務の使命は、顧客の業務効率化にどれだけ貢献できるかにある。したがって

サポート業務に求められるのは現場担当者の迅速性や柔軟性であるが、多くのユーザー企

業ではその内容と体制大きな課題を抱えていた。KCCS の営業部門はその多くの場合が、ユ

                                                   
23 KCCS[2013]ホームページ http://www.kccs.co.jp/case/0903/index.html 参照. 
24 KCCS[2013]ホームページ http://www.kccs.co.jp/case/0903/index.html 参照. 
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ーザー（顧客の従業員）が困った時に遠隔にて電話応対する「ヘルプデスク」と、現地で

ユーザーのパソコン設定等を行う「デスクサイド」との連携不足によるものでると考えた。 

そこで KCCS は、この 2 つの「ヘルプデスク」と「デスクサイド」とをひとつの「サービ

スデスク」として統合することで顧客へのサービスレベルの向上を目指した。図 7-10 はサ

ポート体制の改善案のイメージを示している。顧客サポートを 2 拠点に分けた体制ではな

くサービスデスク担当者が顧客に常駐し、顧客の社内ユーザーからの問い合わせに対応す

るだけでなく、データセンター担当者と連携した運用体制の構築を図ることで均一したサ

ービスと情報共有化による顧客への負担軽減につながるのでる 25。 

だが、そのためにはサポート業務によるコスト上昇が大きな課題となってくる。営業部

門は、データセンター事業部に相談して、サポート業務単体で収益性を判断するのではな

く、データセンター事業の付加価値の一環として捉え、サポート業務の受注拡大を図るこ

とによって採算は合うと考えた26。 

 

図 7-10 サポート体制の改善案 

 

出所：ヒアリングを基に著者作成. 

 

顧客に最も有効だったのは、データセンターとサポート業務の両サービスを 1 社単独で

提供できるという点であった。これまで多くの顧客がシステムの運用保守を行なう企業と

PC などのサポートする企業が異なっていたため、両者に同じ説明をしなければならないな

ど連携が大きな問題となっていた。そのため KCCS は、自社のアメーバ（小集団）による

柔軟性と迅速性という強みを発揮することでこれらの問題を払拭したのである。 

受注後は、プロジェクトチームのメンバー構成は営業を主体としたものから技術主体の

メンバーへと再編成された。またプロジェクトリーダーは、営業担当者からデータセンタ

ー事業部のサービスマネジャーが交代し、メンバーも設計部門や技術提案部門から実際の

運用メンバーへと交代した。現場の担当者らは「我々は、“常駐する営業マン”を目指して

いる。アウトソーシング業務は注文された通りのことをやる外注では決してない。E 社の

一員として、その業務から得られる知識を基に、顧客の経営改革にまで踏み込むような提

案を行なうことを目指し、日々サービスレベルの維持と向上に取り組んでいる」と語った 27。 

ある顧客は「社内のサポートデスクとデータセンターに対する評価は高い。サポートデ

スクは社内に移し回線数が減ったため、当初、電話が繋がりにくいという不満が出たが、

                                                   
25 KCCS[2013]ホームページ http://www.kccs.co.jp/case/0903/index.html 参照. 
26 大山[2009]参照. 
27 KCCS[2016]ホームページ http://www.kccs.co.jp/case/0903/index.html 参照. 
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最近では回線占有率も大幅に減少し、ユーザーの満足度は劇的に高くなっている。そろそ

ろ弊社の業務のやり方などの問題点が KCCS は把握できる時期にきたのではないかと考え

ている。KCCS には 1 日も早く弊社の業務改善に役立つ提案をしてもらい、売上を伸ばし

て欲しい」との評価している28。 

 

 

おわりに 

 

本章では、KCCS の営業事例について「知識労働者の育成・マネジメント」、「組織型営

業による顧客価値の創造」の 2 つの視点から考察を行なった。これにより KCCS のアメー

バ経営が営業の知識労働者を育成・マネジメントし、組織営業によって「データセンター

移設・統合サービス」、「サービスデスク」という独自のビジネスモデルを構築しているこ

とがわかった。また、それぞれの場面において営業プロセス・イノベーションで示された

データベース営業、プロセス管理、チーム営業が有効に活用されていることが明らかにな

った。 

まず「2．知識労働者の育成・マネジメント」では、KCCS のアメーバ経営がどのように

知識労働者としての営業担当者を如何に育成・マネジメントしているのか「組織による顧

客志向の実践」、「イノベーション機会の発見」、「マーケティングによる顧客創造」の観点

から考察した。 

「2.1 組織による顧客志向の実践」では、京セラフィロソフィ「お客様第一主義を貫く」

というキーワードについて考察した。これは顧客のニーズに対し従来の概念を覆し徹底的

にチャレンジしていくという姿勢を意味している。KCCS ではフィロソフィを現場に浸透

させるために、日々の輪読、論文コンテスト、合同合宿等の取組みを行なっている。 

「2.2 イノベーション機会の発見」では、KCCS では、市場や顧客の変化に気付くため

に独自の「サービス・サイエンス」という仕組みを取り入れている。プロセス管理を活用

しながら日々の改善活動、営業プロセスにおいて顧客面談や現場業務等を通じ、サービス

という視点から顧客が口にしない潜在的な課題、問題点をキャッチアップする仕組みであ

る。 

「2.3 マーケティングによる顧客創造」では、アメーバ経営の特徴である組織の柔軟性

について考察している。単に組織を細分化するだけでなく、アメーバ組織を市場の変化に

対して常に即応するために、柔軟にアメーバを組み替えることで様々な異なる部門の専門

家を集め知識やアイデアを出し合い創造性の促進を図っている。またアメーバ組織間によ

るデータベースの活用することで、知識とノウハウの共有化を図っている。さらにプロジ

ェクト立ち上げにおける柔軟なチーム営業の導入などがみられた。 

次に「3．組織型営業による顧客価値の創造」では、上記で示された知識労働者を育成・

マネジメントする仕組みがどのように実践で成果をあげているのかについて「市場の動向」、

「顧客の課題」、「課題の解決」の 3 つ視点から考察している。 

「3.1 情報サービス産業の動向」では、一般社団法人情報サービス産業協会(JISA)によ

                                                   
28 KCCS[2016]ホームページ http://www.kccs.co.jp/case/0903/index.html 参照. 
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れば、「情報サービス業」と「インターネット付随サービス業」を合計した数値を「情報サ

ービス業」として集計している。情報産業は、1980 年代以降情報関連企業による株式上場

が次々と続き、今日では東証 1 部・2 部マザーズの合計で、2014 年 5 月現在で 337 社と産

業分類上 2 番目に多い位置付けにある。 

「3.2 サーバーの技術進歩とデータセンターの陳腐化の問題」では、日本のデータセン

ターの経年劣化やサーバーの技術進歩による現実とのギャップに着目しデータセンターの

乗り換え需要が高まることを予想した。そこで顧客が抱える課題とはデータセンターの移

設における事業損失や、機密データが入った重要なファイルサーバーの外部への持ち出し

等であった。そこで営業部門は、データセンター移設需要に向けたプロジェクトチームを

立ち上げた。 

「3.3 システム運用・保守サービスによる顧客創造」では、2008 年データセンター移設

に向けた新サービスを導入した。主に顧客の IT 資産の総合的な保守管理を行なう「IT ラ

イフサイクル管理」、顧客にとって最も事業リスクが高いとされる「データセンター移設代

行」、移設後のサーバーの統合を行なう「仮想化によるダウンサイジング」の 3 つによって

顧客に対して、情報システム環境の堅牢性と安全性の向上、運用面でのサービスレベルの

向上、IT システムに運用にかかるコストを最大 30％削減することに成功した。 

「3.4 顧客サポートサービスによる顧客創造」では、顧客の課題はユーザー（顧客の従

業員）が困った時に遠隔にて電話応対する「ヘルプデスク」と、現地でユーザーのパソコ

ン設定等を行う「デスクサイド」との連携不足によるものでることに着目し、KCCS は、

この 2 つを「サービスデスク」に統合することでサービスレベルの向上を図った。 

このように本研究事例では、KCCS のアメーバ経営が営業の知識労働者を育成・マネジ

メントしていると同時に、その知識労働によって営業プロセス・イノベーションの仕組み

を有効に活用しながら、組織としての顧客価値の創造に貢献していることが明らかになっ

た。 
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終 章 ビジネス市場における営業改革に向けて 

 

本章では、4 章で提示された理論的フレームワークに基づき、事例分析からの発見を加

え、「営業プロセス・イノベーション」を改めて整理し直す。5 章、6 章、7 章では生産財

企業である電気設備工事会社、賃貸住宅メーカー、情報サービス会社の 3 つの事例を取り

上げたが、4 章までの理論的な検討で導出された理論的フレームワークが確認され、また

残された問題に対する示唆が得られたと考える。 

 

 

1．「営業プロセス・イノベーション」再考 

 

1.1 組織による顧客志向の実践ついての分析視点 

高嶋は、従来の個人型営業が抱える問題として、担当者レベルでの過剰な顧客志向が情

報の属人化・固有化を招き、情報の共有化が進まないという問題に着目し、『営業プロセス・

イノベーション』の中で、個人型営業から組織型営業への転換を図るための仕組みとして

データベース営業を提唱した。これよって個々の営業担当者が持つ顧客に関する情報や営

業活動の情報、商品に関する情報をデータベース化し、営業部内または他部門と共有する

ことで、組織としての営業の基盤づくりを目指した。 

その一方で、データベース営業には、つぎのような問題が指摘されている。単にデータ

ベースだけを導入しても情報を蓄積することばかりが重視されてしまい、知識をどのよう

に活用し成果に変換させるのかといった課題が具体的に明らかにされていない。その結果、

営業現場にデータベースの有効性がうまく伝わらずに、単なる履歴管理として終わってし

まっているという問題があった。 

知識を活用し成果をあげるという課題に対し、米国におけるセールスマンの創造性に関

連する研究の中で一定の回答が出されている。顧客創造において重要な要素となる市場志

向（顧客志向、競合対応、部門間協調）の研究の中で、短期的志向ではセールス部門とマ

ーケティング部門の部門間のコンフリクトや対立を招くが、組織が長期的志向に立つこと

によってセールス部門とマーケティング部門が協調し、優れた顧客価値を生み出すことが

明らかにされた。 

さらにドラッカーは、知識労働の視点から仕事を定義すること、また組織に対しての貢

献に焦点をあてることの重要性を指摘しつつ、顧客が何を課題としているのかを起点とす

ることによって、おのずと何をどうするかは見えてくるものであると論じている。言い換

えれば、ドラッカーは組織が顧客志向を実践するために現場において如何なる仕組みを必

要とするかについては、具体的には明らかにしていない。 

本研究では 3 つの事例分析を通して、営業担当者が独自の仕組みを取り入れることで、

営業ノウハウが詰まったデータベースの構築の実現に成功していることを明らかにした。 

サンテックの営業人材開発システム、大東建託のコンサルティングサービスのシステム

化、KCCS のアメーバ経営は知識労働者を育成・マネジメントする独自の仕組みである。

サンテックは、人事評価において目先の受注高だけでなく、新規ビジネスの創造や新規顧

客の開拓にどれだけ貢献したのかといった組織への貢献を重視している。また大東建託は、
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顧客と一体となった「大東オーナー会」を立ち上げることで、顧客と共に事業運営する仕

組みによって組織の顧客志向を高めている。KCCS は、独自のフィロソフィを確立し現場

に浸透させることで組織の顧客志向の醸成を図ることで、営業活動において有効なデータ

ベースの構築を実現している。 

 

1.2 イノベーション機会の発見についての分析視点 

高嶋は、従来の個人型営業が抱える問題として、結果だけを重視したアウトプット管理、

すなわちマネジャーが営業担当者に対して「がんばれ」、「気合を入れろ」といった無限定

な努力を要求する営業管理の問題に着目した。そしてそのような管理様式に代えて、個々

の営業活動を理解し分析するための仕組みとしてプロセス管理を提唱した。 

プロセス管理では、営業活動をいくつかの段階に分け、各段階で何をすべきかについて

多数のチェックポイントが設定される。その指標に基づいて営業活動や顧客が抱える問題

を発見したり、営業活動における仮説検証が可能となる1。これによって営業担当者に常に

革新的なことに挑戦するという意識を醸成し、営業の改善志向を高めることを目指した 2。 

しかし、プロセス管理は単にプロセス管理の仕組みだけを導入しても営業活動を標準化

させることばかりが重視され、改善に向けた個の創意工夫を如何に発揮させるかという点

について問題を抱えている。さらに営業担当者が「データ依存症」に陥ることによって、

知識労働者にとって重要である自己目標管理によるセルフマネジメントの優位性を失い、

官僚的な組織風土が定着してしまうというリスクをはらんでいる。 

 営業担当者による創意工夫という課題について、米国の創造性研究ではセールスマンが

顧客のイノベーションを実現する上で重要な存在であり、そのためには自身の通常の役割

や日々の業務を越え市場を感じ取り、企業にとって重要となる外部環境で何が起きている

のか理解する能力が必要であると論じている。またドラッカーは、イノベーションの 7 つ

の機会をあげ、ギャップ（現実にあるものとあるべきものとの乖離、あるいは誰もがそう

あるべきとしているものとの乖離）による機会と、ニーズ（プロセス上のニーズ、労働力

上のニーズ、知識上のニーズ）の機会の重要性、また潜在的なニーズを顕在化させること

等の重要性について指摘した3。 

 しかしながら、組織がイノベーション機会を発見するために現場において如何なる仕組

みを必要とするかについては、ドラッカーは具体的には明らかにしていない。だが、本研

究の 3 つの事例分析から共通していえるのは、営業担当者が市場の変化や顧客の潜在的ニ

ーズを発見するために、独自のプロセス管理を導入することで、変化を機会として捉える

ことに成功していることが分かった。 

そのためにサンテックでは、独自の営業情報共有システムを構築することで、業界、技

術、企業、政策や補助金に関する情報を相互に情報共有すると同時に、営業活動の成功事

例と失敗事例のデータベース化によって、過去の成功パターンを明らかにし営業担当者が

何を機会とすべきかを学ぶことが出来る様にした。これにより 2002 年、サンテックは自動

車業界における環境意識の高まりから「低燃費」、「軽量化」という市場の流れを捉えるこ

とに成功した。 

                                                   
1 高嶋[2005]p.177. 
2 高嶋[2005]p.180. 
3 Drucker[1985]p.69. 
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また大東建託ではコンサルティングサービスのシステム化によって、単に販売のための

プロセス管理ではなく、営業プロセスにおいてエンジニアや外部の専門家等との連携を可

能にする仕組みを構築している。また課長をはじめとしたミドルマネジメントがそれをサ

ポートすることで、営業担当者が市場や顧客の潜在ニーズを発見するための感度を高めて

いる。これにより 2009 年、大東建託は日本の農家が抱える問題として高齢化と後継者不足

という問題に着目した。そして顧客にとって重要なのが節税よりも、賃貸経営を如何に運

用していくかであることに気づいた 

KCCS ではサービス・サイエンスの導入によって、ベテラン営業マンや若手営業マンな

どがロールプレイング形式で、サービスという視点から営業のあり方について議論するこ

とになっている。そこでは日々の営業プロセスにおいて営業担当者が気付いた顧客の変化

や課題が取り上げられる。これによって KCCS はデータセンターの建設ラッシュから約 20

～25 年が経過する中で、サーバーの技術進歩によって顧客ニーズと現状とのギャップに着

目し、そこからデータセンターの移設需要の拡大を予測したのである。 

 

1.3 マーケティングによる顧客創造についての分析視点 

高嶋は、近年顧客が求めるものが製品の販売ではなく、企業レベルでの問題解決能力に

変化してきている点、また従来の個人的な関係をベースとした営業ではなく、顧客の様々

な部門の担当者がダイレクトに情報交換できる組織的関係を築かなければならなくなって

いる点に着目した。そして個人ではなく組織で営業活動するための仕組みとしてチーム営

業を提唱した。チーム営業は、営業部門、設計開発部門、システム部門、顧客サービス部

門、製造（工事）部門など複数の職能部門から専門スタッフが集まり連携することによっ

て、特定の重要顧客の問題解決を図る営業様式である4。 

その一方で、チーム営業は部門間のコンフリクトや出身部門の文化や言語といった様々

な連携上の問題から、単にスタッフを集めただけではチームとして機能しないことも多い

という課題を残していた。その課題に関連して、米国セールスマンの創造性研究では心の

知能指数（相手の感情や感情的認識を理解する能力、感情や知的な成長を促すために感情

を調整する能力）と創造性との相関関係を明らかにしている。またドラッカーは、知識労

働の観点からチームのメンバーの持つ高度な知識は専門性が高いことから、専門的知識は

部分的・断片的な性格を帯びている点を指摘している。よって成果を生み出すためには自

らの知識を別の人の知識と組み合わせる必要性があることを示した5。 

 しかしながら、組織がマーケティングによって顧客価値を創造するために現場において

如何なる仕組みを必要とするかについては、ドラッカーは具体的には明らかにしていない。

だが、本研究の 3 つの事例分析から共通していえるのは、営業担当者がビジネスとビジネ

スの融合によって新たなビジネスをプロデュースするために、チーム営業の仕組みを導入

することで、顧客価値の創造に成功していることが分かった。 

そのためにサンテックでは、大手商社や金融機関、広告代理店、研究所、大学等といっ

た都市開発や新規事業企画、M&A のプロフェッショナルなどと組織的な関係を構築して

ゆくことで営業担当者の連携範囲の拡大と新規事業創出を図っている。同社の「建設支援

                                                   
4 高嶋[2002]p.127. 
5 Drucker[1974]pp.564-571. 
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サービス」では、様々な異業種とチームを形成し、トータルで顧客の建設事業を支援する

ことによって、建設事業にかかる工期の最大約 30%短縮、管理コストの最大で約 50%削減を

期待できる。 

 また大東建託では、コンサルティングサービスのシステム化によって営業担当者は、顧

客の抱える課題が不動産に関する問題なのか、金融に関する問題なのか、税金や法律に関

する問題なのか判断すると共に、様々な外部専門家（税理士、不動産鑑定士、一級建築士、

弁護士、司法書士等）と連携し顧客の課題解決を行なっている。同社の賃貸経営受託シス

テムでは企画立案から長期一括借上げまでを行なうことで顧客の賃貸経営における価値創

造を行なっている。これによって顧客リピート率は 52.3％（2012 年度）、入居率は 96.7％

（2013 年度）を達成し、高い評価を得ている。 

KCCS では、アメーバ経営の特徴である組織の柔軟性によって、「市場に直結した部門別

採算制度」を実現するために、組織を細分化するだけでなく、アメーバ組織を市場の変化

に対して、柔軟にアメーバ（メンバー）を組み替えることで、様々な部門の専門家がリア

ルタイムに知識やアイデアを出し合うことの出来る創造的な組織を形成している。同社の

データセンター移設・統合サービスでは、IT 資産のライフサイクル管理、データセンター

移設代行、仮想化によるダウンサイジングなどの顧客のニーズに応じたチーム編成と価値

創造によって IT システムの運用コストを最大で約 30％削減することが期待できる。 

 

 

2．本研究の到達点 

 

2.1 研究の総括 

 ここでは、知識労働による組織型営業の顧客価値創造について、序章で挙げた 3 つの課

題に従い、事例から得られた知見を総括し、理論的・実践的含意について述べる。 

まず、課題①「組織による顧客志向の実践」について下記の点が明らかになった。 

 

ここでは、営業担当者個人による偏った顧客志向の是正が主題である。営業組織は、

特定の製品やサービスの販売という視点ではなく、顧客の事業に貢献することを営業

のミッションとしている。この視点に立った時、営業担当者が組織による営業の重要

性を認識し、ミッションの実現に貢献していることが分かった。具体的には、人事評

価の基準として新規ビジネスの創造や顧客の新規開拓といった個人ではなく組織とし

ての成果を重点項目としたり、企業と顧客とが一体となった事業運営の仕組みづくり

や、企業独自のフィロソフィを確立することによって営業担当者の顧客志向を高めて

いる。これによって現場の営業担当者がデータベースを積極的に活用し、そこから様々

なアイデアや改善策を生み出していることが分かった。 

 

次の課題②「イノベーション機会の発見」について下記の点が明らかになった。 

 

企業は、営業担当者の自律性を重視し、独自のプロセス管理を導入することで市場

や顧客の潜在的な変化を捉えていることが分かった。そして営業活動に柔軟性と幅を
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持たせることによって、営業担当者が自社の製品や技術に縛られず様々な角度からビ

ジネスを創造できるような仕組みを築き市場への適応力を高めている。具体的には、

最新の市場動向に関する情報共有の仕組みと過去の成功事例や失敗事例をパターン

化したプロセス管理の導入や、コンサルティングサービスをシステム化することで各

プロセスにおける顧客の様々な課題に対応したサービス体制の構築、また営業プロセ

スでの課題をベテラン営業マンや若手営業マンが共有し互いに知恵を出し合う仕組

みを構築していることが分かった。これによって営業担当者の機会を発見するための

能力を育成していることが分かった。 

 

次の課題③「マーケティングによる顧客創造」について下記の点が明らかになった。 

 

営業担当者は、自らコーディネーターとしての役割を担っていることが明らかにな

った。営業担当者は、異なるビジネスを結合させたり、顧客の事業のライフサイクル

に応じた包括的なサービスを提供することで競合他社との差別化を図ると共に、顧客

の価値創造に貢献している。したがって営業活動では、自社の製品や技術単独で営業

展開するのではなく、顧客が課題と感じている問題を読み取り、それに対応したサー

ビスを、自社またはパートナー企業と連携しながら実現している。企業は、それを支

援するために外部の関連する機関とのパートナー化を促進したり、顧客の多様な事業

上のニーズに対応した独自のビジネスモデルを構築したり、多様化する顧客ニーズに

迅速且つ柔軟に対応するための組織編成が可能となる仕組みを形成している。これに

よって営業担当者が自発的にビジネスの流れ（シナリオ）を描き、チーム営業という

仕組みを活用することによって、知識と知識を結合させ新たな顧客価値を創造してい

ることが分かった。 

 

 

2.2 インプリケーション 

2.2.1 理論的インプリケーション 

 本研究を通じて、企業が営業担当者の知識労働を育成・マネジメントすることにより、

営業現場において『営業プロセス・イノベーション（データベース営業、プロセス管理、

チーム営業）』が創造的に活用され顧客価値の創造が行なわれていることが分かった。その

中で企業は、組織としての顧客志向、営業活動を通じたイノベーション機会の発見、マー

ケティングによる顧客創造の 3 つの領域において、彼らを支援するための仕組みを構築し

ていることが明らかになった。本研究で提示された顧客創造のフレームワークは、いくつ

かの理論的インプリケーションを含んでいる。 

第 1 に、「営業プロセス・イノベーション」との関係である。これまで「営業プロセス・

イノベーション」は一部の現場からの抵抗もあり、逆機能ばかりが注目されてきた。逆機

能とは、組織が営業担当者を統制・マニュアル化するための仕組みという誤った認識を示

す。だが、本研究で改めて「営業プロセス・イノベーション」を再考することで、これま

で当然のこととして見落とされてきたと思われる知識労働に着目し、営業の仕組みが有効

に機能する上で知識労働が重要な基盤になっていることを明らかにした。したがって、本
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研究によって「営業プロセス・イノベーション」の提唱者である高嶋はその重要性は理解

していても、その後の研究の展開によって見落とされてきた部分を、改めて指摘すること

によって、高嶋の「営業プロセス・イノベーション」をより発展させる方向を示す研究と

して貢献している。 

第 2 に、営業とイノベーションとの関係である。「営業プロセス・イノベーション」で

は、営業の目的について顧客価値の創造よりも組織間の関係構築に焦点があてられてきた

印象が強い。イノベーションや顧客創造において営業担当者が重要な役割を担っているこ

とは、米国セールスマンの創造性研究によって指摘されたが、研究の歴史の浅さや事例が

少ないといった課題があった。本研究の事例分析によって米国セールスマンの創造性研究

が指摘したように、営業担当者が顧客のイノベーションにおいて重要な役割を果たしてい

ることを、「マーケティングによる顧客創造」から改めて確認することができた。 

第 3 に、営業と知識労働の関係である。これまで営業を知識労働の視点から捉えた研究

は殆ど存在しない。本研究ではドラッカー理論を用いて知識労働としての営業の特性を明

らかにしたことで、営業という仕事が中央集権的・計画的なものではなく、現場の営業担

当者の自律的行動によって市場の変化を捉え、顧客を創造していることが明らかとなった。

したがって営業で成果をあげるには、人を中心に据え、単に知識や情報を蓄積するだけで

なく、それらを如何に活用し価値創造を行なうかが重要な視点となる。そして企業は知識

労働を支援するための仕組みづくりを行なうことが重要であることを示した。 

 

2.2.2 実践的インプリケーション 

また本研究で提示された顧客創造のフレームワークは、いくつかの手段で実践場面に応

用することが可能である。 

第 1 に、営業とマネジメントとの関係である。従来「営業プロセス・イノベーション」

について、企業が営業担当者を統制・マニュアル化するといった誤った認識や、営業の仕

組みに対する現場の反発といった問題は、営業という仕事への企業と現場との認識のズレ

が要因であると考えられる。本研究によって、企業と営業担当者が共に営業における知識

労働の重要性を理解することで、成果をあげるための仕組みづくりと、その基盤となり得

る営業を担当する知識労働者を育成・マネジメントするための仕組みづくりが可能となる。 

 第 2 に、既存の制度・システムの運用改善が挙げられる。既に導入されたデーベース営

業、プロセス管理、チーム営業が有効に機能しない要因として、現場の営業担当者の意向

が反映されないまま制度設計されていたことが考えられる。本研究のフレームワークを基

に、既存の制度・システムを見直すことによって、営業の仕組みをどのように活用すべき

か、また営業活動において成果をあげるにはどのような営業の仕組みが必要かについて企

業幹部と営業担当者とが共に議論することで、より実践的な営業の仕組みとして改善する

ことが期待できる。 

第 3 に、組織の顧客志向の実践において営業担当者の人事評価において、重要顧客の新

規開拓、新規ビジネスの創造、新たな営業パートナーの開拓といった評価基準を設定する

ことで、個人の成果ではない組織としての貢献に焦点をあてた人材育成が可能となると思

われる。評価基準については充分な議論が必要であるが、企業の成長に対する貢献を評価

対象にすることによって、営業担当者の意識は目先の売り易い製品や金額規模の大きなス
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ポット案件ではなく、価値ある実績づくりや少額であっても展開可能なビジネスの創造に

意識を向けることが可能となる。 

このように本研究を通じて、組織が如何に知識労働としての営業を育成・マネジメント

することが、如何に顧客価値の創造に貢献しているのかを明らかにしたことは、企業と現

場の営業担当者とが統一したベクトルを持つと同時に、営業活動のマネジメントがどうあ

るべきかという重要な問題提起を行なった。将来、さらにグローバル化や顧客ニーズの多

様化が進むなかで、営業活動によって組織が自ら変化を起こし、戦略的に顧客のイノベー

ションを実現するような実践的な仕組みが構築されることを期待する。 

 

 

3．本研究の限界と今後の課題 

 

 最後に、本研究の抱える限界と今後の課題について述べたい。 

第 1 に、本研究の調査対象は電気設備工事、賃貸住宅メーカー、情報サービスといった

インフラ財を扱う企業である。これらの業界は取引金額が大きいものの 1 回あたりの取引

期間が短いという特徴を持っている。そのためビジネス市場を中長期的な視点で捉えるな

らば、他の鉄鋼、ガス・電力、化学、金融、電機といった顧客との取引期間の長いとされ

る他の業界においても研究することが必要であるだろう。 

第 2 に、事例では付帯サービスによって高い付加価値を実現している生産財企業を調査

対象としているが、通常の生産財企業の営業様式との比較がないために、何が高付加価値

で、何が成果につながっているのかより客観的な視点から分析する必要があると思われる。

この問題は、知識労働の成果が質的なものであることから、通常の業界の営業と事例研究

で取り上げた企業の営業との違いを明らかにしなければならないだろう。 

第 3 に、日本と米国との仕事の違いがある。米国セールスマンの創造性研究において一

部指摘されている問題ではあるが、通常米国では、Job Description（職務記述書）6によっ

て事前に詳細な業務範囲、業務の進め方などが明確に定義されているが、日本ではこれに

相当するものをもつ企業は殆どない。したがって仕事の範囲が曖昧で、顧客の要求に臨機

応変に動くことが求められる日本の営業と米国では営業に対する考え方や定義が異なって

くることが予想される。本研究では米国のセールスマン研究と日本の営業研究をひとつの

流れとして捉えているが、本来ならば、日米の営業に関する比較検討を行なった上で、日

本の営業の特性をより明確にしなければならないだろう。 

第 4 に、営業の倫理性の問題がある。日々の営業活動は常に売上や利益の獲得と社会的

責任のジレンマを抱えている。歴史ある老舗や巨大企業の営業活動による反社会的行為は

後を絶たない。例えば、談合問題や贈収賄といった政治との癒着などからも明らかである。

市場から排斥されるリスクを承知しているにも関わらず、そのような事件が発生し続ける

のはなぜなのか。営業管理様式や営業プロセス管理のいずれかに欠陥があり、組織がそれ

を止めることが出来ないのだとしたら、この問題は営業研究の大きなテーマであるといえ

る。 

 

                                                   
6 渡辺[2015]p.44. 
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インタビュー実施記録 ※所属・役職はインタビュー当時のものである。 

 

・株式会社サンテック広島支社 営業部 チームリーダー 江坂 由信氏 

   （実施日）2010 年 04 月 07 日  （場 所）広島県広島市中区 

   （実施日）2014 年 03 月 24 日  （場 所）  同上 

 

・ダイキョーニシカワ株式会社 執行役員 統合推進室長 西村 保生氏 

   （実施日）2011 年 11 月 23 日  （場 所）広島県広島市中区 

 

・大東建託株式会社 取締役常務執行役員 経営管理本部長 川合 秀司氏 

   （実施日）2013 年 12 月 18 日  （場 所）東京都港区 

 

・大東建託株式会社 岩国支店長 今田 英二氏（仮名） 

   （実施日）2014 年 11 月 05 日  （場 所）広島県広島市中区 

 

・大東建託オーナー会 代表理事兼大東建物管理取締役 中村 正治氏 

   （実施日）2012 年 12 月 14 日  （場 所）広島県広島市中区 

   （実施日）2013 年 05 月 09 日    （場 所）   同上 

 

・京セラコミュニケーションシステム株式会社 データセンター事業部 植田 賢治氏（仮名） 

   （実施日）2008 年 07 月 25 日  （場 所）京都府京都市伏見区 

   （実施日）2009 年 05 月 11 日  （場 所）   同上 
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